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第 1 章 緒 論  
 
 
1.1 繊維強化プラスチックの現状  
 近年，地球温暖化等の環境問題やエネルギー問題が深刻化しており，航空機
や自動車等の輸送機器の省エネルギー化を目的に，構造材料の軽量化が進んで
い る ． 主 要 な 構 造 部 材 の 材 質 を 金 属 か ら 繊 維 強 化 プ ラ ス チ ッ ク （ Fiber  
Reinforced Plastic,  FRP）に置き換えることにより，従来の車体の軽量化を実現
し，燃費が大幅に向上される．FRP は，異なる素材を複合させ，それぞれ単独
で は 達 成 で き な い よ う な 優 れ た 性 能 を 発 揮 さ せ よ う と す る 複 合 材 料
（Composi te  Materials）であり，強化材を繊維とし，プラスチックを母材とし
て用いたテーラードマテリアル（Tailored material）である [1]．  
FRP を構成する強化材の繊維や母材のプラスチックの材質や種類は数多く
存在する．強化繊維にはガラス繊維や炭素繊維，アラミド繊維等が挙げられ，
それらの生産量は，ガラス繊維が全体の約 90%を占め，炭素繊維は約 0.6%，
アラミド繊維は約 0.4%で，近年注目されている炭素繊維の生産量はガラス繊
維と比較すると僅かである．このような背景の中，炭素繊維が注目されている
理由は主に二つ存在する．一つ目の理由は，炭素繊維の原材料のポリアクリル
ニトリル（ PAN）を用いて製造される PAN 系の炭素繊維の製造技術は我が国
で開発されたからである．二つ目の理由は，炭素繊維の製造は開発当初から日
本国内の企業が先導してきたからである [2]．しかし，複合材料としての炭素
繊維の利用は，これまで欧米諸国が先導して航空機分野を中心に用途開発が行
われ，日本国内における炭素繊維の需要は，世界全体の生産量の約 15%に留ま
っていた．炭素繊維を用いた複合材料である 炭素繊維強化プラスチック
（Carbon Fiber Reinforced Plastics，CFRP）は鉄やアルミニウム等の金属材料と
比較して，比強度および比剛性に優れており，車体等の構造部材や製品自体を
軽量化できる大きな特長がある．また，織物材や一方向材などの連続した炭素
繊維で強化された CFRP は表面に美観性を有しているためデザイン性に富み，
振動の吸収能力にも優れているため，これまではゴルフシャフトやテニスラケ
ット等のスポーツ用品に多用されてきた．しかし，近年環境・エネルギー問題
の観点から，自動車等の輸送機器分野や産業機器分野で，炭素繊維の需要が急
速に高まっている [3]．  
2011 年に運用が開始されたボーイング社製の中型旅客機 B-787 ドリームラ
イナーは，一次構造材に CFRP が多用され，主翼や尾翼，胴体等を含む構造重
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量の約 50%以上が CFRP 化されている [4]．その結果，従来のアルミニウム合金
を多用した旅客機と比較して約 2 割の燃費向上を達成している．加えて，CFRP
は耐食性が高いため，メンテナンス性にも優れており，実用上有効である．  
環境・エネルギー問題の観点から，自動車分野にも CFRP の適用拡大が期待
されてきたが，製造プロセスの転換が必要で大きな技術的課題があるため，競
技用の特殊なパーツやスポーツカー等での使用に留まっていた．しかし，近年
では，車体の軽量化のために CFRP の自動車への適用が再び注目されている
[5,6]．その理由の一つとして，プラグインハイブリッド車や電気自動車等の次
世代車には，駆動モーターや大型の電池等の電気部品が多用されており，走行
距離を伸ばすためには車体の軽量化が求められるからである．そのため，自動
車分野での CFRP の適用箇所が急激に拡大することが予想されている [7]．  
 
 
1.2 熱硬化性 CFRP と熱可塑性 CFRP 
CFRP に用いられる母材のプラスチックは，熱硬化性樹脂（ Thermosets，TS）
と熱可塑性樹脂（ Thermoplastics， TP）に大別される．これまで，航空機等の
輸送機器分野で用いられてきた CFRP は，熱硬化性樹脂を母材とする炭素繊維
強化熱硬化性プラスチック（Carbon Fiber Reinforced Thermosett ing Plastics，
CFRTS，以下，熱硬化性 CFRP と称す）である [8]．熱硬化性樹脂はエポキシ樹
脂等の主剤に，硬化剤や触媒などを添加させた後，重合反応により発熱を伴い，
三次元架橋により高分子の網目構造を形成して硬化する．航空機等に用いられ
る熱硬化性 CFRP は，主にオートクレーブ成形法により製造されてきた [5]．オ
ートクレーブ成形では，冷凍保管が必要なプリプレグシートと呼ばれる中間基
材を手作業や多関節ロボットを用いて多層に積層する必要があり，大型の加
圧・加熱装置が必要なため，製造コストと生産性が非常に高い．低コスト化の
ために，液状の樹脂を炭素繊維に含浸しながら成形を行う RTM（Resin Transfer  
Molding,  RTM）や VaRTM（Vacuum Resin Transfer Molding ,  VaRTM）等の成形
手法が確立されてきたが，繊維への樹脂含侵に時間を要し，樹脂の硬化時間が
長時間必要なことから，生産性が低い課題がある．しかし近年では，数分以内
で樹脂を硬化させる技術開発も進み，生産性が大幅に向上してきている [9]．
その例として， 2014 年に販売が開始された BMW 社製の電気自動車 i3 には，
車体骨格に RTM 法で成形された熱硬化性 CFRP が採用されている [10,11]．こ
れらはアルミシャーシに熱硬化性 CFRP 製のパッセンジャー・セルを載せて機
械的に接合することにより，量産化を実現している．また，Audi 社の電気自
動車 R8 e-tron では，熱硬化性 CFRP 製のモノコックフレームとアルミフレー
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ムを前後で機械的接合することで，車体を製造している [12,13]．車体の設計コ
ンセプトは両社で異なるが，これらに共通することは，従来のアルミ等の金属
と CFRP をハイブリッド化させて用いていることであり，異種材料を適材適所
に用いる“マルチマテリアルデザイン”をコンセプトに製造されている点であ
る．しかし，熱硬化性 CFRP は母材に熱硬化性樹脂を使用するため，硬化後は
再加熱しても溶融しない．そのため，再成形ができず，不用品や廃棄物の再利
用が極めて困難など，熱硬化性 CFRP のリサイクル性を改善することは非常に
困難である．  
そこで近年，母材に熱可塑性樹脂を用いた炭素繊維強化熱可塑性プラスチッ
ク（Carbon Fiber Reinforced Thermoplastics，CFRTP，以下  熱可塑性 CFRP と称
す）が注目されている [8,14]．熱硬化性 CFRP と熱可塑性 CFRP の諸特性の比
較を Table  1.1 に示す．熱可塑性樹脂は，ガラス転移温度以上に加熱すると樹
脂が軟化し，金属材料のようにプレス成形が可能であり，冷却すると固化して
形状が保持される．さらに，融点以上に加熱することにより，溶融加工が可能
である．また，金属に比べて低温で再成形・再加工が容易な材料であり，熱硬
化性樹脂と比較して製造コストも低い特長を有している．また，熱可塑性樹脂
の母材とした熱可塑性 CFRP は，熱硬化性 CFRP と比較してリサイクル性に優
れており，熱可塑性樹脂は一般的に耐衝撃性にも優れている．しかし，熱可塑
性樹脂は熱硬化性樹脂に比べて溶融粘度が高いため，炭素繊維への樹脂含侵が
難しく，ガラス転移温度や融点などが熱硬化性樹脂に比べて低いため，耐熱性
に乏しいことなどが課題である．  
 
Table 1 .1 Comparison of  CFRTS and CFRTP propert ies  
 CFRTS CFRTP 
Production cost  High Low 
Mechanical property  ◎  ○  
Heat  resis tance  ◎  △  
Productivi ty  ×  ◎  
Impact  resis tance  ×  ◎  
Recyclabil i ty  ×  ◎  
 
これまで，熱可塑性 CFRP を用いた成形品の大半は，数 mm 以下の短い炭素
繊維で強化された射出成形品であり，一方向や織物などの連続繊維で強化され
た成形品は非常に少ない．近年注目されている熱可塑性 CFRP は，従来の短繊
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維や長繊維を強化形態とする射出成形品や圧縮成形品ではなく，一方向繊維や
織物などの連続した繊維で強化した積層材料である．それらに使用される熱可
塑性樹脂は，Fig.1.1 に示すようにエンジニアリングプラスチック（エンプラ）
やスーパーエンジニアリングプラスチック（スーパーエンプラ）と称される耐
熱性および力学的特性が高い高性能な樹脂である [15]．これまでに，航空宇宙
分野で PEEK や PEI， PPS などのスーパーエンプラが主に採用されており，
Airbus 社の大型旅客機 A380 や A340 の J-nose と呼ばれる主翼前縁部に用いら
れており，これらは部材間を融着接合することにより接合されている [16]．ま
た，欧州諸国の自動車分野では PA6 や PA66 などのポリアミド系の樹脂を母材
とした FRP が用いられる傾向にある．この PA6 や PA66 樹脂は吸湿性を有して
おり，成形時には樹脂中の水分を除去する必要がある．日本国内においては，
平成 20 年度～ 24 年度にかけて行われた NEDO プロジェクト「サステナブルハ
イパーコンポジット技術の開発」において， PP を用いた熱可塑性 CFRP の中
間基材を自動車用途向けに開発されており，熱可塑性 CFRP の需要が産業界で
高まってきている [17]．  
 
 
Fig.1.1  Comparison of  various thermoplast ics .  
 
 熱可塑性 CFRP の需要予測として，航空機部材を例に金属材料およびプラス
チック材料の使用重量の変遷図を Fig.1.2 に示す．金属材料他は 100 万ポンド
で今後も横ばいであると推測され，熱硬化性 CFRP は 2020 年頃にかけて上昇
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傾向である．一方，近年注目されている熱可塑性 CFRP は近年急激に使用割合
が上昇しており，今後も航空機分野のみならず，自動車や産業機器分野でも使
用割合が増加することが見込まれる [18]．  
 
 
Fig.1.2  Trends in aerospace systems flyaway weight requirements.  
 
 
1.3 熱可塑性 CFRP の適用箇所の現状  
前述したように，熱可塑性 CFRP は熱硬化性 CFRP に比べてプレス成形や射
出成形などにより量産が可能であるため，製造コストも低い．従来の短繊維や
長繊維で強化された熱可塑性 CFRP は主に射出成形や圧縮成形により成形され
てきた．一方，近年注目されている一方向や織物などの連続繊維で強化された
熱可塑性 CFRP は，主に加熱プレス成形により製造される．国内の大手材料メ
ーカーでは，熱可塑性 CFRP 製の電気自動車のモノコック車体構造を， 1 分以
内で加熱プレス成形可能な技術を開発している [19]．  
また，欧州諸国では前述したような“マルチマテリアルデザイン”をコンセ
プトに，熱可塑性 CFRP と金属などの異種材を組み合わせた材料のハイブリッ
ド化により，航空機部品や自動車部品が量産されている．前述した Audi 社の
電気自動車 R8 e-t ron のバッテリアダプタには， Fig.1.3 に示すようにアルミ製
ブシュと熱可塑性 CFRP および強化繊維にガラス繊維を使用した熱可塑性
GFRP のハイブリッド化により製造されている．これらの部品はそれぞれ個々
の工程で製造され，最終工程で強固に融着接合されている [12]．  
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Fig.1.3  Example of hybrid material .  
 
一方，前述したように熱可塑性樹脂は溶融粘度が高く，連続繊維は変形能が
乏しいため，熱可塑性 CFRP 製の複雑形状の構造物をプレス成形や積層成形に
より，ネットシェイプで製造することは難しい．また，成形の際に一度にハイ
ブリッド化することは可能ではあるが，高度な金型技術が求められ，製造可能
な形状寸法にも限界がある．そのため，各部材ごとに成形し，それらを何らか
の手法で『接合』する必要がある．  
CFRP を接合する際，最も多く用いられる手法として，金属製のボルトやリ
ベット等を用いた機械的接合がある [20,21,22]．電気自動車の熱硬化性 CFRP
製のモノコックフレームとアルミシャーシを締結する際に機械的接合が用い
られており [23]，解体性に優れているが金属製締結具の使用による重量増加や，
穴加工による強化繊維の破断や応力集中等の課題がある．  
一方で，エポキシ樹脂等の熱硬化性樹脂を用いた接着接合が挙げられるが，
硬化時間や接着面への表面処理が必要なことから，生産性に劣る．特に，熱可
塑性樹脂には濡れ性が低く，化学的結合が困難なため，熱可塑性 CFRP の接合
には適さない [22]．そのため，熱可塑性 CFRP を接合する際には，接合面の樹
脂を溶融させ，加圧・冷却することにより部材同士を接合する「融着接合」が
不可欠となる [24]．  
 
 
1.4 熱可塑性 CFRP の接合方法の現状と課題  
 前述したように，熱硬化性 CFRP は，ボルトやリベットによる機械的接合法
に加えて，熱硬化性樹脂による接着接合が適用されている．しかし，機械的接
合では重量増加や円孔部での応力集中などの課題があり，接着接合は被着物が
熱可塑性樹脂の場合，化学的結合が困難なため，熱可塑性 CFRP の接合には母
材樹脂を溶融させ，加圧・冷却することにより部材同士を融着接合することが
Short -GF/PA6-66  
Woven-CF/PA6-66  
Aluminum  
Woven-CF/PA6-66  
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望まれる．融着接合は，機械的結合法と比較してせん断荷重の伝達に有利であ
ることに加え，穴周りでの応力集中が生じず，重量を軽減できるなどの利点が
ある．熱可塑性 CFRP の融着接合手法として，熱融着接合，超音波融着接合，
高周波誘導融着接合，自己抵抗融着接合および電気式融着接合などが提案され
ており，それらの融着原理は全く異なる．それぞれの融着手法の特徴を以下に
記す．  
 
1.4.1 熱融着接合  
 熱融着接合は Fig.1.4(a)に示すように融着対象物を加熱された金属板等に挟
み込み，金属板からの熱伝導により接合面の樹脂を溶融させて融着接合を行う
方法と， Fig.1.4(b)のように金属板を融着対象物に挟み込み金属板を加熱する
ことにより，接合面の樹脂を溶融させ，金属板を除去後，加圧・冷却すること
で接合面の内部加熱により融着接合を行う方法の二種類に分類される [25]．加
熱源にはカートリッジヒータの他に赤外線加熱なども用いられる．融着対象物
が平板等の簡便な形状に限られることや，前者の場合は接合面外も加熱される
などの短所が存在する．  
 
 
 
(a)  External  heat ing method (b)  Internal heating method  
Fig.1.4 Thermal  fusion joining method.  
 
1.4.2 超音波融着接合  
 超音波融着接合は超音波振動により，接合部の樹脂を部分的に溶融させて融
着接合を行う方法で，熱可塑性樹脂では包装や容器および産業機器などに広く
用いられている．超音波融着接合の概要図を Fig.1.5 に示す．融着対象物を重
ね合わせ，ホーンと呼ばれる融着冶具により静圧力を接合部に印加した状態で
15kHz～ 40kHz 程度の超音波振動を加えて接合面に熱を生じさせ，融着接合を
行うものである [26,27]．材料内部に発熱体のような異物が入らないため，高い
接合強度が得られるが，ホーンの形状に制限があり，比較的小型で簡便な形状
の部材を接合する際に用いられる．超音波融着接合を熱可塑性 CFRP に適用す
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るために，国内では PP 樹脂をベースとする熱可塑性 CFRP の超音波融着接合
に関する研究 [28]が行われており，欧州諸国では融着接合が困難なスーパーエ
ンプラである PPS 樹脂や PEEK 樹脂をマトリックスとした熱可塑性 CFRP の超
音波融着接合に関する研究も行われている [29]~[31]．融着対象が大型の場合に
は低振動周波数で数 mm 程度の大振動振幅で融着を行う振動融着接合 [32]が用
いられる．  
 
 
Fig.1.5 Ultrasonic fusion joining  method.  
 
1.4.3 高周波誘導融着接合  
 本研究で着目する高周波誘導融着接合は，被融着物が導電性を有している場
合と，導電性を有していない場合で，発熱源が異なる．熱可塑性 CFRP は強化
繊維の炭素繊維に導電性があるため，Fig.1.6(a)に示すように誘導コイルから発
生した電磁場により，炭素繊維に渦電流を生じさせ，炭素繊維がジュール発熱
して母材樹脂を溶融させて融着接合を行うことが理論的には可能である．一方，
導電性を有しないガラス繊維で強化された熱可塑性 GFRP 等を融着する場合
は， Fig.1.6(b)に示すように接合界面にサセプタと呼ばれる金属メッシュ等の
発熱体を挿入し，サセプタをジュール発熱させてサセプタからの熱伝導により
融着を行う [33]．一般的に誘導コイルは銅製のチューブが用いられ，銅製チュ
ーブの内部に冷却水を流すことで，コイル自身が発熱しないように設計されて
いる．  
また，融着部が長尺の場合，熱融着接合や超音波融着接合では連続的な融着
接合が困難であるが，本手法では誘導コイルを固定し，被加熱物を連続的に動
作させるか，融着部に沿って誘導コイルを連続的に動作させることで，連続的
な融着接合が可能な利点がある．しかし，CFRP は炭素繊維の強化形態に起因
して生じる熱や電気的な異方性により，誘導電流の流れ方が複雑化し，金属と
比べて高周波誘導加熱することは容易ではない．そのため，既往の研究でも熱
Press
Oscillator
Heating zone
Horn
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可塑性 CFRP の融着面にサセプタを挿入し，数 kHz 程度の周波数で炭素繊維を
直接誘導加熱せずに，サセプタを誘導加熱して融着接合を行っている．また，
これまでに織物の炭素繊維で強化された熱可塑性 CFRP を高周波誘導融着接合
した研究事例 [33]~[38]が見受けられるが，一方向材などの炭素繊維の強化形態
や高周波誘導加熱条件が融着接合挙動に与える影響について詳細に評価され
ていない．また，織物の熱可塑性 CFRP 積層板を連続的に高周波誘導加熱した
研究事例 [37,  38]も存在するが，種々の加熱条件が融着接合挙動に与える影響
についても詳細な評価はされていない．  
 
  
(a)  Non-susceptor  method  (b)  Susceptor  method  
Fig.1.6 High-frequency induction fusion joining method.  
 
1.4.4 自己抵抗融着接合  
国内では，熱可塑性 CFRP の導電性に注目し，Fig.1.7 に示すように銅製電極
の間に熱可塑性 CFRP 積層板を挟み込み，電圧を印加させることで，炭素繊維
自身をジュール発熱させて融着接合を行う自己抵抗融着接合が提案されてい
る [39,40]．本手法は，積層板が重なり合う面での接触抵抗を利用して，接合面
をジュール発熱させる手法であるが，一方向の炭素繊維で強化された熱可塑性
CFRP 積層板では電気的異方性が強く生じるために，融着接合が困難である．
また，接合面に樹脂などの絶縁物が介在する場合では，電気回路が形成されな
いため，融着接合ができない．その他にも融着接合時に大電流が必要で，融着
面積が小さく，スポット融着に限られ，長時間の融着時間が必要などの課題が
多く，生産性が低い欠点がある．  
Induction coil
Eddy current
Heat transfer
Susceptor
Induction coil
Eddy current
Heat transfer
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Fig.1.7 Self -resistance fusion joining method .  
 
1.4.5 電気式融着接合  
 本研究で着目する電気式融着接合は Fig.1.8 に示すようにステンレスメッシ
ュ等の抵抗発熱体を接合面に挿入し，抵抗発熱体に電圧を印加させることによ
って生じるジュール熱を利用して接合面の樹脂を溶融させ，加圧・冷却するこ
とで融着接合を行う手法である [41]．融着部の面積に合わせた抵抗発熱体およ
び電流が必要であるが，熱融着接合や超音波融着接合，自己抵抗融着接合では
適用不可能な大型構造物の接合が可能である．これまでにステンレス製の金属
メッシュを抵抗発熱体として融着面に挿入し，通電によるジュール発熱を利用
して織物の炭素繊維で強化された熱可塑性 CFRP を電気式融着接合する研究
[42]~[54]が欧米諸国で行われているが，結晶性樹脂で，耐熱性に優れる PPS
樹脂を母材として用いた熱可塑性 CFRP の融着接合を試みた研究例は少なく，
積層板の繊維強化形態や融着条件を評価した研究事例は見当たらない．また，
それらは融着部の破壊挙動に着目した事例が多く，印加電圧や通電時間などの
融着パラメータが電気式融着挙動に与える影響は詳細に明らかにされておら
ず，融着メカニズムも十分に明らかになっていない．  
先行研究で行われているような，ステンレスメッシュの金属製の抵抗発熱体
を用いて融着接合を行った場合 [42]~[54]，廃棄およびリサイクル時に分別が困
難になることや，融着面に異種材料が存在することで，応力集中やはく離等が
生じやすく，接合強度が低下する課題がある [43,49]．そのため，融着接合時に
用いる抵抗発熱体は，被融着物と同様の材質が望まれ，リサイクル性や接合強
度の向上が必要である．特に，熱可塑性 CFRP の母材として用いられている
PPS 樹脂は，高い力学的特性および熱的特性を有しているが，溶融時に塩素や
硫黄等の腐食性ガスが生じるため，融着時に金属製の抵抗発熱体が腐食する恐
れがあり，接合部の強度信頼性が大幅に低下することも懸念される．  
I
Press
Electrode
CFRTP
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Fig.1.8 Electro  fusion joining method .  
 
1.4.6 融着接合方法の比較  
 各種融着接合手法の比較を Fig.1.9 に示す．本研究で着目する電気式融着接
合および高周波誘導融着接合は，融着面を加熱可能な“内部加熱”であり，生
産性が高く，融着接合が可能なサイズや形状自由度も高いため，熱可塑性 CFRP
に適用する利点は極めて高い．そのため，産業界で注目される技術であること
は明らかであり，今後は生産性やリサイクル性および接合強度等の更なる向上
が期待される．  
 
 
Fig.1.9 Comparison of  CFRTP fusion joining methods.  
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1.5 熱可塑性 CFRP の成形方法の現状と課題  
 熱可塑性 CFRP に用いられる樹脂は，加熱により軟化・溶融し，冷却により
固化する可逆的な性質を持つため，汎用熱可塑性樹脂と金属材料の両方の成形
技術が適用可能である．それらは，射出成形や加熱プレス成形など，高い生産
性と量産に富む「金型を用いた製造」技術である．これまでは，繊維長が数
mm～数十 mm の短繊維や長繊維と呼ばれる不連続の炭素繊維で強化された樹
脂ペレットを用いて，射出成形法により比較的小型の製品が成形され，成形品
の特性や流動挙動などが実験や解析により研究されてきた [55]~[57]．近年注目
されている一方向や織物などの連続した炭素繊維で強化された熱可塑性 CFRP
は，加熱プレス成形，引抜き成形，押出し成形等により成形することが可能で
ある．また，近年では熱可塑性 CFRP を用いた自動テープ積層（Auto Tape Layup,  
ATL）や自動繊維積層（Auto Fiber Placement ,  AFP）などの積層成形による大型
構造物の製造法の開発が進んでいる．今後は押出しや引抜き，ロール成形のよ
うな連続成形や真空成形など様々な成形技術が期待されるが，研究開発段階で
あり，これらはすべて金型や工具を用いた製造法である．熱可塑性 CFRP の成
形法の特徴を以下に記述する．  
 
1.5.1 射出成形  
 熱可塑性 CFRP の射出成形プロセスを Fig.1.10 に示す．本プロセスは汎用の
熱可塑性樹脂の射出成形プロセスと同様であるが，熱可塑性樹脂に繊維長が数
mm の短い炭素繊維が含有した熱可塑性樹脂ペレットを用いる点に特徴がある．
射出成形は材料ペレットを射出成形機内の混練スクリューにより溶融・混練し，
金型内に高圧で射出して成形を行う手法である．そのため，投入する材料ペレ
ットの溶融粘度が成形中の流動挙動に大きく影響を与える．炭素繊維のアスペ
クト比が高く，繊維含有率が高くなるほど高い力学的特性が望めるが，一般的
に炭素繊維の場合，樹脂ペレット中に含まれる繊維含有率は 30 wt%以下であ
り，それ以上の繊維含有率では溶融粘度が高くなり，射出成形が困難となる．
それゆえ，射出成形により成形可能な熱可塑性 CFRP は短い不連続な炭素繊維
で強化されたものに限られ，比較的小型の成形品に限られる [55]~[57]．  
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Fig.1.10  An example of  CFRTP injection molding method.  
 
1.5.2 加熱プレス成形  
 一般的に，熱可塑性 CFRP を加熱プレス成形する際には，一方向や織物等の
連続した炭素繊維に熱可塑性樹脂を予め含浸させたプリプレグシートと呼ば
れる中間基材を任意の繊維配向角で積層して，所定の厚さに成形した積層板を
加熱プレス成形することにより，所望の形状が得られる [58]~[62]．  
熱可塑性 CFRP の加熱プレス成形プロセスの一例を Fig.1.11 に示す．(a)プレ
ス成形に適合する形状にトリミング加工した熱可塑性 CFRP 積層板を，(b)赤外
線加熱して母材樹脂の融点近傍まで加熱する．その後， (c)プレス成形金型に
搬送し，適切なプレス条件で加熱成形し， (d)母材樹脂のガラス転移温度以下
に冷却し，離型することで製品を得る製造プロセスである [63]．  
プレス成形する直前に Fig.1.11(b)のように，熱可塑性 CFRP を予め加熱する
必要があるが，その加熱源には赤外線加熱が用いられる．熱可塑性 CFRP の赤
外線加熱には，近赤外線ヒータ（短波長ヒータ）が用いられることが多い [59, 
61]．近赤外線ヒータは中波長や遠赤外線ヒータ等と比較して昇温速度が極め
て高く，炭素繊維のような黒体への吸収率が高いため，熱可塑性 CFRP の加熱
に適している [63,64]．その他にも，炭素繊維の導電性を利用して，金型に設置
された誘導コイルにより，積層板内部の炭素繊維を直接的に予備加熱する手法
も考案されているが，近赤外線ヒータを比べて大電力が必要で，金型コストも
高い欠点がある．  
 
(a)  Input  of  pellets  
CFRTP pellets  
Injection molding machine  
Mold  
(b)  Kneading  
/  Melting 
(c)  Injection  (d)  Cooling 
/  Demoldng  
Injection molding part  
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Fig.1.11  An example of  CFRTP hot  press  molding method.  
 
熱可塑性 CFRP 用の加熱搬送装置を Fig.1.12 に示す．本装置は，東大阪市内
の金属プレス業やプラスチック成形業等の 5 社と大学で構成される「 e-コンポ
ジット研究会」が，平成 23～ 25 年度の戦略的基盤技術高度化支援事業 [63]で
開発した“汎用金属プレス機で使用可能な”熱可塑性 CFRP 用加熱搬送装置で
あり，本装置を用いた熱可塑性 CFRP の加熱プレス成形技術の研究開発に著者
も携わった．適切な温度レシピで熱可塑性 CFRP を加熱し，汎用金属プレス機
の金型に自動搬送できることを特長としている．本装置を用いて成形した熱可
塑性 CFRP の加熱プレス成形品例（ LED ランプシェード）を Fig.1.13 に示す．
多様な織物 CFRP のプレス成形品が高品質に製造可能であることを実証してい
る [63]．  
 
 
 
Fig .1 .12 Heating and  del ivery machine of  
CFRTP hot  press molding.  [63]  
Fig .1 .13 Example of  CFRTP hot  
press molding product  
(LED lamp shade) .  [63]  
 
CFRTP
Near IR heater
Control monitor
Metal pressing machineHeating and delivery machine of CFRTP
Pressing mold
(a)  Trimming (b)  Pre-heating  (c)  Pressing 
(d)  Cooling  
/Demolding  
CFRTP laminate  
Infrared heater  Pressing mold  
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1.5.3 引抜き成形  
 これまでに複数本のガラス繊維や炭素繊維の束を，熱硬化性樹脂で満たされ
た樹脂槽に通過させて連続的に熱硬化性樹脂を含浸しながら引抜き金型に引
き込み，金型内で加熱および樹脂硬化することで，熱硬化性 FRP 製の長尺物
が引抜き成形されてきた [65,66]．熱可塑性 CFRP の場合でも同様に，引抜き金
型内で加熱して樹脂溶融させる必要があるが，使用する材料の形態と樹脂含浸
工程が熱硬化性 CFRP の場合と比べて大きく異なる．例えば，炭素繊維束に熱
可塑性樹脂を含浸させるために，引抜き金型の通過前に炭素繊維束を空気圧で
開繊処理し，パウダー状の熱可塑性樹脂を付着させる手法が研究されている
[67]．また，樹脂含浸に必要な引抜き成形ラインの簡略化や含浸工程の短縮化
等を期待して，コミングルヤーンと呼ばれる強化繊維と樹脂繊維を予め混繊し
た中間材料を三次元組み機でブレーディングし，中空構造を連続的に引抜き成
形する手法 [68]も考案されているが，強度特性や含浸特性に課題がある．  
 
1.5.4 押出成形  
これまで汎用の押出し成形機を用いて金属ワイヤやシートなどの異材と熱
可塑性樹脂を同時に複合押出し成形する技術が確立されてきたが，熱可塑性
CFRP と熱可塑性樹脂の複合押出し成形を試みた例はあまり見られない．熱可
塑性 CFRP を複合押出成形する際，熱可塑性樹脂は溶融粘度が高いために繊維
束内に樹脂を含浸させることが困難である．また，高剛性で高い強度信頼性を
有する複合押出し成形品を熱可塑性 CFRP で得るには高い繊維体積割合で，高
い繊維／樹脂界面特性を確保する必要がある．  
熱可塑性 CFRP の押出し成形の一例として，炭素繊維束と PA66 樹脂の複合
押出し成形プロセスを Fig.1.14 に示す．本プロセスは著者が平成 23～ 25 年度
の戦略的基盤技術高度化支援事業の一環で研究開発した手法である [63]．押出
し材料である PA66 樹脂ペレットを押出成形機に投入し，押出スクリューを用
いて加熱溶融させ，押出金型から所望の形状で溶融材を吐出する．その際，押
出金型の背面から 2 本の炭素繊維束をインサートさせ，溶融材と共にサイジン
グ機に挿入し，冷却水槽内で固化冷却させて引取装置を用いて連続的に成形す
る．これにより得られた複合押出し成形品の外観像を Fig.1.15 に示す．炭素繊
維束の周りの PA66 樹脂を減らせる押出し金型技術が求められる．  
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Fig.1.14  An example of continuous extrusion molding method.  [63]  
 
 
Fig.1.15 An example of  CFRTP extrusion molding product .  [63]  
 
1.5.5 積層成形  
航空機の翼や水素タンクやパイプ等の大型構造物や長尺物は，射出成形や加
熱プレス成形などの閉じた金型を用いた成形方法では形状寸法の制約から製
造することは難しい．また，そのような大型構造物や長尺物を連続した熱可塑
性 CFRP で製造するためには極めて長いプリプレグ材が必要となる．また，プ
リプレグ中の繊維の体積含有率は V f=60%以上のものが用いられる傾向があり，
強度特性に優れている．  
 欧米諸国では Fig.1.16 に示すように，一方向の炭素繊維で強化された熱可塑
性 CFRP プリプレグテープを加熱しながら，オープンな金型に何層にも貼り付
けるように積層成形する自動テープ積層（Auto Tape Layup,  ATL）や自動繊維
積層（Auto Fiber  Placement ,  AFP）が考案されている [14]．このような ATL や
AFP の加熱源には半導体レーザー [69]~[71]，または高温に加熱した窒素などの
不活性ガス（ホットガス） [72,73]が用いられている．  
 
Sizing mold  Cooling bath  Take-up rol ler  
Extruder  
Extrusion mold  
・Carbon f iber  bundle  
・ Prepreg tape  
CFRTP  
Matrix polymer pellet  
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Fig.1.16 Appearance of automated tape or fiber placement.  
 
半導体レーザー [74]には波長が 940 nm～ 980 nm 程度のものが採用されてお
り，数 kW 級の大容量のものが用いられるため，プリプレグテープを瞬時に加
熱することが可能である．一方で，ホットガスによる加熱 [73]では，不活性雰
囲気で加熱することが可能であるため，母材の高温酸化などを防ぐことが可能
な利点があるが，これらの加熱源に共通する課題は，大容量の電源電力設備が
必要であり，局所的な加熱範囲に限られ，エネルギー効率が低く，導入コスト
が非常に高いということである．そのため，これらの加熱源を用いた ATL や
AFP は航空機製造業などでの使用に留まっており [14]，熱可塑性 CFRP の産業
界への更なる普及および製造コストの削減のためには，エネルギー効率に優れ
ており，導入コストも比較的安価な赤外線加熱などの加熱源を用いた連続積層
成形技術の確立が求められる．また，ATL や AFP に関する研究報告例は，加
熱源に半導体レーザーやホットガスを用いて，熱可塑性 CFRP を積層成形する
際の加熱源の照射シミュレーションや成形品の強度特性に着目した研究事例
[75]~[83]が多く，積層成形時の加熱挙動や成形条件を詳細に調査した事例は見
られない．また，現状の ATL や AFP では，一つの加熱源に頼っているため，
PA6 樹脂などの吸湿性の高い樹脂では，十分にテープ内部の水分を除去できな
い可能性がある．そのため，加熱工程を多段化し，プリプレグテープを予備加
熱可能な複数の加熱源を用いた積層成形手法の確立が求められる．  
 
1.5.6 成形方法の比較  
 熱可塑性 CFRP の各種成形方法を“生産性”と“製造サイズ”および“強化
繊維の連続性”で比較した図を Fig.1.17 に示す． 1.5.1 項で述べた射出成形は
流動成形であり，多数個取りなどの金型技術により，高サイクルで成形が可能
で生産性に優れているが，短繊維や長繊維等の不連続な繊維強化形態であるた
め，強度特性に限界がある．また，成形装置の射出能力や金型サイズに限界が
Semiconductor  laser  
or  
Hot gas  
Feed direct ion  
Pressure rol ler  
Mold  
Unidirect ional  CFRTP prepreg tape  
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あるため，比較的小型の成形品に限られる．  
加熱プレス成形は短繊維や長繊維に限らず，一方向や織物などの連続した炭
素繊維で強化された積層板の成形が可能で，射出成形と比較して大型形状にも
適用可能であるが，成形可能なサイズはプレス装置の負荷容量や金型サイズに
依存する．そのため，航空機の胴体や主翼などの大型構造物の製造は困難であ
る．特に，パイプや異形断面を有する中空構造の製造は特殊な金型技術が必要
でコスト高である．一方で，射出成形と加熱プレス成形の異なる成形プロセス
を組み合わせて，短繊維と連続繊維のハイブリッド成形品を得る等の高度な成
形技術も開発されつつある [83,84]．  
本研究で着目する積層成形は連続した一方向の炭素繊維に熱可塑性樹脂を
予め含浸させたプリプレグテープを，半導体レーザー加熱などの加熱源を用い
て加熱しながら，任意の繊維配向角に積層し，成形品を得る手法である．本手
法は，射出成形や加熱プレス成形と比較して，大型構造物の製造が可能であり，
パイプ形状や異形断面を有する中空構造にも適用可能であるが，生産性やコス
ト面で課題がある．そのため，連続的に積層成形可能で，安価な加熱源を用い
た成形プロセスの開発が求められる．  
 
 
Fig.1.17  Comparison of CFRTP production method s.  
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1.6 研究目的  
前述したように，CFRP の需要は様々な分野で拡大しつつあり，特に生産性
やリサイクル性に優れる熱可塑性 CFRP の産業分野への適用拡大が期待されて
いるが，各種加工パラメータの影響が融着接合や成形中の挙動に及ぼす影響な
どは明らかにされておらず，学術論文等の研究報告例も少ない．特に，欧米諸
国における熱可塑性 CFRP の成形・加工分野では，企業が先行して加工プロセ
スの提案および装置開発に取り組む傾向にあり，成形・加工中のパラメータの
影響やメカニズムについては明らかにされていない事項が数多くある．また，
熱可塑性 CFRP に限らず，熱硬化性 CFRP も含めた CFRP 全般の製造分野にお
いては，欧米諸国が先行して研究開発しており，先に述べた BMW 社の i3 な
どの電気自動車のようなコンシューマ向けの製品についても量産化が実現さ
れつつあるが，我が国ではそのような CFRP の成形加工に関する学術研究およ
び産業分野において，欧米諸国と比較すると大幅な遅れをとっている．  
 
そのため，本研究では熱可塑性 CFRP 部材を製造する上で不可欠な技術とな
る“融着接合”と“成形加工”の二つの観点から研究を実施した．  
融着接合では，他の融着接合手法と比較して利点が多い“電気式融着接合”
と“高周波誘導融着接合”に着目した．また，成形加工の観点からは，高い生
産性や応用展開が期待される“積層成形”に着目した．これらの先行研究から
見出される問題点を整理し，下記に挙げる．  
 
(a)  熱可塑性 CFRP の電気式融着接合の問題点  
  ガラス繊維で強化された熱可塑性 GFRP 積層板に適用した事例が多く，熱
可塑性 CFRP の電気式融着接合メカニズムが明らかにされていない．  
  織物の炭素繊維で強化された熱可塑性 CFRP 積層板にのみ適用されており，
一方向の炭素繊維で強化された熱可塑性 CFRP 積層板に適用した事例が皆
無で，積層板の炭素繊維の配向角が融着挙動に及ぼす影響について明らか
にされていない．  
  抵抗発熱体にはステンレスメッシュを用いているため，融着後も接合面に
残留し，応力集中などの強度低下が生じる．  
  PPS 樹脂などの硫化物を含む樹脂を母材とする熱可塑性 CFRP の融着接合
時には，溶融時に腐食性ガスを生じるため，金属製の抵抗発熱体では耐食
性に問題がある．  
  金属製の抵抗発熱体を用いることで，熱可塑性 CFRP のリサイクル性が大
幅に低下する．  
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(b)  熱可塑性 CFRP の高周波誘導融着接合の問題点  
  熱可塑性 CFRP 内部の炭素繊維を直接加熱せずに，融着面にサセプタと呼
ばれるステンレスメッシュを挿入し，そのステンレスメッシュを高周波誘
導加熱させて融着接合を行っている．  
  一方向や織物など炭素繊維の強化形態が高周波誘導加熱時の加熱挙動に与
える影響が明らかにされていない．  
  高周波誘導融着接合時の誘導コイル高さや通電時間などの加熱条件が，加
熱挙動に与える影響が詳細に評価されていない．  
  熱可塑性 CFRP を連続的に高周波誘導融着接合するための，送り速度や加
熱条件などの基礎的な情報が開示されていない．  
 
(c)  熱可塑性 CFRP の積層成形の問題点  
  現状の自動積層成形の加熱源に用いられる半導体レーザー加熱やホットガ
ス加熱は導入コストやエネルギーコストが高く，加熱範囲に制限がある．  
  既往の自動積層成形装置に用いられる加熱源は一つであり， PA6 樹脂など
の吸湿性の高い樹脂をマトリックスとしたプリプレグ材では十分に水分を
除去できない可能性がある．  
  AFP や ATL では単層ごとに積層成形され，さらに適用可能なプリプレグテ
ープ幅に制限があるため，生産性が低い．  
  熱可塑性 CFRP を連続的に積層成形した先行研究事例が極めて少なく，成
形時の加熱挙動や成形条件が諸特性に与える影響が明らかにされていない． 
 
上記の課題を解決するため，本研究では下記の 5 つの研究項目とすることで，
新規性の高い研究を実施する．  
(1)  単一または複数本の Ni-Cr 線を抵抗発熱体に用いた電気式融着接合手法を
提案し，織物材のみでなく，一方向の炭素繊維で強化された熱可塑性 CFRP
の融着挙動を明らかにする．  
(2)  金属製の抵抗発熱体を用いた際の，強度低下や耐食性およびリサイクル性
の課題を解決するため，炭素繊維束および開繊炭素繊維を抵抗発熱体に用
い，炭素繊維の直接加熱による熱可塑性 CFRP の電気式融着接合の提案． 
(3)  融着面にサセプタと呼ばれる発熱体を挿入せずに，一方向や織物の炭素繊
維で強化された熱可塑性 CFRP を高周波誘導加熱により直接加熱して連続
的な融着接合を行い，加熱条件を検討．  
(4)  近赤外線加熱および高周波誘導ロール加熱を用いた熱可塑性 CFRP の連続
積層成形手法の提案と成形条件の検討．  
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(5)  熱可塑性 CFRP の融着接合と連続積層成形を融合した新たな成形加工プロ
セスへの応用展開．  
 
前節までで述べたように，熱可塑性 CFRP は今後，航空宇宙分野のみならず
電気自動車分野や，産業機器など多岐にわたる分野での応用展開が期待されて
おり，その実現のためには本研究で着目する電気式融着接合や高周波誘導融着
および積層成形技術は不可欠である．上記の研究項目を達成することで，電気
式および高周波誘導融着接合挙動に与える影響因子を明らかにし，融着プロセ
スの適正化に寄与できると考える．また，電気式融着接合や高周波誘導融着接
合する際に用いられてきたステンレスメッシュの抵抗発熱体や金属製のサセ
プタでは，接合部の強度低下やリサイクル性の低下を招き，大きな障害となっ
ている．熱可塑性 CFRP の強化繊維である炭素繊維を抵抗発熱体として利用し
た電気式融着接合手法や，熱可塑性 CFRP 内部の炭素繊維の直接加熱による高
周波誘導融着接合手法を構築できれば，それらの課題を解決でき，接合強度の
向上のみならず，リサイクル性の向上も図ることができ，産業界への大きな貢
献ができると考える．  
一方で，積層成形の加熱源に用いられる半導体レーザーやホットガス加熱は
コスト高であり，航空宇宙分野での用途に限定されており，熱可塑性 CFRP の
産業界への更なる普及のためには，低コストな加熱源を用いて，生産性の高い
積層成形手法の確立が急がれる．また，電気式融着接合のように，融着面を直
接的に加熱可能な“内部加熱”では，積層成形のように連続的に材料を加熱す
ることは困難であるため，ヒータや熱源からの熱伝導による“外部加熱”を用
いて積層成形を行う必要がある．本研究で提案する近赤外線加熱のような低コ
ストで高効率な加熱源を用いて，連続的に積層成形可能な手法を構築すること
で，これまでの金属やプラスチック成形加工業などの中小企業などでも CFRP
分野に参入し易くなり，航空宇宙分野のみならず，産業機器や情報家電分野に
も熱可塑性 CFRP を波及することができると考える．  
 
 
1.7 本論文の構成  
本論文は，Fig.1.18 に示すように，全 7 章で構成されており，第 1 章では緒
論として，熱可塑性 CFRP の融着接合および成形手法について記述し，これま
で得られている知見と課題を述べ，本研究の必要性と本研究を行うに至った経
緯を述べた．  
第 2 章では，単一および複数本の Ni-Cr 線を抵抗発熱体として用いた熱可塑
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性 CFRP の電気式融着接合手法を提案し，一方向や織物の炭素繊維で強化され
た熱可塑性 CFRP の電気式融着接合を行い，繊維強化形態や融着条件が樹脂溶
融などの融着挙動に与える影響を評価する．  
第 3 章では，第 2 章で得られた知見を基にして，接合強度とリサイクル性の
向上を目的に，炭素繊維束と開繊炭素繊維を抵抗発熱体に用いた熱可塑性
CFRP の電気式融着手法を提案する．また，種々の融着条件が樹脂の溶融挙動
に与える影響を評価し，融着メカニズムを解明する．   
第 4 章では，一方向または織物の炭素繊維で強化された熱可塑性 CFRP の炭
素繊維を高周波誘導加熱により直接加熱し，繊維強化形態や加熱条件が，加熱
挙動に与える影響を実験的に評価する．  
第 5 章では，近赤外線加熱および高周波誘導ロール加熱の複数の加熱源を用
いた熱可塑性 CFRP の連続積層成形手法を提案する．プリプレグテープの送り
速度や，加熱出力などの種々の成形条件が加熱挙動や接合強度に与える影響を
評価して適正な成形条件を見出し，積層成形メカニズムを明らかにする．  
第 6 章では，第 2 章から第 5 章で提案した融着接合手法や積層成形手法を融
合し，多層の熱可塑性 CFRP を連続積層成形可能な成形装置と，熱可塑性 CFRP
のパイプ継手を成形し，融着接合するプロセスへの応用展開について述べる． 
第 7 章では，各章で得られた研究成果と，今後の展望をまとめる．  
 
 
Fig.1.18 Scope and the outl ine of  each chapter.  
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第 2 章 Ni-Cr 線を抵抗発熱体に用いた熱可塑性 CFRP 積層板
の電気式融着接合手法の提案と繊維強化形態の影響  
 
 
2.1 緒言  
電気式融着接合は，ガス管や水道管に用いられる架橋ポリエチレン管の継
手部の接合に用いられる接合手法 [86]であり，接合面に挿入された抵抗発熱体
に電圧を印加することにより生じるジュール発熱を利用して，接合面の樹脂を
加熱溶融させて融着を行う手法である．抵抗発熱体のサイズを変化させること
で，小型から大型の部材の融着が可能であるため，融着面積に制限がなく，簡
便な電源装置で融着可能なため，他の融着手法と比較して施工コスト面等でも
有利である．  
電気式融着接合を用いて熱可塑性 CFRP を融着接合する際，炭素繊維の繊維
強化形態に起因する熱的および電気的異方性により，融着挙動が異なることが
考えられるが，一方向材などの炭素繊維の繊維強化形態に着目した研究事例は
皆無である．また，熱可塑性 CFRP の融着に適する印加電圧や通電時間等の通
電条件が，融着挙動に与える影響は明らかにされておらず，融着メカニズムも
不明確である．一方で，本研究で着目する PPS 樹脂を母材とした熱可塑性 CFRP
は耐熱性が高く，優れた力学的特性を示すため，航空機や自動車等の輸送機器
分野での使用が期待されているが，融点が高く高温環境下で酸化しやすいため，
融着が困難な材料である．  
本章では，単一の Ni-Cr 線を抵抗発熱体として用いて，一方向または織物の
炭素繊維で強化された熱可塑性 CFRP 積層板の電気式融着接合手法を提案し，
熱可塑性 CFRP 積層板の炭素繊維の強化形態の違いが融着挙動に及ぼす影響を
明らかにした．また，融着面積の拡大を目的に複数の Ni-Cr 線を抵抗発熱体と
して用いた熱可塑性 CFRP 積層板の電気式融着接合手法を新たに提案し，印加
電圧や通電時間などの種々の通電条件が融着挙動に及ぼす影響を実験的に解
明した結果について述べる．  
 
2.2 試験片  
2.2.1 融着対象  
融着対象とした材料は，Table 2.1 に示す一方向炭素繊維強化 PPS 樹脂積層
板（ TenCate 社製， CETEX ®，繊維体積割合 V f=60 vol%，厚さ 1 mm，以下  
UD-CF/PPS）および織物炭素繊維強化 PPS 樹脂積層板（ TenCate 社製，CETEX ®，
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5H 朱子織，繊維体積割合  V f=45 vol%，厚さ 1.2 mm，以下  Woven-CF/PPS）で
ある．  
母材の PPS 樹脂はスーパーエンプラの一種で結晶性の熱可塑性樹脂であり，
高い熱的特性を有するが，溶融粘度が高く，高温下の大気中では酸素と反応し
て変色などが生じやすいため，融着時の取り扱いが汎用樹脂と比較して難しい
樹脂である． PPS 樹脂の熱的特性および酸化特性については 2.4.1 項で熱分析
測定結果とともに詳細に記述する．  
 
Table  2.1 Material  used for  test  specimen  
ID UD-CF/PPS Woven-CF/PPS 
Fiber  content ,  V f  [vol%] 60 45 
Reinforcing configuration  Unidirectional  5H-sateen weave  
Stacking sequence  [0] 8  [0/90] 4  
Surface image  
  
 
 
2.2.2 UD-CF/PPS 積層板の成形方法  
 本研究で用いた UD-CF/PPS は，炭素繊維に PPS 樹脂を予め含浸させたプリ
プレグシート（厚さ 0.12 mm）と呼ばれる中間基材であるため，任意の積層構
成 で 加 熱 プ レ ス 成 形 し ， 所 定 の 厚 さ の 積 層 板 に 成 形 す る 必 要 が あ る ．
UD-CF/PPS プリプレグシートを裁断機（サンワサプライ㈱製，DCC-2）で Fig.2.1
に示すように□ 250 mm×250 mm に切断し，Fig.2.2 に示すように炭素繊維の繊
維配向を同一方向に揃えて合計 8 枚積層した．  
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Fig.2.1 Cutting of  UD-CF/PPS 
prepreg sheet .  
Fig.2.2 Stacking sequence  of  
UD-CF/PPS prepreg sheet .  
 
UD-CF/PPS 積層板の成形に使用した加熱プレス装置を Fig.2.3 に示す．最高
設定温度は 600ºC まで可能で，PPS 樹脂や PEEK 樹脂等の高融点を有するスー
パーエンプラの加熱プレス成形が可能である．成形金型の外観を Fig.2.4 に示
し，その模式図を Fig.2.5 に示す．成形金型は A3004P のアルミニウム合金製
で，上型は下型と合わさると四辺に空気層ができるように設計されている．こ
れにより成形品の端部が冷却され，積層板を成形する際に，樹脂の流出を冷却
効果により防ぐ仕様となっている．成形金型の表面に耐熱性および潤滑性に優
れる窒化ホウ素離型剤（ファインケミカルジャパン㈱製， FC-161，耐熱温度
800ºC）を均一にスプレー塗布し， 1.8 ks 間乾燥させた後，積層したプリプレ
グシートを金型に配置し，加熱プレス機に設置した．  
 
 
 
(a)  Appearance  (b)  Pattern diagram 
Fig.2.3 Hot press machine.  
250mm
Cutting line
UD-CF/PPS prepreg sheet
Cartridge heater
Hydraulic jack
Thermocouple
Temperature controller
250 mm  
n=8  
UD-CF/PPS prepreg sheet  
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Fig.2.4 Appearance of  mold.  
 
Fig.2.5 Pattern diagram of  upper  and lower  mold.  
 
加熱プレス条件を Fig.2.6 に示す．成形温度は T=300ºC に設定し， P=6 MPa
の圧力を加え，設定温度に到達後， t=600 s 間加熱保持し，その後室温で空冷
Upper 
mold  
Lo wer  
mo ld  
2 9 0  
3 4 0  
2 7 0  
5  
5  
2 7 0  2 9 0  
(a)  Upper  mold  
2 0  
1 5  
5  
1 0  
(b)  Lower mold 
1 0  
3 0  
1 0  
3 4 0  
2 9 0  
3 2 0  
2 9 0  3 2 0  
1 0  
1 0  
[mm]  
[mm]  
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し，金型温度が PPS 樹脂のガラス転移温度（ T g=90ºC）以下になるまで冷却し
た．  
成形した UD-CF/PPS 積層板を Fig.2.7 に示す．積層板の端部は成形時に生じ
た樹脂流動による繊維の乱れが生じるため，ダイヤモンドソーを用いて積層板
端部を切断した後，試験片の切出しを行った．  
 
Fig.2.6 Molding condition of  UD -CF/PPS laminates.  
 
  
Fig.2.7 Surface image of  UD-CF/PPS laminate.  
 
2.3 実験装置および条件  
2.3.1 融着装置  
 電気式融着装置の外観図を Fig.2.8 に示す．本装置はハンドプレス装置（三
庄インダストリー㈱製，マイティプレス，最大 100 kN），直流安定化電源（菊
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水電子工業㈱製， PWR800L，最大出力電圧 80 V，最大出力電流 50 A）で構成
されており，直流安定化電源により任意の電圧値または電流値を出力可能であ
り，通電時の電圧値，電流値および電力値のモニタリングが可能である．また，
融着部の温度分布を随時測定するために赤外線放射温度計（㈱ Apiste 製，
FSV-1200，レンズ 8 mm，測定温度範囲 -40~500ºC）を用いた．各装置の詳細を
以下に記す．  
 
Fig.2.8 Appearance of  electro-fusion welding device .  
 
(a) ハンドプレス装置  
 融着部の加圧には Fig.2.9 に示す卓上ハンドプレス装置を用いた．本装置は
最大で 100 kN の加圧が可能で，装置に取り付けられた圧力計を読み取ること
により，任意の加圧力を負荷することができる．加圧面として直径 40 mm の
台座を有しており，本研究で用いたような小型の試験片の加圧に適している． 
 
Fig.2.9 Press  machine.  
Press machine
Stabilized DC power supplyInfrared thermometer
PC
Monitoring
(voltage, current, electricity)
Input condition
Temperature monitoring
I
Joining parts
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(b) 直流安定化電源  
本実験では Fig.2.10 に示す直流安定化電源（菊水電子工業㈱製， PWR800L，
最大出力電圧 80 V，最大出力電流 50 A）を用いて抵抗発熱体に印加する電圧
値および電流値の制御を行った．本装置は，任意の電圧または電流値をランプ
やステップ波形で出力することが可能である．本研究では全ての融着条件にお
いてランプ波形で出力した．  
 
Fig.2.10 Stabil ized DC power supply.  
 
(c) 赤外線放射温度計  
 融着部の温度測定には Fig.2.11 に示す赤外線放射温度計（㈱ Apiste 製，
FSV-1200，レンズ 8 mm，測定温度範囲 -40~500ºC）を使用した．赤外線放射温
度計は赤外線カメラから測定物に赤外線を放射させ，測定物から反射される赤
外線を計測し，温度分布や温度域をコンター図や数値として出力可能な装置で
ある．その際，赤外線カメラを用いて熱画像を撮影し， PC に接続されたコン
トローラーを用いて温度計の制御を行う．赤外線放射温度計で温度計測を行う
場合，被計測物の放射率 ε の設定が必要であるが，CFRP の温度計測に関する
先行研究や文献値から得られている知見から，本研究では ε=0.85 と設定した．  
 
 
 
(a)  Infrared camera  (b)  Controller  
Fig.2.11 Infrared thermometer  device.  
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2.3.2 融着方法  
 融着試験片は Fig.2.12 に示すような幅 W=20 mm，長さ L=70 mm の平板形
状とし，融着部は平板端部から L f=20 mm で，継手面積を Aw=400 mm2 とした．
本研究で用いた抵抗発熱体を Table 2.2 に示す．本研究では，Ni-Cr 線（直径 φ=0.2 
mm）を抵抗発熱体として用いた．  
 
  
(a)  Single Ni -Cr wire  (b)  3 Ni -Cr wires  
Fig.2.12  Appearance of two  types of  electro-fusion joining device.  
 
Table  2.2  Heating element  used for  electro-fusion joining  
Heating element  Ni-Cr wire  
Number  of  heating element ,  n  1 or  3 wires  
Length of heating element ,  L L  [mm]  30 
Distance of between heating element s,  LH  [mm] 1,  2,  4 ,  6  
Surface image  (3 Ni-Cr wires)  
 
 
複数本の Ni-Cr 線を用いた場合には，Fig.2.13 に示すように，任意の間隔 L H
で配置した．各抵抗発熱体は，任意枚数の PPS 樹脂フィルム（東レ㈱製，ト
レリナ ®，厚さ 0.1 mm）で挟み込み，真空加熱プレス（井元製作所㈱製，IMC-19E8）
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を用いて，成形温度 T=284°C および加圧力 P=6 MPa の成形条件で予めプレス
成形して用いた．その際，積層した PPS 樹脂フィルムの合計の厚さを t P P S と定
義した．試験片の両側に断熱・絶縁板（ニチアス㈱製，ヘミサル 15，厚さ 10 mm）
を設け，直流安定化電源により，銅製電極（厚さ 0.5 mm）を介して所定の直
流電圧および電流を Ni-Cr 線に印加し，その際に生じるジュール熱により融着
面の PPS 樹脂を加熱溶融させながら加圧し，通電を止めて空冷で固化するこ
とで融着接合を行った．銅電極から試験片への漏電を防止するために試験片と
電極部間に耐熱性および絶縁性に優れるポリイミドフィルム（東レ・デュポン
㈱製，H タイプ  カプトン ®，厚さ 0.05 mm）を挿入した．  
 
Fig.2.13  Insert  method of PPS f i lm and Ni -Cr wire.  
 
2.3.3 実験条件  
本研究では種々の融着パラメータが熱可塑性 CFRP 積層板の融着挙動に及ぼ
す影響を調査するため，Table  2.3 に示すように，印加電圧 E，印加電流 I，通
電時間 t，接合面の PPS 樹脂層厚さ t P P S および Ni-Cr 線間の距離 LN i - C r を変化さ
せて融着実験を行った．   
 
Table 2.3 Electro-fusion joining condi tions 
Test  specimen  
UD-CF/PPS θ=0° 
UD-CF/PPS θ=90° 
Woven-CF/PPS 
Heating element  
Single Ni -Cr wire  
3 Ni -Cr wires  
Pressure,  P  [MPa]  6 
Appl ied voltage,  E  [V] 3.0～ 8.0 
Conducting t ime,  t  [s]  0～ 180 
Thickness  of  PPS fi lm, t P P S  [mm] 0,  0.2,  0.4, 0.6  
Distance between Ni -Cr wires ,  LN i - C r  [mm] 1,  2,  4 ,  6  
 
tPPS
LNi-Cr
CF/PPS laminates z
y
Ni-Cr wires
PPS films
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2.3.4 評価方法  
PPS 樹脂の熱的特性を評価するため，示差走査熱量測定装置（セイコーイン
スツル㈱製，DSC6220）および熱重量測定装置（㈱リガク製， TG8120）を用
いて熱分析測定を行った．その際の昇温速度はいずれも 5 ºC/min.とした．ま
た，PPS 樹脂の酸化に伴う変色挙動を調査するため，卓上マッフル炉（山田電
機㈱製，YF-120）を用いて PPS 樹脂ペレット（東レ㈱製，トレリナ ®）を昇温
速度 5 ºC/min.で加熱し，変色挙動を調査した．融着接合完了後，試験片を融
着冶具から取り外し，融着面を強制的にモード I で引き剥がした後，デジタル
スキャナ（エプソン㈱製， ES-7000H）を用いて融着面を撮像し，画像解析ソ
フト（ Image J）を用いて Fig.2.14 に示すように樹脂溶融面積 Aw を算出した．
また，融着接合部の加熱温度分布を測定するために，赤外線放射温度計（アピ
ステ㈱製， FSV-1200）を用いて融着時の温度分布を撮像した．  
融着後の接合強度を評価するため，Fig.2.15 に示すように小型のシングルラ
ップ接合試験片（長さ 60 mm，幅 20 mm，継手面積 Aw=400 mm2）を種々の条
件で 5 本作製した．アルミニウム製掴み部（厚さ 1 mm）を試験片端部にエポ
キシ樹脂で接着し，卓上万能試験機（島津製作所㈱製，AG-50kN XDplus）を
用いて，クロスヘッド速度 v=0.5 mm/min で引張せん断試験を行った．引張せ
ん断強度は，式 (2.1)および式 (2.2)を用いて算出した．  
 
w
max
ac
A
P
                                                       (2.1)  
L
max
ap
A
P
                                                       (2.2)  
 
ここで， τ a c  [MPa]は引張せん断試験時に得られた最大荷重 P m a x  [N]を接合面
の樹脂溶融面積 Aw  [mm2]で除した実引張せん断強度とした．また， τ a p  [MPa]
は最大荷重 P [N]を継手面積 A L（ A L=400 mm2）で除した見掛けの引張せん断強
度とした．  
 
Fig.2.14 Measuring area for  evaluation of welding area .  
Centerline of heating element CF/PPS laminates
x
y
Welding area, Aw
Warp direction
Fiber orientation angle, θ
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Fig.2.15  Geometry of lap shear  st rength test  specimen.  
 
2.4 実験結果および考察  
2.4.1 PPS 樹脂の熱分析結果  
母材の PPS 樹脂はスーパーエンプラに分類され，汎用プラスチックと比較
して融点が高く，高い熱的特性を有しているが，高温酸化に伴う変色を生じや
すく，熱加工に適する温度域が非常に狭く，融着が困難な樹脂である．そのた
め，本研究では PPS 樹脂の熱分析測定を行い，熱的特性を評価した．  
PPS 樹脂の窒素雰囲気での DSC 測定結果を Fig.2 .16(a)に示し，大気中での
TG 測定結果を Fig.2.16(b)にそれぞれ示す． Fig.2 .16(a)の DSC 測定結果より，
T g=90ºC 付近でガラス転移点を示すベースラインのわずかな変曲が見られ，
T m=284ºC で融点を示す吸熱ピークが生じることが分かった．  
  
(a)  Differential  scanning calorimetry 
curve in the N 2  atmosphere.  
(b)  Thermogravimetric analys is  curve in 
the atmosphere.  
Fig.2.16  Resul t  of  differential  scanning calorimeter  and thermogravimetric  
analysis  of PPS polymer.  
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Fig.2.16(b)の TG 測定結果より，T=400ºC 付近までは 2%程度のわずかな重量
増加が見られ，大気中の酸素との酸化反応が生じていると推察される．また，
T d=410ºC 以上では熱分解に伴う急激な重量減少が生じており，T=600ºC では熱
分解によって生じた残炭が 5%程度残留した．  
 
電気炉を用いて大気中で種々の温度に加熱させた際の PPS 樹脂ペレット（東
レ㈱製，トレリナ ®）の変色挙動を Fig.2 .17 に示す．T=50ºC ではペレット本来
の原色を保っているが，融点付近の T=280ºC では変色が生じた．また，熱分解
温度付近の T=400ºC ではペレット形状が丸みを帯びており，著しい変色が確認
された． Fig.2 .17(b)に示した TG 測定結果からも， T=400ºC まででわずかな重
量増加が確認されたため，大気中の酸素と酸化反応が行われ，変色が生じたと
推察される．これらの実験結果より， Fig.2 .17(c)の樹脂ペレットの表面色より
も輝度の低いものを酸化と定義した．  
 
   
(a)  T=50ºC (b)  T=280ºC (c)  T=400ºC 
Fig.2.17 Change of color  of PPS polymer pellet .  
 
 
2.4.2 単一の Ni-Cr 線を用いた電気式融着  
(a) 印加電圧の影響  
印加電圧を種々変化させた際の UD-CF/PPS 材および Woven-CF/PPS 材の接
合面および積層板表面のスキャン像を Fig.2.18 に示す．UD-CF/PPS θ=90°材は
印加電圧が高くなるほど，Ni-Cr 線周囲で樹脂が溶融またはガス化し，炭素繊
維が露出して変色が生じた．特に E=4.5 V 以上では融着時に急激に樹脂のガス
化が生じ，Ni-Cr 線近傍では樹脂が存在せず，積層板表面の炭素繊維が著しく
露出していることが分かった．  
一方，UD-CF/PPS θ=0°材は印加電圧が増加するほど，炭素繊維方向に樹脂
溶融に伴う変色が生じた．また， E=8.0 V では積層板の幅方向に熱変形が生じ
ていることが分かった．Woven-CF/PPS 材では， E=3.0 V 以下では目立った変
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化は見られないが， E=3.5 V 以上では Ni-Cr 線端部から樹脂の溶融が生じた．
特に， E=4.5 V 以上では積層板表面の樹脂がガス化し，樹脂の変色および積層
板内部の炭素繊維束の露出が確認された．  
 
E ,  [V]  3.0 3.5 4.0 4.5 5.0  
Peeled 
surface  
     
External  
face  
     
(a)  UD-CF/PPS θ=90° 
 
E ,  [V]  4.0 5.0 6.0 7.0 8.0  
Peeled 
surface  
     
External  
face  
     
(b)  UD-CF/PPS θ=0° 
 
E ,  [V]  3.0  3.5 4.0 4.5 5.0  
Peeled 
surface  
     
External  
face  
     
(c)  Woven-CF/PPS 
Fig.2.18 Scan images of  peeled surface  and external  face  ( t=60 s).  
 
印加電圧を変化させた際の融着面の溶融領域のプロファイルを Fig.2.19 に
示す．UD-CF/PPS θ=90°材では印加電圧を高くすることにより，繊維方向にほ
ぼ均一に溶融面積が増加した．UD-CF/PPS θ=0°材では E=7.0 V で Ni-Cr 線端部
で溶融幅の減少が見られた．これは電極部への放熱が生じたためと推察される．
5mm
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Woven-CF/PPS 材も印加電圧を高くするほど溶融領域は増大するが， E=4.0 V
以下では電極に近い Ni-Cr 線端部で樹脂の溶融が顕著に生じるエッジ効果が観
察された．電極に近いほど電流が流れやすく，積層板の炭素繊維束に Ni-Cr 線
からの漏れ電流が局所的に流れたためと考えられる．また， E=5.0 V では急激
に溶融面積が増加し，Ni-Cr 線中央部でも樹脂の溶融幅が増大していることか
ら，樹脂の流出による繊維束の露出域が大きくなり，炭素繊維自体のジュール
発熱による効果が顕著に表れたと推察される．  
 
   
(a)  UD-CF/PPS θ=90° (b)  UD-CF/PPS θ=0° (c)  Woven-CF/PPS 
Fig.2.19 Profiles  of  a welding area at  various applied vol tage ( t=60 s) .  
 
印加電圧と溶融面積の関係を Fig.2.20 に示す．UD-CF/PPS θ=90°材は印加電
圧が高いほど，溶融面積が線形的に増加する．Ni-Cr 線が積層板の炭素繊維と
同一方向に配置されており，炭素繊維に電流が流れやすいため，Ni-Cr 線周囲
で急激にジュール発熱しやすく， E=4.0 V 以上では融着面近傍の樹脂がガス化
して炭素繊維が露出した．UD-CF/PPS θ=0°材では印加電圧 E=3.5～ 5.0 V で溶
融面積の変化は小さいが， E=5.0 V 以上では急激に増加した．また， E=8.0 V
では溶融面積は約 280 mm2 に達するが，Ni-Cr 線が融着面で赤熱し，断線した．
一方，Woven-CF/PPS 材は UD-CF/PPS 材と比較して低電圧で溶融面積が急激に
増加し， E=5.0 V で溶融面積は約 350 mm2 に達した．この理由として，融着面
の樹脂の溶融により炭素繊維束が露出したために Ni-Cr 線から炭素繊維束への
漏 れ 電 流 が 生 じ ， 炭 素 繊 維 束 自 身 が ジ ュ ー ル 発 熱 し た と 推 察 さ れ る ．
UD-CF/PPS 材および Woven-CF/PPS 材どちらも印加電圧を高くするほど溶融面
積が増加するが，Fig.2.21 に示すように融着面外への樹脂の流出や熱による積
層板の変形が大きくなり，さらに Ni-Cr 線の断線が生じるため，適切な印加電
圧が存在することを確かめた．  
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Fig.2.20 Effects  of  appl ied voltage on welding area ( t=60s).  
 
   
(a)  UD-CF/PPS θ=90°  
(E=5.0 V) 
(b)  UD-CF/PPS θ=0° 
(E=8.0 V) 
(c)  Woven-CF/PPS 
(E=5.0 V) 
Fig.2.21 Case of  defect  on  the peeled surfaces .  
 
印加電圧 E=4.5 V および通電時間  t=60 s として融着接合を行った際の各種
積層板表面の温度分布像を Fig.2.22 に示す．その際，積層板表面の温度分布を
観察するために，プレス機による加圧は行っていない．UD-CF/PPS θ=90°材で
は Ni-Cr 線と炭素繊維が同一方向に配置されているため，電流が流れやすく，
Ni-Cr 線近傍で T=300ºC 以上の高温に達しており，PPS 樹脂の融点（ T m=284ºC）
以上に達している．また，積層板中央では断熱効果が高く，Ni-Cr 線中央部で
T=300ºC 以上の高温域が見られた．一方，UD-CF/PPS θ=0°材では繊維方向に熱
伝導が生じており，UD-CF/PPS θ=90°材と比較して Ni-Cr 線の周囲で均一な温
度分布が見られた．また，炭素繊維自身のジュール発熱が生じにくいため，積
層板表面の温度は T=230ºC 程度に留まっていることが分かる．Woven-CF/PPS
材では Ni-Cr 線端部で T=230ºC 程度の温度域が集中しており，積層板中央部と
比較して 50ºC 程度高い温度域が見られた．  
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(a)  UD-CF/PPS θ=90° (b)  UD-CF/PPS θ=0° (c)  Woven-CF/PPS 
Fig.2.22 Temperature dis tribut ion  of  external  faces  (E=4.5 V, t=60 s).  
 
印加電圧 E=4.5 V で通電時間 t=60 s として融着接合を行った場合の
UD-CF/PPS θ=90°材および Woven-CF/PPS 材の断面 SEM 像を Fig.2.23 に示す．
Fig.2.23(a)より，UD-CF/PPS θ=90°材では Ni-Cr 線周囲で多数の気孔や繊維の乱
れが生じている．また，樹脂のガス化により，空隙が生じ，接合性に劣ること
が分かった．一方，Fig.2.23(b)より，Woven-CF/PPS 材では Ni-Cr 線と積層板の
界面には気孔や欠陥は見られない．また，積層板同士の融着面も樹脂の偏在や
空隙などの欠陥はなく，融着面では良好な接合性を保っている．  
 
 
(a)  UD-CF/PPS θ=90° 
 
(b)  Woven-CF/PPS 
Fig.2.23 Cross-section SEM images of  UD-CF/PPS θ=90° and Woven-CF/PPS 
laminates  (E=4.0 V, t=60 s).  
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(b) 通電時間の影響  
 印加電圧 E=4.5 V で通電時間を変化させた際の各試験片の接合面および積
層板表面のスキャン像を Fig.2.24 に示す．UD-CF/PPS θ=90°材は UD-CF/PPS 
θ=0°材と比べて急激に発熱し，Ni-Cr 線の周囲で樹脂のガス化による繊維の露
出が著しく生じていることが分かる．一方，UD-CF/PPS θ=0°材は通電時間の
増加に伴い，繊維方向に溶融領域が拡大した．Woven-CF/PPS 材では Ni-Cr 線
端部から樹脂溶融が開始され， t=180 s では Ni-Cr 線の中央部でも樹脂溶融が
生じているが，積層板表面の樹脂も溶融し，繊維束の露出や熱変形が見られた． 
 
t  [s]  5 10 15 30 60 
Peeled 
surface  
     
External  
face  
     
(a)  UD-CF/PPS θ=90° 
 
t  [s]  10 30 60 120 180 
Peeled 
surface  
     
External  
face  
     
(b)  UD-CF/PPS θ=0° 
 
t  [s]  10 30 60 120 180 
Peeled 
surface  
     
External  
face  
     
(c)  Woven-CF/PPS 
Fig.2.24 Scan images of  peeled surface  and external  face  (E=4.5 V).  
5mm
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印加電圧 E=4.5 V で通電時間を変化させた場合の溶融領域のプロファイル
を Fig.2.25 に示す．UD-CF/PPS 材では Ni-Cr 線周囲で溶融が確認されたが，
Woven-CF/PPS 材では Ni-Cr 線の端部のみ溶融が生じるエッジ効果が顕著に生
じていることが分かった．  
 
   
(a)  UD-CF/PPS θ=90° (b)  UD-CF/PPS θ=0° (c)  Woven-CF/PPS 
Fig.2.25 Profiles  of  a welding area at  various  conducting t imes (E=4.5 V) .  
 
印加電圧 E=4.5 V 一定とした際の通電時間と溶融面積の関係を Fig.2.26 に示
す．全体的な傾向として，通電時間の増加に伴い，溶融面積は対数関数的に増
加する傾向が見られた．UD-CF/PPS θ=90°材では Ni-Cr 線と積層板の炭素繊維
方向が同一で導電性が高いため， t=5～ 15 s の間で急激に溶融面積が増加する
が，t=15 s 以上では融着面が融点以上に上昇し，樹脂の熱劣化や炭化が生じた．
UD-CF/PPS θ=0°材では θ=90°材と比較して溶融面積は緩慢に増加する傾向が
見られた．Woven-CF/PPS 材は UD-CF/PPS 材と比較して通電時間を長くするほ
ど溶融面積の増加が顕著に見られた．   
 
Fig.2.26 Effects  of  conducting t ime on welding area (E=4.5 V).  
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(c) 単一の Ni-Cr 線を用いた場合の融着メカニズム  
 単一の Ni-Cr 線を用いた場合の UD-CF/PPS 材および Woven-CF/PPS 材の融着
メカニズム図を Fig.2.27 に示す．UD-CF/PPS θ=90°材では Ni-Cr 線に対して繊
維方向が同方向であるため，Ni-Cr 線周囲の炭素繊維に電流が漏電し，ジュー
ル熱が著しく生じると考えられ，Ni-Cr 線周りで高温になり，樹脂のガス化・
劣化が顕著に生じるため，電気式融着接合には不適である．一方，UD-CF/PPS 
θ=0°材では繊維方向に熱伝導が生じ，積層板の炭素繊維への漏電は UD-CF/PPS 
θ=90°材よりも少ない．また，通電時間を長くすることにより，積層板の繊維
方向への熱伝導が生じ，溶融面積は増加する．Woven-CF/PPS 材では炭素繊維
に漏電が最も生じやすい Ni-Cr 線端部から樹脂溶融が開始するエッジ効果が生
じ，熱伝導により溶融領域が増加する．その後，樹脂溶融に伴い積層板の炭素
繊維束が露出することにより，Ni-Cr 線からの漏電が著しく生じ，高いジュー
ル熱が発生するため，融着面の中央部でも溶融すると推察される．  
 
 (i)  Pressing  (i i)  Conduct ing  (i i i)  Welding (iv)  Cooling 
U
D
-C
F
/P
P
S
 
θ
=
9
0
°
 
    
U
D
-C
F
/P
P
S
 
θ
=
0
°
 
   
 
W
o
v
e
n
-C
F
/P
P
S
 
   
 
Fig.2.27 Mechanism diagram of  electro -fusion joining process using s ingle Ni -Cr 
wire .  
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(d) 融着部の樹脂層厚さの影響  
炭素繊維への漏電による過剰なジュール発熱やエッジ効果を抑制するため
に，接合面に PPS 樹脂フィルムを挿入した際の接合面および積層板表面のス
キャン像を Fig.2.28 に示す． Fig.2.28(a)より，UD-CF/PPS θ=90°材は PPS 樹脂
厚さを増加させるほど，積層板の変形や樹脂の熱劣化は抑えられるが，Ni-Cr
線の周囲で著しくジュール発熱が生じ， t P P S=0.6 mm でも樹脂のガス化が確認
されたため，UD-CF/PPS θ=90°材の電気式融着接合は困難であると考えられる． 
 
tP P S  [mm]  0 0.2  0.4 0.6 
Peeled 
surface  
    
External  
face  
    
(a)  UD-CF/PPS  θ=90° 
 
tP P S  [mm]  0 0.2  0.4 0.6 
Peeled 
surface  
    
External  
face  
    
(b)  UD-CF/PPS θ=0° 
 
tP P S  [mm]  0 0.2  0.4 0.6 
Peeled 
surface  
    
External  
face  
    
(c)  Woven-CF/PPS 
Fig.2.28 Scan images of  CF/PPS laminates  using PPS fi lms  (E=4.5 V,  t=60 s) .  
5mm
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Fig.2.28(b)より，UD-CF/PPS θ=0°材は樹脂層厚さを増加させても樹脂の溶融
形状に大きな変化は見られず，積層板表面も大きな変化は見られなかった．一
方， Fig.2.28(c)より，Woven-CF/PPS 材では， t P P S=0.2 mm でエッジ効果がわず
かに抑制されていることが分かった． t P P S=0.4 mm 以上ではエッジ効果は生じ
ず，Ni-Cr 線周囲で均一に樹脂が溶融していることが確認された．  
 
接合面に PPS 樹脂フィルムを挿入した際の PPS 樹脂層厚さと溶融面積の関
係を Fig.2.29 に示す． Fig.2.29(a)より，UD-CF/PPS θ=90°材は樹脂層厚さを増
加させると，樹脂層の溶融に時間を要するため，溶融面積は緩やかに減少し，
溶融面積は Aw=65 mm2 程度でほぼ一定値を示した．一方，UD-CF/PPS θ=0°材
では，樹脂層が存在しない場合は炭素繊維方向への熱伝導により，溶融面積は
Aw=約 68 mm2 を示すが，樹脂層厚さを増加させると，緩やかに増加した．こ
れは樹脂層厚さを増加させると，PPS 樹脂フィルムの積層面での空気層が僅か
ながら増加し，Ni-Cr 線のジュール発熱が生じやすいためであると考えられる．
Fig.2.29(b)より，Woven-CF/PPS 材は t P P S =0.2 mm 以下では Ni-Cr 線端部にエッ
ジ効果が生じるが， t P P S=0.4 mm 以上では Ni-Cr 線から炭素繊維束への漏電が
抑制されるためにエッジ効果は見られず， t P P S=0.4 mm では溶融面積は Aw=約
70 mm2 を達成した．樹脂層の厚さを増加させるほどエッジ効果は抑制される
が，t P P S=0.6 mm 以上では炭素繊維束に電流が流れにくく，Ni-Cr 線のジュール
熱のみで樹脂層が溶融し，溶融面積は減少した．  
 
  
(a)  UD-CF/PPS (b)  Woven-CF/PPS 
Fig.2.29 Effects  of  thickness of  PPS fi lm on welding area  (E=4.5 V,  t=60 s) .  
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以上の実験的事実より，UD-CF/PPS θ=90°材では，積層板の炭素繊維方向と
通電方向が同一であるため，過剰なジュール発熱が生じ，電気式融着接合に適
していないことが分かった．次項では，UD-CF/PPS θ=0°材および Woven-CF/PPS
材について，複数本の Ni-Cr 線を用いて電気式融着接合を行った．  
 
2.4.3 複数の Ni-Cr 線を用いた電気式融着  
(a) 印加電圧の影響  
複数の Ni-Cr 線を抵抗発熱体として用いて， UD-CF/PPS θ=0º 材および
Woven-CF/PPS 材について印加電圧を種々変化させた際の融着面および積層板
表面のスキャン像を Fig.2.30 に示す．UD-CF/PPS θ=0º 材の場合， E=4.0 V で
Ni-Cr 線上で樹脂溶融が生じ，E=4.5 V では Ni-Cr 線間でも樹脂溶融が見られた．
また， E=5.0 V 以上では著しくジュール発熱し，積層板の繊維方向に熱伝導し
た た め 溶 融 形 状 が 不 均 一 に な り ， 融 着 面 外 へ の 樹 脂 流 出 も 生 じ た ．
Woven-CF/PPS でも同様に， E=4.0 V で Ni-Cr 線上で樹脂溶融が生じ， E=4.5 V
以上では Ni-Cr 線間で顕著な樹脂溶融が見られたが， E=5.0 V では積層板表面
においても樹脂の変色が著しく，熱変形も生じることが分かった．  
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Fig.2.30  Scan images of  peeled surface and external  face  
( t=60 s ,  t P P S=0.4 mm, LN i - C r=4 mm).  
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UD-CF/PPS θ=0º 材および Woven-CF/PPS 材の印加電圧と溶融面積の関係を
Fig.2.31 に示す．どちらの試験片でも，印加電圧が増加するにつれて溶融面積
は指数関数的に増大する傾向を示した． E=4.0 V 以下では Ni-Cr 線間に未溶融
領域が生じるために溶融面積は小さく， E=4.0 V 以上で溶融面積は急激に増大
するが， E=5.0 V 以上では積層板に熱劣化や熱変形による不良が著しく生じる
ため，印加電圧は高すぎることが明らかである．そのため，UD-CF/PPS θ=0º
および Woven-CF/PPS のどちらの積層板に対しても，印加電圧は E=4.5 V 程度
が適切な条件であると考えられる．  
 
  
(a)  UD-CF/PPSθ=0º  (b)  Woven-CF/PPS 
Fig.2.31  Effects  of  appl ied voltage on welding area  
 ( t=60s, t P P S=0.4mm, LN i - C r=4mm).  
 
(b) Ni-Cr 線間隔の影響  
前項の結果より適正な印加電圧と判断された E=4.5 V の条件で，Ni-Cr 線間
隔を種々変化させて融着を行った際の融着面および積層板表面の観察像を
Fig.2.32 に示す．(a) UD-CF/PPS θ=0º の場合，LN i - C r=1 mm および 2 mm では Ni-Cr
線間隔が小さいため，Ni-Cr 線のジュール熱が局所化して樹脂が熱分解し，積
層板の炭素繊維が露出していることが分かる．また，溶融形状は端部で溶融幅
が狭く，楕円形状を有していることが分かった．これは，積層板中央部では断
熱効果で熱が滞留し，繊維方向に急速に熱伝導したためであると推察される．
LN i - C r=4 mm では Ni-Cr 線間で均一な樹脂溶融が見られたが， LN i - C r=6 mm では
Ni-Cr 線間で未溶融域が生じた．ただし，Ni-Cr 線間の PPS 樹脂フィルムが積
層板に溶着していることから，ガラス転移温度（ T g=90ºC）以上に達している
と推察される．一方， (b) Woven-CF/PPS の場合では， LN i - C r=1 mm および 2 mm
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で Ni-Cr 線周囲で樹脂溶融が生じており，積層板表面の樹脂が軟化して変形が
見られた．しかし， (a) UD-CF/PPS θ=0º の場合のように樹脂の熱分解による炭
素繊維の露出は少ない． LN i - C r=4 mm では Ni-Cr 線周囲で均一に樹脂が溶融し，
LN i - C r=1～ 2 mm と比較しても炭素繊維の露出は少なく，Ni-Cr 線間に溶融した
PPS 樹脂が残留し，積層板表面の不良は見られなかった．LN i - C r=6 mm では Ni-Cr
線間で樹脂の未溶融領域が見られた．  
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Fig.2.32  Scan images of  peeled surface and external  face  
(E=4.5 V,  t=60s, t P P S=0.4 mm).  
 
UD-CF/PPS θ=0º 材および Woven-CF/PPS 材の Ni-Cr 線間隔と溶融面積の関係
を Fig.2.33 に示す．どちらの試験片の場合も， LN i - C r=1～ 3 mm では Ni-Cr 線間
隔が増大すると緩やかに溶融面積が減少し， LN i - C r=3 mm 以上で急激に溶融面
積が増加し， LN i - C r=6 mm で溶融面積が低下した． (a) UD-CF/PPS θ=0º の場合，
LN i - C r=4mm 以上で急激に溶融面積が増加し，LN i - C r=5 mm では Aw=280 mm2 に達
するが， LN i - C r=6 mm では Ni-Cr 線間で未溶融領域が生じ， Aw =200 mm2 程度に
減少した．一方，(b)  Woven-CF/PPS の場合，LN i - C r=1～ 3mm で溶融面積は Aw=200 
mm2 程度の一定値を示すが，LN i - C r=4mm では Ni-Cr 線間の樹脂が均一に溶融す
るため，溶融面積は Aw=250 mm2 に達した． LN i - C r=5mm 以上では未溶融領域が
5mm
5mm
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Ni-Cr 線間で生じるため，溶融面積は減少した．  
これらの実験的事実により，均一な樹脂溶融のためには積層板の繊維強化形
態に応じた適切な Ni-Cr 線間距離が存在することが分かった．  
 
  
(a)  UD-CF/PPS θ=0º  (b)  Woven-CF/PPS 
Fig.2.33  Effects  of  distance between Ni -Cr wires  on welding area  
(E=4.5 V,  t=60s, t P P S=0.4 mm).  
 
(c) 通電時間の影響  
通電時間を種々変化させた際の接合面および積層板表面の観察像を Fig.2.34
に示す． (a)  UD-CF/PPS θ=0º の場合，通電時間を長くするほど溶融面積は増加
することが分かった． t=30 s 以下では，樹脂溶融部は Ni-Cr 線周囲のみで生じ
ているが， t=60 s 以上では Ni-Cr 線間でも樹脂が溶融し，融着領域が拡大して
いる．一方， t=120 s では炭素繊維への熱伝導により溶融領域が繊維方向に拡
大するが，積層板表面にシワが生じている．このことから，通電時間は t=60 s
程度が適正であることが分かった．(b) Woven-CF/PPS の場合，t=10 s では Ni-Cr
線上のみで樹脂溶融が生じているが， t=30s 以上では Ni-Cr 線間で樹脂溶融が
見られる． t=30 s では試験片中央部に溶融した樹脂リッチ部が生じており，
Ni-Cr 線端部では未溶融領域が見られることから，Ni-Cr 線間においては Ni-Cr
線の中央部から樹脂溶融が開始されると推察される． t=60 s では Ni-Cr 線間で
樹脂が十分に溶融しており，未溶融域は見られない．一方，t=120s では溶融領
域は拡大するが，接合面外へ多量に樹脂が流出し，炭素繊維束が著しく露出し，
積層板表面にも樹脂の軟化によってシワや表面粗度の低下が生じることが分
かった．  
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 Conducting t ime,  t  [s]  
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Fig.2.34  Scan images of  peeled surface and external  face  
(E=4.5 V,  t P P S=0.4 mm, LN i - C r=4 mm).  
 
 
UD-CF/PPS θ=0º 材および Woven-CF/PPS 材の通電時間と溶融面積の関係を
Fig.2.35 に示す．どちらの試験片も，通電時間が増加するほど溶融面積は急激
に増加し，通電時間の経過とともに緩慢な増加傾向を示すことが分かった．(b)  
Woven-CF/PPS は， (a) UD-CF/PPS θ=0º と比較して，溶融面積の増加が大きい
ことが分かった．これは，織物の炭素繊維束に電流が漏電することによりジュ
ール発熱量が大きくなったためであると考えられる．  
これらの結果より，通電時間は (a) UD-CF/PPS θ=90º および (b) Woven-CF/PPS
の場合も t=50～ 60 s が適正な条件であることが分かった．  
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(a)  UD-CF/PPS θ=0º  (b)  Woven-CF/PPS 
Fig.2.35  Effects  of  conducting t ime on welding area  
(E=4.5 V,  t P P S=0.4 mm, LN i - C r=4 mm).  
 
 
(d) 融着部の樹脂層厚さの影響  
PPS 樹脂層厚さを種々変化させた際の接合面および積層板表面の観察像を
Fig.2.36 に示す．(a)  UD-CF/PPS θ=0º では樹脂フィルムを挿入しなかった t P P S=0 
mm の場合でも，著しい樹脂の気化や積層板の熱変形は見られず，繊維方向に
熱伝導が顕著に生じたため，樹脂溶融による融着面の変色域が大きいことが分
かった．また，樹脂層厚さを大きくすることにより，繊維方向への熱伝導が阻
害され， t P P S=0.4 mm では Ni-Cr 線間の樹脂のみが均一に溶融した．  
(b)  Woven-CF/PPS の場合，樹脂フィルムを挿入しなかった t P P S=0 mm では，
融着中に樹脂が著しく気化する様子が確認され，積層板の炭素繊維束が著しく
露出し，積層板表面ではシワや表面粗度の低下が見られた．特に，融着面の
Ni-Cr 線端部では黒く変色し，樹脂の炭化が生じることが分かった．  
これらの実験的事実により，両材ともに，PPS 樹脂フィルムを挿入すること
により，Ni-Cr 線間でのみ樹脂が溶融する傾向になるが，t P P S =0.6 mm では未溶
融領域が生じることが分かった．  
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 Thickness  of  PPS fi lms,  t P P S  [mm] 
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Fig.2.36  Scan images of  peeled surface and external  face  
(E=4.5 V,  t=60 s,  LN i - C r=4 mm).  
 
UD-CF/PPS θ=0º および Woven-CF/PPS の試験片の PPS 樹脂層厚さと溶融面
積の関係を Fig.2 .37 に示す．どちらの試験片も，樹脂フィルムが挿入されてい
ない t P P S=0 mm では溶融面積は最大値を示し， PPS 樹脂層厚さが増加するほど
溶融面積は緩やかに減少する傾向を示した．これらの結果より，(a) UD-CF/PPS 
θ=0º では，樹脂フィルムを挿入しない場合でも著しい熱変形や樹脂の劣化は
見られず，溶融面積も最大値を示したため，適正な印加電圧や通電時間および
Ni-Cr 線間距離の条件下では，融着が可能であると考えられるが，均一な溶融
形状を得るためには tP P S=0.2 mm～ 0.4 mm の樹脂層を設ける必要があることが
分かった． (b)  Woven-CF/PPS では，著しいジュール発熱を抑えるために， PPS
樹脂層厚さは t P P S=0.2 mm～ 0.4 mm が適正な条件であると推察される．  
 
5mm
5mm
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(a)  UD-CF/PPS θ=0º  (b)  Woven-CF/PPS 
Fig.2.37  Effects  of  thickness of  PPS fi lm on welding area  
(E=4.5 V,  t=60 s,  LN i - C r=4 mm).  
 
(e) 電流値および融着メカニズム  
PPS 樹脂フィルムの有無が融着挙動に与える影響を調査するために，印加電
圧 E=4.5 V，通電時間 t=60 s，Ni-Cr 線間隔 LN i - C r=4 mm の適正な条件で融着し
た際の (a)  UD-CF/PPS θ=90º および (b)  Woven-CF/PPS の試験片の融着時の電流
挙動を Fig.2.38 に示す． (a)  UD-CF/PPS θ=90º の場合，樹脂フィルムの有無に
かかわらず，電流値は I=12 A 程度で一定値を示すことが分かった．これは，
炭素繊維が通電方向に配置されておらず，積層板に電流が流れにくいためであ
ると考えられる．  
一方，(b)  Woven-CF/PPS の場合，融着時間が長くなるほど電流値は緩やかに
増加した．これは，樹脂の溶融領域が増加することにより Ni-Cr 線から積層板
の炭素繊維束に通電が行われて通電面積が増加し，抵抗値が低下した結果，電
流値が増加したためであると考えられる．樹脂フィルムを挿入していない
tP P S=0 mm では，樹脂フィルムを挿入した t P P S=0.4 mm に比較して，電流値は 3
〜 5 A 程度大きくなった．t P P S=0 mm では，通電直後に Ni-Cr 線から積層板の炭
素繊維に通電したことにより，通電面積が大きくなったためであると考えられ
る．また， (b)  Woven-CF/PPS の t P P S=0 mm の電流値は (a)  UD-CF/PPS θ=90º の
tP P S=0 mm と比較して大きいことが確認された． (b) Woven-CF/PPS は織り構造
を 有 し て お り ， 通 電 方 向 に も 炭 素 繊 維 が 配 向 さ れ て い る こ と か ら ， (a)  
UD-CF/PPS θ=90º よりも抵抗値が小さく，電流が流れやすいためであると推察
される．  
Thickness of PPS film, tPPS [mm]
0
100
200
300
400
0 0.2 0.4 0.6
W
el
d
in
g
 a
re
a,
 A
w
(m
m
2
)
i s of PPS film, tPPS ( m)
▲Overheat
□Proper welding
■ Insufficient welding 
W
el
d
in
g
 a
re
a,
 A
w
[m
m
2
]
W
el
d
in
g
 a
re
a,
 A
w
[m
m
2
]
Thickness of PPS film, tPPS [mm]
0
100
200
300
400
0 0.2 0.4 0.6
W
el
d
in
g
 a
re
a,
 A
w
(m
m
2
)
Thickness of  fil , tPPS ( m)
▲Overheat
□Proper welding
■ Insufficient welding 
52 
 
  
(a)  UD-CF/PPS θ=90º  (b)  Woven-CF/PPS 
Fig.2.38  Effects  of  conducting  t ime on current  value  
(E=4.5 V,  t=60 s,  LN i - C r=4 mm).  
 
 
複数の Ni-Cr 線および PPS 樹脂フィルムを融着面に挿入し，適正条件で融着
した際の UD-CF/PPS θ=0º 材および Woven-CF/PPS 材の融着メカニズムを
Fig.2.39 に示す．(i)  抵抗発熱体を融着面に挟み込み，加圧する．( i i)  銅電極を
介して Ni-Cr 線に通電し，ジュール熱により Ni-Cr 線周囲の樹脂フィルムが溶
融する． ( i i i)  樹脂フィルムが積層板の表面まで溶融する．このとき， (a)  
UD-CF/PPS θ=0º では炭素繊維の繊維方向に熱伝導が生じ，溶融面積が増加す
る． (b) Woven-CF/PPS では通電方向にも炭素繊維束が配置されているため，
Ni-Cr 線が積層板の炭素繊維束に接触した際に炭素繊維にも通電が行われ，ジ
ュール発熱する．また，炭素繊維の熱伝導により，溶融面積が増大する．(iv)  積
層板中央部まで樹脂が溶融し，通電を止めて冷却・固化することにより融着が
完了する．  
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Fig.2.39  Mechanism diagram of  electro -fusion process  using mult iple  Ni -Cr  
wires  and inserted PPS fi lms  at  proper  condition.  
 
 
(f) 引張せん断試験  
(a)  UD-CF/PPS θ=0º および (b)  Woven-CF/PPS の引 張せ ん 断 試 験結 果を
Fig.2.40 に示す．接合面に PPS フィルムを挿入しない t P P S=0 mm の試験片と，
PPS フィルムを挿入した t P P S=0.4 mm の試験片を比較した． Fig.2.40(a)の荷重−
変位線図より， (a)UD-CF/PPS θ=0º および (b)Woven-CF/PPS の樹脂フィルムを
接合面に挿入していない試験片では，樹脂フィルムを挿入した試験片と比べて
最大荷重が 40%程度大きくなった．樹脂フィルムを挿入した tP P S=0.4 mm の試
験片では，融着層厚さの増加や溶融面積が小さくなったことにより，t P P S=0 mm
の試験片と比べて最大荷重が低下したと考えられる． Fig.2.40(b)より，すべて
の試験片において， τ a c は τ a p よりも大きな値を示した．これは実際の溶融面積
が継手面積よりも小さいためである． (a)  UD-CF/PPS θ=0º の場合， t P P S=0 mm
の試験片で τ a c=23 MPa 以上に達した．これは樹脂フィルムが挿入されていな
いため融着層厚さが薄くなったことに加え，積層板の炭素繊維が引張方向に配
置 さ れ て お り ， 融 着 部 も 繊 維 強 化 さ れ た た め で あ る と 考 え ら れ る ． (b)  
Woven-CF/PPS の場合，τ a c は t P P S=0 mm および t P P S=0.4 mm のどちらの試験片で
もほぼ等しい値を示した． (b) Woven-CF/PPS の t P P S=0 mm の試験片では，著し
いジュール発熱が生じて樹脂が劣化したため， (a) UD-CF/PPS θ=0º と比べて強
度の向上が見られなかったと考えられる．  
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いずれの試験片でも，融着部に樹脂層を設けない場合では，積層板中の樹脂
の熱劣化や熱変形が生じており，健全な融着接合が行えていないため，融着層
に樹脂層を設ける必要がある．また，融着部の引張せん断強度を向上させるた
めに，融着層を繊維強化する等の強化が必要であることが示唆された．  
 
  
(a)  P -δ  curve (b)  Single lap shear  s t rength  
Fig.2.40  Result  of  single lap shear  strength  test  (E=4.5 V,  t=60 s ,  LN i - C r=4 mm).  
 
 
2.5 結言  
本章では，熱可塑性 CFRP 積層板の電気式融着接合に着目し，単一の Ni-Cr
線または複数の Ni-Cr 線を抵抗発熱体として用いた熱可塑性 CFRP の電気式融
着接合手法を新たに提案した．また，提案した手法を用いて，一方向や織物な
どの異なる繊維強化形態を有する熱可塑性 CFRP 積層板を融着対象として用い
て，印加電圧や通電時間および Ni-Cr 線の間隔などの種々の融着条件が電気式
融着挙動に与える影響を実験的に評価した．  
UD-CF/PPS θ=90°材では，積層板表面の炭素繊維と抵抗発熱体の Ni-Cr 線が
同一方向であるため，炭素繊維にも著しく通電してジュール発熱し，融着部が
高温となり樹脂の熱分解が生じた．そのため，一方向の炭素繊維で強化された
熱可塑性 CFRP 積層板を電気式融着接合する際には，積層板表面の炭素繊維を
通電方向と同一方向に配置させると，著しいジュール発熱が生じるため避ける
べきである．  
一方で，UD-CF/PPS θ=0°材では積層板表面の炭素繊維の繊維配向に対して，
抵抗発熱体の Ni-Cr 線が垂直方向に配置されているため，UD-CF/PPS θ=90°材
のように過剰なジュール発熱は生じず，炭素繊維方向に熱伝導が顕著に生じた．
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このことから，通電方向に対して，炭素繊維の繊維配向角を 90º に設定するこ
とで，溶融面積を効率的に拡大可能であると考える．  
織物の炭素繊維で強化された Woven-CF/PPS 材では，融着接合時に Ni-Cr 線
から積層板中の織り構造部に電流が漏電した際に，織り部で顕著にジュール発
熱し，積層板の端部のみ著しく溶融面積が拡大するエッジ効果を確認した．  
これらの実験的事実から，熱可塑性 CFRP 積層板の電気式融着時には，積層
板の炭素繊維強化形態が，樹脂溶融挙動に大きく影響を与えるため，電気式融
着接合時の検討すべき重要な因子であると考える．  
UD-CF/PPS 材，Woven-CF/PPS 材のどちらの積層板も，印加電圧と溶融面積
の関係は指数関数的な関係を示し，通電時間と溶融面積の関係は対数関数的な
関係であることが分かった．また，印加電圧および通電時間を種々変化させて
融着を行った結果，織り構造を有する Woven-CF/PPS 材は，一方向の炭素繊維
で強化された UD-CF/PPS 材よりも低電圧および短時間で溶融面積が増加する
傾向があることを確認した．  
抵抗発熱体から熱可塑性 CFRP 積層板への漏電に伴う，著しいジュール発熱
を抑制するためには，融着面に樹脂フィルム等の樹脂層を設けることで，改善
可能であることが分かった．但し，積層板の炭素繊維方向と通電方向が同一の
UD-CF/PPS θ=90°材では電気的異方性が強いために，その効果はあまり見られ
ず，電気式融着接合には不適であると考えられる．  
単一の Ni-Cr 線を抵抗発熱体に用いた場合では，広範囲の溶融面積を得るこ
とが困難であるため，複数の Ni-Cr 線を同一方向に一定間隔で配置させること
で，溶融面積を拡大させることが可能であることを確認した．複数本の Ni-Cr
線を用いた場合でも，通電時に積層板の炭素繊維に漏電が生じて著しく加熱す
るため，融着部に樹脂層を設ける必要があることが分かった．健全な融着接合
を行うために融着部に樹脂層を設けることは有効であるが，融着部の引張せん
断強度は低下する傾向が見られたため，融着層を繊維強化する等の必要性があ
る．第 3 章では，炭素繊維の導電性を利用し，抵抗発熱体に炭素繊維を用いる
ことで融着層を繊維強化することを新たに提案し，金属製の抵抗発熱体では大
きな欠点となる接合強度やリサイクル性および耐食性を向上させる．  
56 
 
第 3 章 炭素繊維束および開繊炭素繊維を抵抗発熱体に用いた
熱可塑性 CFRP の電気式融着接合手法の提案  
 
 
3.1 緒言  
第 2 章では単一および複数の Ni-Cr 線を用いて，一方向および織物の炭素繊
維で強化された熱可塑性 CFRP 積層板の電気式融着接合を行い，繊維強化形態
の違いが融着挙動に及ぼす影響を明らかにした．また，積層板の炭素繊維に電
流が流れることによる過剰なジュール発熱を抑制するためには融着部に樹脂
層を設ける必要があるが，融着部の樹脂層厚さが大きくなり，引張せん断強度
が低下する問題が生じた．Ni-Cr 線に限らず，これまで抵抗発熱体として用い
られてきたステンレスメッシュのような金属を抵抗発熱体として用いた場合
[86]～ [93]，融着後にその抵抗発熱体が接合面に残留するため，強度低下や抵
抗発熱体の腐食が生じることや，リサイクル時には分別が困難になることも懸
念される．特に，熱可塑性 CFRP の母材として用いられている PPS 樹脂は，溶
融時に塩素や硫黄等の腐食性ガスが生じるため，金属製の抵抗発熱体を用いた
場合は融着時に抵抗発熱体が腐食する恐れがある．一方で，炭素繊維は高強度
で耐食性に優れており，導電性を有しているため，通電によりジュール発熱さ
せることが可能である．炭素繊維を電気式融着時の抵抗発熱体として用いるこ
とができれば，融着部の繊維強化を実現し，金属製の抵抗発熱体を用いた場合
の課題を解決できる．  
本章では，一方向炭素繊維束および開繊炭素繊維を抵抗発熱体として用いた
熱可塑性 CFRP の電気式融着手法を新たに提案する．また，本手法を用いて，
印加電圧や通電時間等の融着条件が融着挙動や接合強度に及ぼす影響を評価
し，熱可塑性 CFRP の電気式融着時における炭素繊維抵抗発熱体の有用性を確
かめる．  
 
3.2 試験片  
3.2.1 融着対象  
 融着対象は，前章で用いた織物炭素繊維強化 PPS 樹脂積層板（TenCate 社製，
CETEX ® ， 5H 朱 子 織 ， 繊 維 体 積 割 合  V f=45 vol% ， 厚 さ 1.2 mm， 以 下  
Woven-CF/PPS）である．  
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3.2.2 実験方法  
 融着装置は第 2 章と同様の電気式融着装置を用いた．融着試験片は Fig.3.1
に示すような幅 W=20 mm，長さ L=70 mm の平板形状とし，融着部は平板端部
から L f=20 mm で，継手面積を Aw=400 mm2 とした．本研究で用いた炭素繊維
製の抵抗発熱体を Table 3.1 に示す．本研究では，炭素繊維束（東レ㈱製，
3K-T300，以下  CF-bundle と称す）および開繊炭素繊維（㈱ミツヤ製，厚さ
0.03mm，以下  spread-CF と称す）を抵抗発熱体として用いた．炭素繊維束の
間隔は LH=5 mm の一定とした．また，開繊炭素繊維の繊維方向が融着挙動お
よび接合強度に及ぼす影響を調査するため，Fig.3.1(b)に示すように x 方向に開
繊炭素繊維の繊維方向を配置した試験片を spread-CF 90º とし， Fig.3.1(c)に示
すように y 方向に繊維方向を配置した試験片を spread-CF 0º とした．  
 
 
(a)  CF-bundle  
  
(b)  Spread-CF 90º  (c)  Spread-CF 0º  
Fig.3.1  Appearance of  electro -fusion joining methods .  
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各抵抗発熱体は，任意枚数の PPS 樹脂フィルム（東レ㈱製，トレリナ ®，厚
さ 0.1mm）で挟み込み，真空加熱プレス（井元製作所㈱製， IMC-19E8）を用
いて，成形温度 T=284°C および加圧力 P=6 MPa の成形条件で予めプレス成形
して用いた．その際，積層した PPS 樹脂フィルムの合計の厚さを t P P S と定義し
た．  
 
Table  3.1  Heating element  used for  electro-fusion joining  
 
Heating element  
Carbon fiber bundle  Spread carbon f iber  
Number  of  heating 
element ,  n  
3 bundles  2 plies  
Length of heating 
element ,  L L  [mm]  
30 40 
Distance between heat ing 
elements,  LH  [mm] 
5 -  
Surface image  
 
 
 
3.2.3 実験条件  
本研究では種々の融着パラメータが熱可塑性 CFRP 積層板の融着挙動に及ぼ
す影響を明らかにするため，Table  3.2 に示すように，加圧力を P=6 MPa の一
定とし，印加電圧 E，印加電流 I，通電時間 t および接合面の PPS 樹脂層厚さ
tP P S を変化させて融着接合実験を行った．   
 
Table  3.2  Electro-fusion joining condi tions  
Test  specimen  Woven-CF/PPS 
Pressure,  P  [MPa]  6 
Appl ied voltage,  E  [V] 5.0～ 7.5 
Appl ied current ,  I  [A]  5.0～ 8.5 
Conducting t ime,  t  [s]  60～ 150 
Thickness  of  PPS fi lm, t P P S  [mm] 0,  0 .2,  0.4  
5mm
5mm
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3.2.4 評価方法  
電気式融着完了後，試験片を融着冶具から取り外し，融着面を強制的にモー
ド I で引き剥がした後，デジタルスキャナ（エプソン㈱製，ES-7000H）を用い
て融着面を撮像し，画像解析ソフト（ Image J）を用いて樹脂溶融面積 Aw を算
出した．融着後の接合強度を評価するため， Fig.3.2 に示すような小型のシン
グルラップ接合試験片（長さ 60 mm，幅 20 mm，継手面積 Aw=400 mm2）を Table  
3.3 に示す条件で 5 本作製した．その際，引張せん断強度の比較のために 2 液
混合タイプのエポキシ系接着剤（コニシ㈱，クイック 30®）またはアクリル系
接着剤（ノガワケミカル㈱， SG11）で接着接合した試験片も作製した．  
アルミニウム製掴み部（厚さ 1 mm）を試験片端部にエポキシ樹脂で接着し，
卓上万能試験機（島津製作所㈱製，AG-50kN XDplus）を用いて，クロスヘッ
ド速度 v=0.5 mm/min で引張せん断試験を行った．引張せん断強度は，式 (3.1)
および式 (3.2)を用いて算出した．  
 
L
max
ap
A
P
                                                        (3 .1)  
 
ここで，引張せん断強度 τ a p  [MPa]は最大荷重 P ma x  [N]を継手面積 A L（ A L=400 
mm2）で除した値とした．  
 
 
Fig.3.2  Geometry of  lap shear strength test  specimen.  
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Table 3.3  Electro-fusion conditions of  s ingle lap tensile  test  specimens  
Heating element  Ni-Cr wire  CF-bundle  
spread-CF 0º  
and 90º  
Appl ied voltage,  E  [V] 4.5 6.0 5.7 
Conducting t ime,  t  [s]  60 120 120 
Number  of  heating element ,  n  3 wires  3 bundles  2 plies  
Distance of  heating element ,  LH  
[mm]  
4 5 -  
Thickness  of  PPS polymer,  t P P S  
[mm]  
0.4 0.2 0.4 
 
 
3.3 実験結果および考察  
3.3.1 印加電圧の影響  
通電時間 t=60 s 一定で，印加電圧 E を種々変化させた場合の CF-bundle およ
び spread-CF 90º 試験片の融着面および積層板表面の観察像を Fig.3.3 に示す．
(a)  CF-bundle 試験 片 の PPS 樹 脂フ ィ ルム 厚 さ は t P P S=0.2 mm お よ び (b)  
spread-CF 90º は t P P S=0.4 mm である． (a)  CF-bundle 試験片の場合， E=6.0 V 未
満で樹脂の溶融域は見られないが， E=6.5 V 以上で炭素繊維束の周囲から樹脂
溶融が開始されることが分かった．しかし， E=7.0 V では繊維束間の樹脂も溶
融するが，電極部に近い積層板の端部で PPS 樹脂の燃焼分解が確認され，E=7.5 
V 以上では PPS 樹脂の燃焼分解による炭素繊維の露出が著しく見られた． (b)  
spread-CF 90º 試験片の場合，E=5.0V では樹脂の溶融は見られないが，E=5.7 V
以上で PPS 樹脂フィルムの溶融が生じた．E=6.0 V 以上では著しくジュール発
熱したために，積層板の熱変形や PPS 樹脂の酸化および燃焼分解に伴う変色
が生じることが分かった．  
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(a)  CF-bundle  
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 (b)  Spread-CF 90º  
Fig.3.3  Scan images of  peeled surface and external  face (CF-bundle:  t=60 s ,  
tP P S=0.2 mm, spread-CF 90º:  t=60 s ,  t P P S=0.4 mm).  
 
(a) CF-bundle および (b) spread-CF 90º 試験片の印加電圧と溶融面積の関係を
Fig.3.4 に示す．どちらの試験片でも印加電圧が増加すると溶融面積が増加し，
E=6.0 V～ 6.5 V 付近で溶融面積は一定値を示した．(a) CF-bundle の場合，E=5.5  
V までは溶融面積は極めて小さいが， E=6.0 V 近傍で樹脂溶融が開始され，
E=6.5 V 以上では急激に増加することが分かった．一方， (b)  spread-CF 90º 試
験片の場合， (a) CF-bundle 試験片と比較して E=5.5～ 6.0 V の低電圧で溶融面
積が急激に増加し， E=6.0～ 6.5 V では Aw=380 mm2 程度で一定になることが分
かった． E=7.0 V 以上では著しくジュール発熱したため，溶融面積は Aw=465 
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mm2 に達した．以上の実験的事実により，未溶融や過熱を防ぐためには適切な
印加電圧が存在し，通電時間が t=60s の場合においては， (a) CF-bundle 試験片
では E=6.5 V， (b) spread-CF 90º 試験片では E=6.0～ 6.5 V が適切な電圧値であ
ることが示唆された．  
  
Fig.3.4   Effects  of applied voltage on welding area  (CF-bundle:  t=60s,  t P P S=0.2mm, 
spread-CF 90º:  t=60s,  tP P S=0.4mm).  
 
3.3.2 通電時間の影響  
前節の結果より，各試験片において適切な印加電圧が把握できたが，樹脂溶
融域が継手面積に十分に達していないため，通電時間を増大させて溶融面積に
及ぼす影響を評価した．その際，CF-bundle 試験片では E=6.0 V とし，spread-CF
試験片では E=5.7 V とした．通電時間 t を変化させた際の CF-bundle および
spread-CF 90º 試験片の融着面および積層板表面の観察像を Fig.3.5 に示す． (a)  
CF-bundle 試験片の場合， t=60 s では炭素繊維束の周囲で樹脂の溶融が確認さ
れ，t=90 s 以上では積層板端部の炭素繊維束間で樹脂溶融が生じていることが
分かった．また，t=120 s では炭素繊維束間の PPS 樹脂フィルムが全て溶融し，
溶融面積が拡大するが， t=150 s 以上では積層板の織り構造が変形し， PPS 樹
脂の炭化が確認された．  
(b)  spread-CF 90º 試験片の場合， t=60～ 90 s では未溶融の PPS 樹脂フィルム
が見られるが， t=120 s では継手面の PPS 樹脂フィルムが全て溶融することが
分かった． t=150 s 以上では同通電時間の (a) CF-bundle 試験片と比較して PPS
樹脂の著しい炭化は見られないが，積層板表面では織り構造の変形が生じてい
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ることが分かった．  
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(a)  CF-bundle  
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(b)  Spread-CF 90º  
Fig.3.5  Scan images of  peeled surface and external  face  (CF-bundle:  E=6.0 V,  
tP P S=0.2 mm, spread-CF 90º:  E=5.7 V,  t P P S=0.4 mm).  
 
(a) CF-bundle および (b) spread-CF 90º 試験片の通電時間と溶融面積の関係を
Fig.3.6 に示す．どちらの試験片でも通電時間が増加するほど溶融面積は増加
した． (a)  CF-bundle 試験片の場合， t=90 s まで溶融面積は緩慢に増加し， t=90 
s 以上では急激に増加した． t=150 s では溶融面積は Aw=400 mm2 以上に増加す
るが，前述したように PPS 樹脂の炭化が生じたため， t=120 s が適切な通電時
間であると考えられる．一方， (b) spread-CF 90º 試験片では， (a) CF-bundle 試
5mm
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験片と比べて溶融面積が短時間で増加することが分かった．t=90 s までは未溶
融域が存在するが， t=120 s 以上では Aw=400 mm2 以上に達し，継手面全域の
PPS 樹脂フィルムが溶融した．しかし， t=150 s 以上では積層板の織り構造が
熱変形したため， t=120 s 程度が適切な通電時間であると考えられる．  
 
 
Fig.3.6   Effects  of conduct ing t ime on welding area  (CF-bundle:  E=6.0 V,  
tP P S=0.2 mm, spread-CF 90º:  E=5.7 V,  t P P S=0.4 mm).  
 
3.3.3 融着部の樹脂層厚さの影響  
融着部の PPS 樹脂層厚さが融着挙動を及ぼす影響を明らかにするため，PPS
樹脂フィルム厚さ tP P S を変化させて融着を行った際の CF-bundle および
spread-CF 90º 試験片の融着面と積層板表面の観察像を Fig.3.7 に示す．その際
の印加電圧は (a) CF-bundle 試験片で E=6.0 V，(b)  spread -CF 90º 試験片で E=5.7 
V とし，通電時間はどちらの試験片でも t=120 s とした． (a)  CF-bundle 試験片
の場合， PPS 樹脂フィルムを挿入していない t P P S=0 mm では，通電直後に過剰
なジュール発熱が生じたことにより積層板の PPS 樹脂が気化し，炭素繊維が
著しく露出した．これは，抵抗発熱体である開繊炭素繊維に通電した直後に，
積層板内の炭素繊維束に通電し，過剰な電流が流れたためと考えられる．
tP P S=0.2 mm では，著しい熱変形や樹脂の気化は見られず，炭素繊維束の間に
存在する PPS 樹脂が完全に溶融していることが分かった．これは，接合面に
PPS 樹脂フィルムが存在していることにより，積層板への通電量が抑えられ，
過剰なジュール発熱が抑制されたためと推察される．一方， t P P S=0.4 mm では
炭素繊維束周辺の PPS 樹脂のみが溶融し，未溶融域が多く見られた． (b)  
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spread-CF 90º 試験片の場合， (a) CF-bundle 試験片と同様に PPS 樹脂フィルム
を挿入していない t P P S=0 mm では，樹脂の気化や積層板の熱変形が生じた．ま
た， t P P S=0.2 mm の場合でも積層板の表面で樹脂の炭化および変色が確認され
た．一方， t P P S=0.4 mm ではそれらの現象は見られないが，積層板の端部で熱
変形が生じていることが分かった．  
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(a)  CF-bundle  
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(b)  spread-CF 90º  
Fig.3.7  Scan images of  peeled surface and external  face  (CF-bundle:  E=6.0 V,  
t=120 s ,  spread-CF 90º:  E=5.7 V,  t=120 s) .  
 
(a) CF-bundle および (b) spread-CF 90º 試験片の融着部の PPS 樹脂フィルム厚
さと溶融面積の関係を Fig.3.8 に示す．どちらの試験片でも融着部の樹脂フィ
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ルム厚さが増加するほど，溶融面積は減少する傾向を示した． (a)  CF-bundle
試験片の場合では，(b) spread-CF 試験片の場合と比較して，溶融面積は急激に
減少することが分かった．一方， (b)  spread-CF 90º 試験片の場合，樹脂フィル
ム厚さが増加することにより，溶融面積は緩慢に減少するが，t P P S=0.2 mm～ 0.4  
mm では Aw=約 450 mm2 の一定値を示した． (a) CF-bundle 試験片では抵抗発熱
体が融着面全体に広がっておらず，樹脂溶融には抵抗発熱体からの熱伝導と積
層板自体のジュール発熱が支配的であると考えられる．これらの実験的事実に
より，融着面の PPS 樹脂を健全に溶融させるためには，適正な樹脂フィルム
厚さが存在し， (a)  CF-bundle 試験片では t P P S=0.2 mm 程度が適正であり， (b)  
spread-CF 90º 試験片では t P P S=0.4 mm が適正であると考えられる．  
 
 
Fig.3.8   Effects  of thickness  of PPS f i lms on welding area  (CF-bundle:  E=6.0 V,   
t=120 s ,  spread-CF 90º:  E=5.7 V,  t=120 s) .  
 
3.3.4 開繊炭素繊維の繊維方向の影響  
開繊炭素繊維を抵抗発熱体として用いた場合の炭素繊維方向が融着挙動に
及ぼす影響を明らかにするため，開繊炭素繊維の繊維方向を y 方向に配置して
融着接合を行った際の融着面および積層板表面の観察像を Fig.3.9 に示す．
spread-CF 90º 試験片の結果より，E=6.0 V 以上では樹脂の気化や熱変形が生じ
る恐れがあると予測できるため，E=5.0～ 6.0 V までの範囲で調査した．E=5.5 V
では PPS 樹脂フィルムの溶融が確認できるが，未溶融域が大きく生じている
ことが分かった．E=5.7 V では融着面の大部分で樹脂の溶融が見られた．E=6.0  
V では融着面全域で樹脂溶融が生じたが， E=5.7 V と比較して発熱量が大きく
なったため，積層板の熱変形が生じていることが分かった．  
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Fig.3.9  Scan images of  peeled surface and external  face using spread carbon fiber  
0º as  heating element  ( t=60 s ,  t P P S=0.4 mm).  
 
開繊炭素繊維の繊維方向の違いが溶融面積に及ぼす影響を Fig.3.10 に示す．
開繊炭素繊維を y 方向に配置した spread-CF 0º 試験片の場合でも，spread-CF 90º
試験片と同様の溶融挙動を示し，印加電圧が増加するほど溶融面積はほぼ線形
的に増加することが分かった．  
 
 
Fig.3.10  Effects  of  f iber  direct ion of  heating element  on welding area ( t=60 s ,   
tP P S=0.4 mm).  
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3.3.5 融着時の通電モニタリングおよび融着メカニズム  
炭素繊維束および開繊炭素繊維を抵抗発熱体として用いた場合の通電挙動
を明らかにするため，融着時の電力値および電流値挙動をモニタリングした結
果を Fig.3.11 に示す．抵抗発熱体から積層板への通電による電流値の変化を明
確にするため，PPS 樹脂フィルムで挟み込んだ炭素繊維束または開繊炭素繊維
抵抗発熱体のみを絶縁板を介し，加圧力 P=6 MPa で加圧して通電を行った結
果も示している．その際の PPS 樹脂フィルム厚さは，炭素繊維束の場合では
tP P S=0.2 mm とし，開繊炭素繊維の場合では t P P S=0.4 mm とした．  
(a) CF-bundle の結果より，積層板を介して実際に融着を行った場合では通電
時間の増加とともに，電流および電力値が増加し， t=120 s では I=6.6 A（ P=42 
W）程度まで緩やかに増加することが分かった．また，積層板を介さずに通電
を行った場合では， I=4.3 A（ P=25 W）近傍で一定値を示すことが分かった．  
一方，(b) spread-CF の結果より，spread-CF 0º および spread-CF 90º のどちら
の試験片でも通電開始直後から t=70 s まで I=6～ 8 A（ P=40～ 45 W）の間で変
化するが，t=70 s 以上で通電時間の経過とともに電流値および電力値が急激に
増加し， t=120 s では I=15 A 以上に達していることが分かった．一方，積層板
を介さずに通電した場合では，通電開始時から終了時まで I=5.5 A で一定値を
示した．これらの結果より，CF-bundle 試験片， spread-CF 0º および spread-CF 
90º 試験片は，抵抗発熱体のみに通電した場合と比較して，通電開始直後から
電流および電力値が高い値を示しているため，通電開始直後に抵抗発熱体が積
層板と接触し，積層板表層の炭素繊維束にも微量に通電していると推察される．
これは，抵抗発熱体と銅電極の接触抵抗の影響により，接合面の中央部と比較
して電極部近傍で高温になり，樹脂溶融が生じたためと推察される．また，(b)  
spread-CF 試験片では t=70 s 近傍で接合面の PPS 樹脂フィルムの大部分が溶融
し，抵抗発熱体と積層板の接触面積が増大したため，電流値および電力量が増
加したと推察される．  
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(a)  CF-bundle  (c)  spread -CF 
Fig.3.11  Effects  of  conducting t ime on current  value  and electr ici ty  (E=5.7 V,  
t=60 s ,  t P P S=0.4 mm).  
 
 
前節までの実験的事実および通電モニタリング結果から，CF-bundle および
spread-CF の融着メカニズムは Fig.3.12 に示すように推察できる．(i )  種々の抵
抗発熱体を積層板に挟み込み，加圧する．( i i)  抵抗発熱体に電圧を印加するこ
とで，抵抗発熱体にジュール熱が生じる．この時，(a) CF-bundle 試験片では炭
素繊維束の周辺および電極部近傍の端部から樹脂溶融が開始される． (b)  
spread-CF 試験片では接合面の PPS 樹脂フィルムの一部分が溶融する．( i i i)  そ
の後，融着面の積層板表層まで PPS 樹脂フィルムが溶融する．その際，抵抗
発熱体から積層板表層の炭素繊維束に通電し，ジュール発熱することで溶融領
域が拡大する．その後，抵抗発熱体および積層板表層の炭素繊維束のジュール
発熱と熱伝導により溶融領域がさらに拡大する．(iv) 通電を止めて，冷却およ
び固化することで融着が完了する．  
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Fig.3.12  Mechanism diagram of  electro  fusion process  using carbon fiber  
heating elements .  
 
 
3.3.6 電流値制御による融着条件の最適化  
前項までの実験的事実から，印加電圧を種々変化させて融着を行った場合で
は融着時に電流値が安定せずに大きく変動し，過剰なジュール発熱が生じるた
め，より高品質な融着を行うことは困難と考えられる．そのため，印加電流を
種々変化させ，通電時間を t=300 s に増加させて融着を試みた．印加電流を一
定にして融着を行った際の spread-CF 90º 試験片の融着面および積層板表面の
観察像を Fig.3.13 に示す．I=5.0 A では，PPS 樹脂の溶融は見られないが，I=6.0 
A では PPS 樹脂の溶融が生じ， I=8.0 A 以上では融着面全域の PPS 樹脂を溶融
させることに成功した．印加電圧を一定として融着を行った場合と比較して，
融着時の著しい PPS 樹脂の気化は確認されず，積層板の熱変形量も少ないこ
とが確認された．  
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Fig.3.13  Scan images of  welding surface  ( t=300 s ,  t P P S=0.4 mm).  
 
印加電流 I を種々変化させた際の，spread-CF 0º および spread-CF 90º 試験片
の溶融面積 A w の変化を Fig.3.14 に示す．どちらの試験片でも印加電流が増加
するほど溶融面積は増加し， I=7.5 A 以上では A w=約 400 mm2 の一定となり，
継手面全域の PPS 樹脂が溶融した．これらの事実により，印加電流を変化さ
せた際でも spread-CF 0º および spread-CF 90º 試験片の融着時の樹脂溶融挙動
に大きな差は見られなかった．  
 
 
Fig.3.14  Effects  of  appl ied current  on welding area  ( t=300 s ,  t P P S=0.4mm).  
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印加電流 I と引張せん断強度試験における最大荷重 P ma xおよび引張せん断強
度 τ a p の関係を Fig.3.15 に示す．どちらの試験片でも印加電流が増加するほど，
最大荷重および引張せん断強度は増加した． I=7.5A 以上では， spread-CF 90º
試験片の場合， P m a x=8 kN， τ a p=20 MPa でほぼ一定値を示したが， spread-CF 0º
試験片の場合では大幅に向上し， I=8.5 A では P ma x=11 kN， τ a p=28 MPa 以上を
達成することに成功した．spread- CF 0º 試験片では，抵抗発熱体の炭素繊維が
引張荷重方向に挿入されているため，融着層が荷重方向に繊維強化され，接合
強度が大幅に向上したと考えられる．これらの実験的事実により，印加電流は
I=8.5 A が適正であると推察される．  
 
 
Fig.3.15  Effects  of  appl ied current  on Single  lap shear  s trength and Maximum 
load ( t=300s,  t P P S=0.4 mm).  
 
3.3.7 引張せん断強度の比較  
抵抗発熱体の種類や挿入方向が引張せん断強度に及ぼす影響を評価するた
め， 3 本の Ni-Cr 線，炭素繊維束および開繊炭素繊維を抵抗発熱体として用い
て電気式融着接合を行った試験片について引張せん断強度を比較した．また，
比較のために接着剤を用いて接着接合した試験片についても引張せん断試験
を実施した．引張せん断試験で得られた各試験片の荷重 -変位線図を Fig.3.16
に示し，引張せん強度の比較を Fig.3.17 にそれぞれ示す．  
Fig.3.16 に示す荷重 -変位曲線より，エポキシ系およびアクリル系の接着剤を
用いて接着接合した試験片の場合，最大荷重が P ma x=1.5kN 程度で極めて低い
が，電気式融着接合を行った試験片では，最大荷重が向上していることが分か
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る．また，電気式融着接合を行った場合では，Ni-Cr wire，CF-bundle，Spread-CF 
90º，Spread-CF 0º 試験片の順に最大荷重の大幅な向上が確認された．特に，開
繊炭素繊維の繊維方向が引張方向と同一方向に配置された Spread-CF 0º 試験
片では最大荷重は P m a x=11kN まで達しており，Ni-Cr 線を用いた場合と比較し
て最大荷重は約 70%以上向上した．  
 
 
Fig.3.16  P-δ  curve 
 
Fig.3.17 に示す引張せん断強度の比較により，接着接合では引張せん断強度
が極めて低く，電気式融着接合の有用性や必要性は明らかである．炭素繊維を
抵抗発熱体として用いた場合では，Ni-Cr 線を抵抗発熱体に用いた場合と比較
して，引張せん断強度の向上が確認された．特に，開繊炭素繊維を抵抗発熱体
に用いた試験片では，継手面の全域が樹脂溶融し，引張せん断強度を大幅に向
上できることを確認した．また，開繊炭素繊維を引張方向に配置した spread-CF 
0º 試験片では，融着層が荷重方向に繊維強化されたため，引張せん断強度は
τ a p=28 MPa 以上に達し，Ni-Cr 線を用いた試験片と比較して約 3 倍の引張せん
断強度を有することが分かった．そのため，設計時に荷重の負荷方向を予測し，
荷重の負荷方向に開繊炭素繊維の繊維方向が向くように配置することができ
れば，高い引張せん断強度を有する熱可塑性 CFRP 部材を製造することに貢献
できると考える．また， spread-CF 0º 試験片で得られた引張せん断強度は，欧
米諸国の研究者らがステンレスメッシュを抵抗発熱体に用いて織物 CF/PPS 積
層板を電気式融着接合した研究事例 [87]と比較して，約 2 倍の接合強度を有し
ており，超音波融着接合等 [87]と比較しても，同等もしくはそれ以上の接合強
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度が得られていることが分かった．  
 
 
Fig.3.17  Comparison of  single lap shear  s trength .  
 
 
3.4 結言  
本章では，金属製の抵抗発熱体を用いた電気式融着接合で問題となる接合強
度やリサイクル性および耐食性の低下を解決するために，炭素繊維束および開
繊炭素繊維を抵抗発熱体に用いた熱可塑性 CFRP の電気式融着接合手法を新た
に提案した．また，本手法を用いて，印加電圧や通電時間などの種々の融着条
件が融着挙動や接合強度に与える影響を評価し，炭素繊維を抵抗発熱体として
用いることの有用性を明らかにした．  
 炭素繊維束を抵抗発熱体として用いた CF-bundle 試験片と，開繊炭素繊維を
抵抗発熱体として用いた spread-CF 試験片の二種類について，印加電圧および
通電時間を変化させて融着接合を行った結果， spread-CF 試験片は CF-bundle
試験片と比べて，低電圧および短時間で溶融面積が増加し，継手面全域を融着
可能であることが分かった．また，印加電圧および通電時間を増加させると，
溶融面積は S 字カーブを描くように増加し，各試験片について適正な条件が存
在することを確認した．  
印加電圧を一定にして融着接合時の通電挙動をモニタリングした結果，
CF-bundle および spread-CF のどちらの試験片でも通電時間の増加とともに，
電流値および電力値は増加し，接合面の樹脂溶融が進むことで，抵抗発熱体と
0
5
10
15
20
25
30
S
in
g
le
 l
ap
 s
h
ea
r 
st
re
n
g
th
,
τ a
p
[M
P
a]
Ni-Cr
wire
CF
bundle
spread-CF
90º
spread-CF
0º
Epoxy
bonding
Acrylic
bonding
Heating elements
75 
 
積層板が接触し，積層板中の炭素繊維束にも通電していることから，融着挙動
が不安定であることが判明した．そのため，印加電流を一定にして融着接合を
行った結果，過剰な電流が積層板の炭素繊維に印加されることが抑制され，熱
変形や樹脂のガス化が生じず，安定した融着接合を実現可能なことを確認した． 
引張せん断強度試験の結果，炭素繊維を抵抗発熱体として用いた場合では，
Ni-Cr 線を抵抗発熱体として用いた場合と比較して，最大荷重および引張せん
断強度が大幅に向上した．また，開繊炭素繊維の繊維配置方向を引張荷重方向
に配置した spread-CF 0º 試験片では，引張せん断強さが τ a p=28 MPa にまで達し，
Ni-Cr 線を用いた試験片と比較して約 3 倍の接合強度を有することが分かった． 
そのため，熱可塑性 CFRP 部材の設計時には融着部に負荷される荷重の方向
を予測し，荷重方向に抵抗発熱体の炭素繊維方向が向くように配置することが
できれば，より高い接合強度を有する熱可塑性 CFRP 部材の製造に寄与するこ
とができると考える．一方で，本研究では引張せん断強度のみで融着部の接合
強度を評価したが，今後は DCB 試験のような融着部の層間靭性を評価する等
の必要性があると考える．  
以上のことから，本提案手法は熱可塑性 CFRP 部材の融着接合部の接合強度
や耐食性およびリサイクル性の向上に寄与できると考える．また，炭素繊維は
柔軟性を有していることから平板形状のみならず，湾曲した面の融着接合も可
能であり，複雑形状部品の融着接合にも展開できると考える．例えば，炭素繊
維束はパイプ継手などの円環に巻き付けることが可能であり，開繊炭素繊維シ
ートでは湾曲面や曲げ加工部が存在する融着面にも適用可能である．また，本
手法は熱可塑性 CFRP のみに限らず，ガラス繊維で強化された熱可塑性 GFRP
の融着接合にも適用が可能であり，さらに熱可塑性 CFRP と熱硬化性 CFRP 同
士や金属等の異種材の接合にも応用展開が可能であると考える．  
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第 4 章 熱可塑性 CFRP の高周波誘導融着接合のための加熱条
件の検討  
 
 
4.1 緒言  
第 2 章および第 3 章では Ni -Cr 線，炭素繊維束および開繊炭素繊維シートを
抵抗発熱体に用いて，熱可塑性 CFRP の電気式融着に与える影響因子を評価し
て電気式融着メカニズムを明らかにした．また，炭素繊維を抵抗発熱体として
用いることで，引張せん断強度の大幅な向上に成功した．この電気式融着は熱
可塑性 CFRP の融着手法として有望である．本研究では電気式融着と同様に熱
可塑性 CFRP の融着手法として期待されている高周波誘導融着にも着目した．
既往の研究では，融着対象の熱可塑性 CFRP 積層板の融着面に，金属製のサセ
プタと呼ばれる発熱体を挿入し，サセプタを高周波誘導加熱させることで融着
接合が行われてきたが，融着後にサセプタが残留するため，接合強度やリサイ
クル性に課題がある．炭素繊維は導電性を有しており，理論的には高周波誘導
加熱することが可能であるため，熱可塑性 CFRP 積層板内部の炭素繊維を高周
波誘導加熱することができれば，サセプタを挿入せずに融着接合が可能であり，
接合強度やリサイクル性の向上に寄与できる．また，本手法は誘導コイルの周
囲に生じる電磁場に応じて誘導加熱されるため，局所的な融着が可能であり，
誘導コイルもしくは加熱対象物を連続的に移動させることで，連続的な融着も
実現できる可能性がある．しかし，CFRP は積層板の炭素繊維の繊維配向角に
より電気的な異方性を有しているため，金属材料のように均一に誘導加熱する
ことが困難である．  
本章では，熱可塑性 CFRP の高周波誘導融着接合に着目し，熱可塑性 CFRP
積層板の炭素繊維の繊維形態や種々の加熱条件が加熱挙動に与える影響を評
価した（ 4.2 節）．さらに，誘導コイルを固定し，熱可塑性 CFRP 積層板を連続
的に移動させることで，連続的な高周波誘導融着接合の実現可能性を確かめた
結果について論じる（ 4.3 節）．  
 
 
4.2 高周波誘導加熱実験  
4.2.1 高周波帯域の選定  
 熱可塑性 CFRP を高周波誘導加熱する際，熱可塑性 CFRP 内部の炭素繊維自
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身を高周波誘導加熱することになる．誘導コイルによって生じる磁束に対して
直角の方向に誘導電流が生じるが，この誘導電流は高周波電流であるために，
加熱対象物の表面に集中する．この現象は表皮効果と呼ばれるもので，加熱対
象物の表面からの深さに対し，指数関数的に減少し，1/e 倍（ 0.368 倍）となる
深さを浸透深さ δ と呼ぶ [94]．この浸透深さ δ は式 (4.1)で表される．  
 
fr
51003.5


    [mm]                                       (4 .1)  
 
式 (4.1)において，ρ  [Ω・m]は加熱対象物の電気抵抗率で，μ r は加熱対象物の
比透磁率および f  [Hz]は周波数を表している．浸透深さ δ が表面に近いほど狭
い範囲を誘導電流が流れるため，高周波抵抗が増加して加熱効率が良くなる傾
向がある．式 (4.1)を用いて算出した炭素繊維と各種金属材料の周波数と浸透深
さの関係を Fig.4.1 に示す．各材料について，比透磁率 μ r は全て μ r=1 として算
出した値である．炭素繊維は製造方法や繊維形態により，電気抵抗率が
ρ=0.2×10 - 5～ 15×10 - 5  Ω・m と範囲が広く，金属材料と比較して高い周波数が望
まれることが分かる．本研究で加熱対象とした熱可塑性 CFRP 積層板に用いら
れている炭素繊維は PAN 系であり，繊維方向の電気抵抗率は ρ=1.7×10 - 5  Ω・m
であるため [95]，積層板のような厚さが数 mm 程度の加熱には MHz 級の周波
数帯域が適していると考えられる．  
 
 
Fig.4.1  Relat ionship between frequency and depth of  current penetration.  
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4.2.2 使用材料  
 使用した材料は， Table 4.1 に示す一方向炭素繊維強化 PPS 樹脂積層板
（ TenCate 社製， CETEX®，繊維体積割合 V f=60 vol%，厚さ 0.8 mm，以下  
UD-CF/PPS）および織物炭素繊維強化 PPS 樹脂積層板（ TenCate 社製，CETEX ®，
5H 朱子織，繊維体積割合  V f=45 vol%，厚さ 1.2 mm，以下  Woven -CF/PPS）で
ある．これらは第 2 章および第 3 章で使用したものと同材料である．UD -CF/PPS
については，積層構成の異なる UD -CF/PPS [0] 6 および UD -CF/PPS [0/90] 6 の 2
種類を用いた．  
 
Table  4.1  Material  used for  experiments .  
ID  UD-CF/PPS [0] 6  UD-CF/PPS [0/90] 6  Woven -CF/PPS  
Fiber  content ,  
V f  [vol%]  
60  60  45  
Reinforcing 
configuration  
Unidirectional  Unidirectional  5H-sateen weave  
Stacking 
sequence  
[0] 6  [0/90] 6  [0/90] 4  
Surface image  
  
 
 
4.2.3 実験方法  
 本研究では，一方向や織物などの炭素繊維の強化形態や繊維の配向角が高周
波誘導加熱時の加熱挙動に及ぼす影響を明らかにするため， Fig.4.2 に示すよ
うな高周波誘導加熱実験装置を製作した．熱可塑性 CFRP を高周波誘導加熱す
るために高周波誘導加熱装置（ワイエス電子工業㈱製，IH -012MH3，AC200V，
周波数 f=2 MHz，出力 1 kW）を用い，ソレノイド型またはパンケーキ型の 2
種類のコイルを用いて加熱挙動を赤外線放射温度計（㈱Apiste 製， FSV -1200，
レンズ 8 mm，測定温度範囲 -40~500ºC，放射率 ε=0.85）により観察した．その
際，誘導コイルと積層板間の高さ z c  [mm]を種々変化させた．  
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Fig.4.2 Schematic drawing of  induction heating experiment .  
 
 本装置を構成する主要な機器を以下に記述する．  
 
(a) 高周波誘導加熱装置  
 4.2.1 項で述べたように， PAN 系炭素繊維の繊維方向の電気伝導率から誘導
電流の浸透深さを算出したところ，周波数は MHz 帯域が適していると考えら
れた．そのため，本研究では Fig.4.3 に示す周波数帯域が MHz 級の高周波誘導
加熱装置（ワイエス電子工業㈱製， IH -012MH3，AC200V，周波数 f=2 MHz，
最大出力 1 kW）を用いた．  
本装置は， (a)高周波電源， (b)誘導コイル部および (c)コントローラー部の 3
つの機器で構成されており，高周波電源部の出力ダイヤルで出力値を設定し，
コントローラー部で加熱時間を設定することが可能である．誘導コイル部は真
鍮製の止めねじにより固定されており，脱着が可能なため，任意の形状の誘導
コイルを取り付け可能で，本研究のようなラボスケールでの実験に適している． 
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(a)  High -f requency power source  
 
 
(b)  Matching box and induction coil  (c)  Controller  
Fig.4.3  High -frequency induction heating device.  
 
(b) 誘導コイル  
 誘導コイルには Fig.4.4 に示すような，(a)ソレノイド型および (b)パンケーキ
型の二種類のコイルを用いた．いずれのコイルも銅製パイプ（外径 4 mm，内
径 3 mm）をガスバーナーで加熱しながら独自に曲げ加工し，コイル部の外径
はφ =30 mm である．銅製パイプ同士が接触することによるショートを防止す
るために，耐熱ガラスクロステープで被覆した． (a)ソレノイド型は銅製パイ
プを一周させた形状であり，金属の表面焼き入れ等に用いられる形状である．
一方，(b)パンケーキ型は銅製パイプが同一平面で三周した形状を有している．
いずれのコイルも誘導加熱時にコイル自身が発熱することを防止するために，
銅製パイプ内に冷却水を流す構造になっている．  
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 (a)  Solenoid coi l  (b)  Pancake coil  
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Fig.4.4  Appearance of  solenoid  and pancake  coil .  
 
4.2.4 実験条件  
 本実験で用いた実験条件を Table 4.2 に示す．UD-CF/PPS [0] 6 材，UD-CF/PPS 
[0/90] 6 材および Woven -CF/PPS 材を加熱対象とし，コイル高さを z c=5～ 12 mm
まで種々変化させて高周波誘導加熱を行った．その際の加熱時間は t=20 s とし，
高周波電流の出力は P=100%の一定とした．  
 
Table  4.2  Experimental  condition for  induction heating  
Test specimen  
UD-CF/PPS [0] 6  
UD-CF/PPS [0/90] 6  
Woven -CF/PPS  
Coil  height ,  z c  [mm]  5,  8,  10, 12  
Heating t ime, t  [s]  20  
Output  power, P  [%]  100  
 
φ30mm
I
φ30mm
I
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4.2.5 評価方法  
 高周波誘導加熱時の各積層板の加熱挙動を評価するため，赤外線放射温度計
（㈱Apiste 製，FSV -1200，レンズ 8 mm，測定温度範囲 -40~500ºC，放射率 ε=0.85）
を用いて，積層板の加熱面と裏面を観察し，モニタリングした．また，Fig.4.5
に示すように，UD -CF/PPS [0] 6 および UD-CF/PPS [0/90] 6 では，積層板の成形
時に細径の K 型熱電対（石川産業㈱製，線径 0.076 mm）を挿入し，積層板の
厚さ方向の加熱挙動をデータロガー （グラフテック㈱製， midi LOGGER 
GL200A）を用いてモニタリングした．積層板表面の熱電対はポリイミドテー
プ（厚さ 0.012 mm）で固定した．その際，熱電対の位置は積層板端部から 65 mm
の位置とし，誘導コイルの銅製パイプの直下となるようにした．  
 
         
Fig.4.5   Mount ing posit ion of thermocouples.  
 
4.2.6 実験結果および考察  
(a) コイル形状の影響  
 Woven -CF/PPS 材をソレノイド型およびパンケーキ型コイルを用いて，高周
波電流出力 P=100%，コイル高さ z c=5 mm で t=20 s 間加熱した際の表面の加熱
温度分布を Fig.4.6 に示す．誘導コイル部は，コイル内部に流れる冷却水によ
り冷却されているため，温度が T=50ºC 程度を示していることが分かった． (a)
ソレノイド型では，誘導コイルの内側で T=400ºC 程度を示しているが，誘導コ
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イルの中心部では磁束密度が低いため，温度も低下している．また，誘導コイ
ルの外側では T=350ºC に達しており，コイル中心部から遠ざかるほど，温度が
低下していることが分かった．一方， (b)パンケーキ型ではコイル中心部は
T=500ºC に達しており，(a)ソレノイド型と比較して 150ºC 程度高いことが分か
った．誘導コイル部の周囲で顕著に加熱されているため，コイル部の直下では
特に温度が上昇していると推察される．  
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Fig.4.6 Heating dis tr ibution and temperature profile  of  var ious induct ion coils  
(adverse s ide) .  
 
 Woven -CF/PPS 材をソレノイド型およびパンケーキ型コイルを用いて，高周
波電流出力 P=100%，コイル高さ z c=5 mm で t=20 s 間加熱した際の裏面の加熱
温度分布を Fig.4.7 に示す．どちらのコイルでも，コイル部の直下で温度が高
くなっていることが分かる． (a)ソレノイド型コイルでは， (b)パンケーキ型と
比較して，コイルの端部で不均一な加熱分布を示しており，最高温度も低いこ
とが分かった． (b)パンケーキ型では，コイル周辺部で均一な温度分布を示し
ており，最高温度が T=500ºC 以上に達した．  
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これらの実験的事実より， (b)パンケーキ型は (a)ソレノイド型と比較して加
熱温度が高く，コイルの端部でも均一に加熱されていることから，本研究では
パンケーキ型コイルを採用した．一方で，どちらのコイルも PPS 樹脂の融点
以上に達していることから，加熱条件の適正化が必要であることが分かった． 
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Fig.4.7 Heating dis tr ibution and temperature profile  of  var ious induct ion coils   
(back s ide) .  
 
(b) 繊維強化形態の影響  
 UD-CF/PPS [0] 6，UD-CF/PPS [0/90] 6 および Woven -CF/PPS をパンケーキ型コ
イルを用いて，高周波電流出力 P=100%，コイル高さ z c=5 mm で t=20 s 間加熱
した際の裏面の加熱温度分布を Fig.4.8 に示す． (a) UD -CF/PPS [0] 6 では，全体
的に T=50ºC 以下の低温で，炭素繊維方向にわずかに加熱されていることが分
かった．一方， (b) UD -CF/PPS [0/90] 6 の場合では，コイル直下で T=350ºC 程度
に達しており， (a)  UD -CF/PPS [0] 6 と比較して顕著に加熱されていることが分
かった．また， (c)  Woven -CF/PPS の場合では， (a) ,(b)の一方向材と比べて顕著
に加熱されており，コイル直下で T=500ºC 以上に達していることが分かった． 
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これらの実験的事実から，積層板の炭素繊維方向が全て同一方向である (a )  
UD-CF/PPS [0] 6 は，高周波誘導加熱に適しておらず，炭素繊維が何らかの方向
に交差している (b)  UD -CF/PPS [0/90] 6 や (c) Woven -CF/PPS では高周波誘導加熱
することが可能であることが分かった． (a) UD -CF/PPS [0] 6 は炭素繊維が同一
方向であるため，繊維方向にのみ高い導電性を有しており，誘導電流の電気回
路が形成されにくく，わずかなジュール発熱が生じるのみであるが， (b)  
UD-CF/PPS [0/90] 6 や (c)  Woven -CF/PPS では炭素繊維が層間で交差しており，
交差部での接触抵抗によるジュール損失で顕著に加熱されるためであると考
えられる．  
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Fig.4.8 Heating dis tr ibution and temperature profile  of  var ious test  specimens.  
 
UD-CF/PPS [0] 6 および UD -CF/PPS [0/90] 6 をパンケーキ型コイルを用いて，
高周波電流出力 P=100%，コイル高さ z c=5 mm で t=20 s 間加熱した際の熱電対
による温度計測結果を Fig.4.8 に示す．UD-CF/PPS [0] 6 の熱電対 T4，T5 および
UD-CF/PPS [0/90] 6 の熱電対 T5 は成形時に断線したため，計測不能であった．
全体的な傾向として，どちらの試験片も加熱時間が長くなるほど，全ての熱電
対で温度が上昇していることが分かった． (a)UD-CF/PPS [0] 6 は T=100ºC 以下
で加熱されにくいが， (b)UD-CF/PPS [0/90] 6 では，顕著に加熱されていること
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が分かった．UD -CF/PPS [0/90] 6 の熱電対 T7 において， t=11～ 12 s 付近で温度
が停滞しているが，これは試験片が加熱時の熱膨張により変形したためである． 
  
(a)  UD-CF/PPS [0] 6  (b)  UD-CF/PPS [0/90] 6  
Fig.4.9   Relat ionship between heating t ime and temperature.  
 
 加熱時間 t=20 s での UD -CF/PPS [0] 6 および UD -CF/PPS [0/90] 6 の加熱面から
の厚さ方向の距離と加熱温度の関係を Fig.4.10 に示す． (a)  UD-CF/PPS [0] 6 で
は，全ての層間で温度は T=70ºC 程度でほぼ一定値を示した．一方， (b) 
UD-CF/PPS [0/90] 6 では，積層板の加熱面と裏面で温度が低く，積層板の内部
では高い温度を示した．表皮効果により，理論的には積層板の加熱面が最も温
度が高くなると予測されたが，積層板の加熱面と裏面は空気に接しており，放
熱されるため，積層板の内部で温度が高くなることが分かった．   
  
(a)  UD-CF/PPS [0] 6  (b)  UD-CF/PPS [0/90] 6  
Fig.4.10  Relationship between distance from heat ing face  and temperature  at  
t=20s .  
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(c) コイル高さの影響  
コイル高さを z c=5～ 12 mm まで種々変化させた際の，加熱時間とパンケーキ
コイル中心部直下の積層板の表面温度の関係を Fig.4.11 に示す．いずれの試験
片でも，加熱時間が長くなり，コイル高さが減少するほど，表面温度が高くな
る傾向が見られた． (a) UD-CF/PPS [0] 6 の場合では， t=20 s 後でも 10ºC 程度し
か加熱されず，PPS 樹脂の融点 T m には到底達していない．(b) UD-CF/PPS [0/90] 6
では， (a)  UD-CF/PPS [0] 6 と比較して，顕著に加熱されるが，コイル中心部を
融点 Tm 以上に昇温するためには t=20 s 以上加熱する必要があることが分かっ
た．一方， (c) Woven -CF/PPS では，コイル高さが z c=5 mm の場合で PPS 樹脂
の融点以上に達していることが分かった．  
 
  
(a)  UD-CF/PPS [0] 6  (b)  UD-CF/PPS [0/90] 6  
 
(c)  Woven -CF/PPS  
Fig.4.11 Effects  of  coi l  height  on surface temperature .  
0
100
200
300
400
500
0 5 10 15 20
T
em
p
er
at
u
re
, 
T
(º
C
)
Heating time, t (s)
5mm
8mm
10mm
12mm
Tm
Td
Tg
Heating time, t [s]
T
em
p
er
at
u
re
, 
T
[º
C
]
Tm
Td
0
100
200
300
400
500
0 5 10 15 20
T
em
p
er
at
u
re
, 
T
(º
C
)
Heating time, t (s)
5mm
8mm
10mm
12mm
Tg
Heating time, t [s]
T
em
p
er
at
u
re
, 
T
[º
C
]
Tm
Td
0
100
200
300
400
500
0 5 10 15 20
T
em
p
er
at
u
re
, 
T
(º
C
)
Heating time, t (s)
5mm
8mm
10mm
12mm
Tg
T
em
p
er
at
u
re
, 
T
[º
C
]
Heating time, t [s]
88 
 
4.3 連続誘導融着実験  
4.3.1 使用材料  
融着対象とした材料は， Table 4.3 に示す織物炭素繊維 PA66 樹脂積層板
（Bondlaminates 社製，綾織，繊維体積割合  V f=45 vol%，厚さ 0.75 mm，以下  
Woven -CF/PA66）である．Woven -CF/PA66 の熱分析結果を Fig.4.12 に示す．
Fig.4.12(a)の DSC 結果より，ガラス転移温度 T g=50ºC および融点 T m=260ºC で，
Fig.4.12(b)の TG 結果より，熱分解開始温度 T d=350ºC 程度であることが分かっ
ている．  
Table  4.3  Material  used for  experiments .  
ID  Woven -CF/PA66  
Fiber  content ,  V f   [vol%]  45  
Reinforcing configuration  Twill  
Stacking sequence  [0/90] 4  
Surface image  
 
 
 
 
(a)  Differential  scanning calorimetry  
curve in the N 2  atmosphere.  
(b)  Thermogravimetric analysis  curve  
in the atmosphere.  
Fig.4.12  Result  of  differential  scanning calorimeter  and thermogravimetric  
analysis  of  Woven -CF/PA66 laminates .  
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4.3.2 実験方法  
 高周波誘導加熱装置を用いた熱可塑性 CFRP の連続融着装置を Fig.4.13 に
示す． 2 枚に重ねられた織物 CF/PA66 積層板を連続的に誘導融着するために，
パンケーキ型の誘導コイルを用いて積層板を誘導加熱させ，任意の回転数で回
転可能な加圧ローラーを用いて加圧・冷却し，積層板同士を連続融着した．そ
の際，送り速度は v=14 mm/s の一定とし，加圧ローラーの加圧力は P=20 MPa
の一定とした．また，赤外線放射温度計（㈱Apiste 製，FSV -1200，レンズ 8 mm，
測定温度範囲 -40~500ºC，放射率 ε=0.85）を Fig.4.13 に示す位置に設置した．
積層板の間に極細の K 型熱電対（石川産業㈱製，線径 0.076 mm）を継手部中
心から 5 mm 間隔で計 3 本挿入し，融着部の加熱挙動をデータロガー（グラフ
テック㈱製，midi  LOGGER GL200A）を用いてモニタリングした．  
 
 
Fig.4.13 Appearance of continuous induction welding of  CF RTP.  
 
4.3.3 実験条件  
 本研究で変化させた誘導融着パラメータを Table 4.4 に示す．コイル高さ z c  
[mm]およびコイルの中心から加圧ローラー間距離 x c  [mm]を種々変化させて融
着接合実験を行った．  
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Table  4.4 Experimental  conditions  for induction welding  
Coil height ,  z c  [mm]  3,  4 ,  5  
Coil dis tance ,  x c  [%]  40, 60, 80  
Pressure of pressure rol ler,  P  [MPa]  20  
Feed speed,  v  [mm/s]  14  
 
4.3.4 評価方法  
積層板表面の温度分布を評価するために，Fig.4.13 に示すように放射温度計
を設置し，誘導コイル通過直後の加熱温度分布と B-B’ライン上の温度プロフ
ァイルを取得した．また，融着面に挿入された 3 本の熱電対とデータロガーを
用いて，融着面の加熱挙動を評価した．  
融着後の接合強度を評価するため，Fig.4.14 に示すようなシングルラップ接
合試験片（長さ 60 mm，幅 20 mm，継手面積 A L=400 mm2）を 5 本作製した．
アルミニウム製掴み部（厚さ 1mm）を試験片端部にエポキシ樹脂で接着し，
卓上万能試験機（島津製作所㈱製，AG -50kN XDplus）を用いて，クロスヘッ
ド速度 v=0.5 mm/min で引張せん断試験を行った．引張せん断強度 τ a p は 5 本の
平均値とし，式 (4.2)を用いて算出した．  
 
L
max
ap
A
P
                            (4.2)  
 
ここで，引張せん断強度 τ a p  [MPa]は引張せん断試験時に得られた最大荷重
P ma x  [N]を継手面積 AL（ A L=400 mm2）で除した値とした．  
 
 
Fig.4.14  Geometry of s ingle lap tensile  tes t  specimens.  
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4.3.5 実験結果および考察  
(a) コイル高さの影響  
 積層板表面とコイル間の距離が誘導融着時の加熱挙動に及ぼす影響を評価
するため，赤外線放射温度計を用いて，積層板表面を撮像した際の温度分布像
を Fig.4.15 に示す．全ての条件で，誘導コイルと加圧ローラー間で著しく加熱
されていることが分かる．また，コイル高さ z c が小さくなるほど，誘導コイ
ルと加圧ローラー間で温度が高くなる傾向が見られた．また，継手部のエッジ
部では，特に高い温度を示しており，z c=3 mm ではエッジ部で T=445ºC 以上の
高温部も見られ， PA66 樹脂の分解に伴う発煙も著しく生じた．  
 
Coil  height ,  z c  [mm]  
3  4  5  
 
  
Fig.4.15  Thermal  dis tribution of  Woven -CF/PA66 laminates  (x c=40 mm, P=100%).  
 
これらの温度分布についての B-B’ライン計測部の温度プロファイルを
Fig.4.16 に示す．すべての条件で，積層板のエッジ部で高温部が生じており，
PA66 樹脂の熱分解開始温度（ T d）以上に達していることが分かった．積層板
のエッジ部では誘導加熱時の表皮効果に起因するジュール発熱がエッジ部の
角縁部の両平面で行われるため，ジュール発熱量が大きくなったためであると
考えられる．  
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Coil  height ,  z c  [mm]  
3  4  5  
   
Fig.4.16 Temperature profiles  on l ine measurement  (x c=40 mm, P=100%).  
 
 
(b) 熱電対計測による融着面の加熱挙動  
 連続融着時の融着面の加熱挙動を明らかにするため，融着面に細径の熱電対
を挿入し，加熱挙動をモニタリングした結果を Fig.4.17 に示す．全体的な傾向
として，積層板端部の T 1 および T 3 は，積層板中央部の T 2 と比較して高い温度
を示すことが分かった．これは前述したエッジ効果が原因であると考えられる
が，誘導コイルの中心部はコイルが巻かれておらず空孔部になっているため，
磁束密度が小さいからであるとも考えられる． z c=3 mm および 4 mm では， T 1
と T 3 で PA66 樹脂の融点以上に達しており，融着されているが， z c=5 mm では
融点に達しておらず，融着不可であることが分かった．  
 
Coil  height ,  z c  [mm]  
3  4  5  
   
Fig.4.17 Change of temperature on joining surface obtained by thermocouples .  
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(c) コイル -ローラー間距離の影響  
 誘導コイル高さを z c=5 mm の一定とし，誘導コイルと加圧ローラー間の距離
x c が融着部の加熱挙動に与える影響を明らかにするため， x c を 40 mm～ 80 mm
まで種々変化させた際の，熱電対 T 2 の加熱挙動を Fig.4.18 に示す．全体的な
傾向として，x c が大きくなるほど加熱開始時間が早くなることが分かった．ま
た，加圧ローラー通過直後の t=17 s 以上では熱電対が加圧されたことによりノ
イズが生じたため，挙動が乱れている．x c が増加するほど加圧ローラーまでの
距離が大きくなるため冷却され，温度が低下すると予測されるが，本実験で変
化させた範囲では放熱による影響は見られなかった．これは，継手部の端部で
はエッジ効果により計測位置よりも高温に加熱されているため，中央部での温
度が低下しにくいためであると推察される．一方で，x c が小さくなるほど，最
高温度はわずかに低下する傾向が見られた．これは，加圧ローラーに近いほど
積層板同士の接触面積が大きくなり，加圧ローラーに放熱されているためと推
察される．この実験的事実から，生産性や放熱の影響を考慮すると， x c=40～
60 mm が適正であると判断した．  
 
 
Fig.4.18 Effects  of  coil  -  roller dis tance on heat ing behavior  (z c=5 mm).  
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(d)  引張せん断強度  
 誘導コイルと加圧ローラー間の距離を x c=40 mm とし，誘導コイルの高さを
種々変化させて連続融着を行った際の，コイル高さと引張せん断試験時の最大
荷重の関係を Fig.4.19 に示す．コイル高さが z c=2～ 4 mm の場合では，試験時
に融着部で破壊せずに積層板が引張破壊し，最大荷重は P ma x=7 kN 程度を示し
た．一方，コイル高さが z c=5 mm では融着部で引張せん断破壊し，最大荷重は
P ma x=2 kN 程度で，引張せん断強度に換算して τ a p=5 MPa 程度であることが分
かった．前述した熱電対計測による融着部の温度計測結果より， z c=5 mm では
融着部が融点以上に昇温せず未溶融域が大きいために，最大荷重が低下したと
考えられる．一方， z c=3 mm 以下では融着部の端部が熱分解開始温度以上にま
で達すると予測できるため，適正なコイル高さは z c=4 mm であると考えられる． 
 
 
Fig.4.19  Effects  of  coil  height  on maximum load .  
 
 
 誘導コイルの高さを z c=5 mm 一定として連続融着を行った際の，誘導コイル
と加圧ローラー間の距離 x c と引張せん断強度の関係を Fig.4.20 に示す．すべ
ての試験条件で引張せん断破壊が生じ，x c が増加するほど引張せん断強度は低
下する傾向が見られた． x c=40～ 60 mm では引張せん断強度は τ a p=5～ 5.5 MPa
でほぼ一定であるが，x c=80 mm では継手面での未溶融域が増加し，x c=100 mm
では融着が困難であることが分かった．これらの結果より，誘導コイルの高さ
が z c=5 mm の場合では， x c=40 mm 程度が適切であると考えられる．  
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Fig.4.21  Effects  of  coil  -  roller dis tance on single lap shear strength.  
 
 
4.4  結言  
本章では，熱可塑性 CFRP 積層板内部の炭素繊維を高周波誘導加熱して融着
接合を実現することを目的に，一方向および織物の炭素繊維で強化された熱可
塑性 CFRP 積層板を MHz 帯域で高周波誘導加熱した際の加熱挙動を評価した． 
ソ レ ノ イ ド 型 お よ び パ ン ケ ー キ 型 の 二 種 類 の 誘 導 コ イ ル を 用 い て ，
Woven -CF/PPS 積層板の誘導加熱を試みた結果，パンケーキ型はソレノイド型
と比較して積層板表面の温度が高く，コイル形状に沿って均一に加熱されるた
め，平板形状の誘導融着に適していることが分かった．但し，融着対象物の形
状がパイプ継手のような円筒形状の場合は，コイル内側で磁束密度の高いソレ
ノイド型コイルが適している可能性がある．  
熱可塑性 CFRP 積層板の炭素繊維の繊維配向角や繊維強化形態が，誘導加熱
挙動に与える影響を評価 した結果，炭素繊維が同一方向に配向している
UD-CF/PPS [0] 6 では，炭素繊維の電気的異方性が強く，積層板内部の抵抗が小
さいため，母材樹脂の融点以上に加熱することは困難で，誘導融着に適してい
ないことを確認した．一方，UD-CF/PPS [0/90] 6 や Woven -CF/PPS では，積層板
内部の炭素繊維が交差しており，積層板内部で電気回路が形成されやすく，良
好に加熱されることを確かめた．  
誘導コイルと熱可塑性 CFRP 積層板の距離 z c が小さくなるほど，積層板は短
時間で高温に加熱されるため，融着接合時には誘導コイルと積層板の距離を可
能な限り近づけることで，高い効率で融着接合することが可能であるが，母材
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樹脂の熱分解温度に注意する必要がある．  
誘導コイル加熱による連続融着接合装置を製作し，Woven -CF/PA66 積層板の
連続融着接合を行った結果，継手部の角縁部でエッジ効果が生じ，局所的に高
温に加熱されることが分かった．高周波誘導加熱時には表皮効果が顕著に生じ
るため，融着接合時には積層板表面をエアー等で強制的に冷却し，融着接合部
近傍のみを加熱する必要があると考える．  
Woven -CF/PA66 積層板を連続融着した試験片の引張せん断試験を行った結
果，融着部から破壊せずに積層板自身が引張破壊し，一定の接合強度が得られ
ていると考えられるが，エッジ効果により融着層以外で局所的な高温部が生じ
ているため，積層板表面を強制的に冷却する等して融着層のみを加熱できるよ
うな工夫が必要である．  
 第 2 章から本章にかけて熱可塑性 CFRP の電気式融着接合および高周波誘導
融着接合を行い，積層板の繊維強化形態や，種々の条件が融着挙動に与える影
響を明らかにした．これらの提案した融着接合手法に共通する点は，炭素繊維
を直接的に加熱できる点であり，内部加熱であるということである．融着接合
のように，部材を局所的に加熱するために内部加熱は有効であるが，広範囲を
所望の温度に昇温させるためには時間を要するため，高い生産性が求められる
積層成形などには不向きであることが予想される．また，広い面積を加熱する
ためには，赤外線加熱や加熱された金型等を用いた外部加熱が有効である．そ
のため，次章では熱可塑性 CFRP の中間基材であるプリプレグテープを近赤外
線加熱および高周波誘導ロール加熱の外部加熱により加熱し，連続的に積層成
形を行う手法を提案する．  
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第 5 章 近赤外線および高周波誘導ロール加熱による熱可塑性
CFRP テープ連続積層成形手法の提案と積層条件の検討  
 
 
5.1 緒言  
熱可塑性 CFRP の加熱プレス成形時には，プレス金型に合わせてプリプレグ
シートをトリミング加工する必要があり，その際に不要材が多く排出される．
また，大型構造物をプレス成形で製造する場合，大型の金型や加熱プレス成形
装置が必要であり，導入コストも高い課題がある．そのため近年では，欧米諸
国の航空機製造業を中心に，曲面形状等を有する構造物や部材の量産化のため
に，数十～数百 mm 幅の熱可塑性 CFRP プリプレグテープを融点近傍にまで加
熱して，任意方向に積層成形を行う自動テープ積層（ Automated Tape Layup,  
ATL）装置 [14]が注目されている．このような積層成形装置の加熱源には，半
導体レーザー [69]～ [71]や高温に加熱した不活性ガス [72,73]が提案されている
が，半導体レーザーの場合，数 kW 級の大型発振器が必要で導入コストが極め
て高い課題がある．また，不活性ガスによる加熱方法は樹脂の高温酸化を抑制
することが可能であるが，多量の窒素ガスが必要で，エネルギー効率も低い課
題がある．それゆえ，これらの加熱手法を用いた積層成形装置は航空・宇宙用
途に限られているのが現状である．また，テープ積層時の加熱温度や送り速度
等の成形条件が母材樹脂の溶融挙動に及ぼす影響等を明らかにした報告例は
極めて少ない．一方で，これらの半導体レーザー加熱や不活性ガス加熱を用い
た積層装置は，基本的に加熱源が一つであるため， PA6 樹脂や PA66 樹脂のよ
うな吸湿性のある樹脂を母材としたプリプレグテープを積層成形する際には，
樹脂中に含まれる水分を十分に除去できない可能性がある．  
近赤外線ヒータは起動速度が速く，短波長であることから炭素繊維への吸収
率が高く，中波長や遠赤外線ヒータと比べて CFRP の加熱に適している [64]．
また，半導体レーザーや不活性ガスによる既往の加熱方法と比較して，導入コ
ストも低い利点があるが，近赤外線加熱を用いた熱可塑性 CFRP の積層成形手
法の研究開発例は皆無である．そこで，本章では一方向炭素繊維強化ポリアミ
ド 6（CF/PA6）プリプレグテープを近赤外線加熱と高周波誘導ロール加熱の複
数の加熱源を用いて積層成形を行う成形装置を新たに開発した．また，本装置
を用いて，ヒータ距離や送り速度などの種々の積層条件が，プリプレグテープ
の加熱挙動や接合強度に及ぼす影響を明らかにした結果について述べる．  
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5.2 使用材料  
 積層対象とした材料は， Table  5.1 に示す一方向炭素繊維強化ポリアミド 6
樹脂プリプレグテープ（TenCate 社製，CETEX ®  TC910，幅 50 mm，厚さ 0.16 mm，
以下  CF/PA6）である．母材の PA6 樹脂は Fig.5.1 に示す熱分析結果より，ガ
ラス転移温度 T g=50ºC，融点 Tm=220ºC および熱分解開始温度 T d=300ºC の熱的
特性を有している． PA6 樹脂はエンジニアリングプラスチックの一種であり，
スーパーエンプラの PPS 樹脂等と比較して融点が低く，安価であるが，吸湿
性を有しており，成形時に乾燥処理等が必要で取り扱いが難しい樹脂である． 
 
Table  5.1  Unidirectional CF/PA6 prepreg tape  
Fiber  content ,  V f  [vol%]  58  
Grass t ransit ion temperature,  T g  [ºC]  50  
Melting temperature, Tm [ºC]  220  
Thermal decomposit ion temperature, T d  [ºC]  300  
Surface image  
 
 
  
(a)  Differential  scanning calorimetry  
curve in the N 2  atmosphere.  
(b)  Thermogravimetric analysis  in the  
atmosphere .  
Fig.5.1  Result  of  dif ferential  scanning calorimeter and thermogravimetric  analysis   
of  CF/PA6 prepreg.  
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5.3 実験装置および条件  
5.3.1 積層成形装置  
 本研究で独自に設計・製作した CFRTP プリプレグテープの積層成形装置を
Fig.5.2 に示し，本装置の仕様を Table  5.2 に示す．本装置は，加熱源に近赤外
線ヒータ（ヘレウス㈱製，ZKB600/80G，AC100 V，P=600 W，最大エネルギー
波長  λ=1.2 µ）および高周波誘導加熱装置（㈱ハイデック製， E-2524，周波数
f=240 kHz）が設けられており，加圧部には任意の送り速度で回転可能な加圧
ローラーを設けている．加圧ローラーは高周波誘導加熱装置により，任意の温
度に昇温可能である．また，本装置は加圧ローラー部を 1 ユニットとして分割
式とすることで，任意の加圧ローラー間距離に設定することが可能で，複数の
ユニットを連続的に並べることで，将来的に多層積層が可能であることを特長
とする．本装置に供給された複数本の熱可塑性 CFRP プリプレグシートは近赤
外線ヒータにより所望の温度まで予備加熱され，任意の温度に昇温された加圧
ローラーにより加圧・加熱されて積層成形される仕組みである．  
 
 
Fig.5.2 Appearance of  CFRTP continuous laminate molding  machine.  
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Table  5.2  Specif ication  of CFRTP continuous laminate molding  machine  
Voltage rating  
・Near  IR heater:  AC 100 V  
・ Induction heating unit :  
Three -phase AC 200  V  
・Speed control  motor:  AC 100  V  
Output  of near  infrared heater,  PH  [W]  0～ 600  
Maximum temperature of rollers,  TR  [ºC]  500  
Feed speed,  v  [mm/s]  0～ 560  
Distance between pressure rol lers,  xR  [mm]  >195  
 
 本装置を構成する主要な機器を以下に記述する．  
 
(a) 近赤外線ヒータ  
 本研究で用いた近赤外線ヒータ（ヘレウス㈱製，ZKB600/80G，定格電圧  AC 
115 V，出力  P=600 W，最大エネルギー波長  λ=1.2 µ）は， Fig.5.3 に示すよう
に有効加熱長 80 mm の 2 本の発熱コイルを有しており，最高 2100ºC まで発熱
し，金反射膜により被加熱部を集中的に加熱することが可能である．近赤外線
ヒータは短波長ヒータとも呼ばれ，中波長ヒータや長波長（遠赤外線）ヒータ
と比較して透過力が高く，熱可塑性 CFRP 内部の炭素繊維を効率的に加熱でき
る特長がある．近赤外線ヒータ，中波長ヒータおよび遠赤外線ヒータの加熱コ
イル部の温度と加熱時間の関係を Fig.5.4 に示す．近赤外線ヒータは起動速度
が極めて高く，約 1 秒以内でコイル部が定格の温度に達するため，エネルギー
効率に優れており，多段ステップ運転も可能な利点がある．それゆえ，本研究
では近赤外線ヒータを加熱源として選定した．  
 
 
Fig.5.3  Appearance  of  near  infrared heater.  
80 mm  
Gold reflection coating  Tungsten coil  
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Fig.5.4  Comparison of  various infrared heaters.  
 
(b) 高周波誘導加熱装置  
 加圧ローラーを任意の温度に加熱するために， Fig.5.5 に示す高周波誘導加
熱装置（㈱ハイデック製，E -2524，定格電圧  AC 200 V，周波数 f=240 kHz）を
用いた．本加熱装置は制御ユニット部から計 4 本の誘導コイルが分岐しており，
形状寸法上，本研究で使用したような小型のローラー等の加熱に適している．
加熱対象物に熱電対を接触させ，フィードバック制御により任意の温度に加熱
可能である．  
 
 
Fig.5.5  Appearance of  high -frequency induction heating machine.  
0
500
1000
1500
2000
2500
0 5 10 15 20
T
e
m
p
e
r
a
tu
r
e
, 
T
(℃
) 
Time, t (min)
Short wave infrared heater
Medium wave infrared heater
Long wave infrared heater
Heating time, t (min)
T
em
p
er
at
u
re
 o
f 
h
ea
ti
n
g
 c
o
il
, 
T
(º
C
)
Long wave (Far-infrared)
< 1s
2500
2000
1500
1000
500
0
0           5           10         15         20       
Short wave (Near infrar d)
Medium wave 
102 
 
(c) 加圧ローラーユニット  
 本研究で設計・製作した加圧ローラーユニットを Fig.5.6 に示し，全体図を
Fig.5.7 に示す．本ユニットは上下一組の直径 50 mm，長さ 200 mm の加圧ロー
ラー（ S50C）を有しており，上側のローラー部に取り付けられた締付けボル
トを回転させることにより，任意の加圧力でプリプレグシートを加圧可能であ
る．一方，下側のローラーは Fig.5.8 に示すギアヘッドを搭載したスピードコ
ントロールモータ （ーオリエンタルモーター㈱製，ブラシレスモータユニット，
BLF46A -20S-2，定格電圧 AC 100 V）に直結されており，デジタルコントロー
ラーにより任意の回転数で連続運転可能である．成形時の加圧力は，締付けボ
ルトの直下に取り付けたひずみゲージと，圧力測定フィルム（富士フィルム㈱
製，プレスケール  モノシート  中圧用）を用いて，所望の加圧力になるように
調整した．  
 
Fig.5.6 Appearance of  pressure roller unit .  
 
Fig.5.7 Design drawing of  pressure roller uni t .  
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(a)  Motor and gear  reducer  head  (b)  Digital  controller  
Fig.5.8  Speed control  motor.  
 
5.3.2 積層方法  
本研究で使用したテープ積層装置の模式図を Fig.5.9 に示す．上側および下
側から，それぞれ 1 本のプリプレグテープを近赤外線ヒータで母材樹脂の融点
近傍まで予備加熱した後，高周波誘導加熱装置により加熱された 2 組の加圧ロ
ーラーで，プリプレグテープを加熱および加圧を行い，テープ間を連続的に融
着させながら積層成形を行った．その際，幅 W=50 mm に裁断した CF/PA6 プ
リプレグテープを θC F=60º の角度で加圧ローラーに挿入した．近赤外線ヒータ
は下側のプリプレグテープに対して θH=30º 一定とした．また，近赤外線ヒー
タの出力は PH=0～ 100%まで種々変化させ，加圧ローラーの温度は TR 1=RT.  ま
たは TR 1=250ºC とし， TR 2=RT.  または TR 2=150ºC とした．近赤外線ヒータと加
圧ローラー間の距離を xH=50 mm～ 70 mm まで種々変化させ，プリプレグテー
プの送り速度は v=14～ 56 mm/s の範囲で変化させた．加圧ローラーから x= -150 
mm の位置で，上側および下側のプリプレグテープの融着面側に細径の K 型熱
電対線（石川産業㈱製，線径 0.076 mm）をポリイミドテープ（厚さ 0.012 mm）
で固定し，加熱挙動をデータロガ （ーグラフテック㈱製，midi LOGGER GL200A）
を用いてモニタリングした．  
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Fig.5.9  Appearance of  CFRTP continuous laminate molding  machine using double  
rollers .  
 
5.3.3 実験条件  
 本研究で変化させた積層成形パラメータを Table 5.3 に示す．近赤外線ヒー
タ距離 xH  [mm]，近赤外線ヒータ出力 PH  [%]，送り速度 v  [mm/s]および加圧ロー
ラー温度 TR 1 ,  TR 2  [ºC]を種々変化させて実験を行った．  
 
Table  5.3 Molding conditions  
Near infrared heater  dis tance ,  xH  [mm]  50, 60, 70  
Near infrared heater  power,  PH  [%]  0,  50,  70, 100  
Feed speed,  v  [mm/s]  14, 28, 42,  56  
Roller  temperature 1 ,  TR 1  [ºC]  RT. ,  250  
Roller  temperature 2 ,  TR 2  [ºC]  RT. ,  150  
 
5.3.4 評価方法  
温度計測装置（グラフテック㈱製，midi LOGGER GL200A）を用いてプリプ
レグ表面に固定した K 型熱電対により，融着面の温度変化をモニタリングし，
加熱・溶融挙動を調査した．また，Fig.5.10 に示すように，加圧ローラー間に
赤外線放射温度計（㈱ Apiste 製， FSV -1200，レンズ 8 mm，測定温度範囲
-40~500ºC，放射率 ε=0.85）を配置し，積層成形直後のプリプレグテープ表面
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の温度分布を撮像した．  
積層成形後のプリプレグテープの接合強度を評価するため，小型のシングル
ラップせん断試験片を作製した．その際，融着部以外は離型剤（ファインケミ
カルジャパン㈱製，FC-161，耐熱温度 800ºC）を表面に塗布したポリイミドフ
ィルム（東レ・デュポン㈱製，H タイプ  カプトン ®，厚さ 0.05 mm）を Fig.5.11
に示すように挟み込み，積層成形後にポリイミドフィルムを除去し， Fig.5.12
に示すような小型のシングルラップ接合試験片（長さ 70 mm，幅 10 mm，継手
面積 AL=100 mm2）を作製した．アルミニウム製掴み部（厚さ 0.2 mm）を試験
片端部にエポキシ樹脂で接着し，卓上万能試験機（島津製作所㈱製，AG -50kN 
XDplus）を用いて，クロスヘッド速度 v=0.5 mm/min で引張せん断強度試験を
行った．引張せん断強度の算出には，式 (5.1)を用いて算出した．  
 
L
max
ap
A
P
                            (5.1)  
 
引張せん断強度 τ a p  [MPa]は引張せん断試験時に得られた最大荷重 Pma x  [N]
を継手面積 AL（ AL=100 mm2）で除した値とした．また，電子顕微鏡（㈱キー
エンス製，VE-7800）を用いて，引張せん断試験後の破断面を観察した．一方
で，近赤外線加熱によるプリプレグテープの水分除去量を評価するため，プリ
近赤外線加熱前のプリプレグテープの重量と加熱後の重量を電子天秤により
計測した．  
 
Fig.5.11  Cutting posit ion of  s ingle lap tensile  test  specimens.  
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Fig.5.12  Geometry of s ingle lap tensile  tes t  specimens.  
 
 
5.4 実験結果および考察  
5.4.1 ヒータ距離の影響  
近赤外線ヒータ出力を PH=100%，加圧ローラー温度を TR 1=TR 2=RT.（室温），
送り速度を v=14 mm/s とし，ヒータ距離 xH を種々変化させた際のプリプレグ
テープ表面の加熱挙動を Fig.5.13 に示す． (a)上面および (b)下面ともに，加圧
ローラーに近づくほど温度が上昇し，加圧ローラーにプリプレグテープが接触
した際に，急冷されることが分かった．また，ヒータ距離 xH が小さくなるほ
ど，最高温度が高くなることが分かった． xH=50～ 60 mm では表面温度が
T=225ºC 以上で，プリプレグテープ中の PA6 樹脂の融点以上に達していること
が分かった． (a)上面では (b)下面と比べて，最高温度が低い傾向が見られた原
因として， (a)上面ではプリプレグテープと加圧ローラーの接触面積が大きく，
加圧ローラーに放熱が生じて冷却されたためであると推察される．これらの実
験的事実から，ヒータ距離 xH=50～ 60 mm が適正なヒータ距離であると考えら
れるが，上下のプリプレグテープ間での温度差が著しく大きいため，改善する
必要があることが分かった．  
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(a)  Top surface  (b)  Lower surface  
Fig.5.13  Change of surface temperature of  CF/PA6 prepreg tape at  various  heater  
distance (PH=100%, TR 1=TR 2=RT. ,  v=14 mm/s).  
 
 
5.4.2 送り速度の影響  
成形効率を高めるため，送り速度を v=28 mm/s に設定し，近赤外線ヒータ出
力を PH=100%，加圧ローラー温度を TR 1=TR 2=RT.（室温）とし，ヒータ距離 xH
を種々変化させた際のプリプレグテープの加熱挙動を Fig.5.14 に示す．前項で
示した v=14 mm/s の場合と比較して， (a)上面および (b)下面ともに最高温度に
大きな差は見られないが，すべての加熱条件で最高温度が T=220ºC 以下のため，
PA6 樹脂の融点以上に昇温させることは困難であることが示唆された．この実
験的事実により，送り速度を上げて成形効率を高めるためには，近赤外線ヒー
タ加熱のみでは困難であるため，加圧ローラーを樹脂の融点以上に加熱するな
どして，複数の加熱源を用いる必要があることが分かった．  
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(a)  Top surface  (b)  Lower surface  
Fig.5.14  Change of surface temperature of  CF/PA6 prepreg tape at  various heater  
distance (PH=100%, TR 1=TR 2=RT. ,  v=28 mm/s).  
 
 
5.4.3 ローラー加熱によるプリプレグテープの温度差の改善  
前節までの結果より，近赤外線ヒータ加熱のみでは高い成形効率で積層成形
することが困難であることが判明した．また，上面および下面の温度差が大き
いことが明らかとなった．そのため，加圧ローラーを高周波誘導加熱装置によ
り樹脂の融点以上に加熱して，積層成形を試みた．ヒータ距離を xH=50 mm と
し，近赤外線ヒータ出力を PH=100%とした際の，ローラー加熱無しの場合と，
高周波誘導加熱装置により加圧ローラーを加熱した場合のプリプレグテープ
の上面および下面の最高温度の温度差を Fig.5.15 に示す．ローラー加熱を行っ
た場合の加熱条件は，加圧ローラー温度を TR 1=250ºC，TR 2=RT.（室温）とした．
Fig.5.15 より，ローラー加熱無しの場合では，上下のプリプレグシートの温度
差が大きく，v=14 mm/s では ΔT=66ºC で温度差が大きいことが分かった．また，
v=28 mm/s では温度差は ΔT=33ºC 程度に小さくなることが分かった．一方，加
圧ローラーを加熱した場合では，上下のプリプレグテープの温度差はローラー
加熱無しの場合と比較して大幅に減少し， v=28 mm/s の場合では ΔT=2ºC 以下
まで減少させることに成功した．  
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Fig.5.15 Comparison of temperature difference.  
 
 
5.4.4 複数の加熱源を用いた場合の送り速度の影響  
加熱源に近赤外線ヒータおよび高周波誘導加熱装置により加熱された加圧
ローラーを用いてプリプレグテープの加熱を行った際の，プリプレグテープ表
面の熱分布像を Fig.5.16 に示す．近赤外線ヒータの出力は PH=70%の一定とし，
加圧ローラーの温度は TR 1=250ºC， TR 2=150ºC とし，下側のプリプレグテープ
のみを供給した．全体的な傾向として，送り速度が増加するほど加圧ローラー
1 通過後の温度は低下し，加圧ローラー 2 通過後は T=150ºC 以下であることが
分かった．送り速度が v=14 mm/s の場合，加圧ローラー 1 を通過直後は T=250ºC
の融点以上に達しているが， v=28 mm/s の場合と比べて加圧ローラー 2 に到達
するまでに冷却されていることが分かった．これは送り速度が減少するほど，
加圧ローラー間で空冷されるためと考えられる．送り速度が v=42 mm/s 以上で
は，加圧ローラー 1 通過直後でも PA6 樹脂の融点以上に達していない箇所も見
られた．  
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v  [mm/s]  IR camera 1  (x=100 mm)  IR camera 2  (x=300 mm)  
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Fig.5.16 Heating dis tribution images of prepreg tapes at  PH=70%.  
 
 
近赤外線ヒータおよび高周波誘導加熱装置により加熱された加圧ローラー
を用いて積層成形を行った際の，送り速度がプリプレグテープ層間の加熱挙動
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に及ぼす影響を K 型熱電対を用いて評価した結果を Fig.5.17 に示す．その際，
近赤外線ヒータの出力は PH=70%の一定とし，加圧ローラーの温度は TR 1=250ºC，
TR 2=150ºC とした．(a)上面および (b)下面ともに，送り速度が減少するほど，加
熱時間が長くなるため最高温度が上昇し， v=14 mm/s および 28 mm/s では PA6
樹脂の融点近傍もしくは融点以上に達していることが分かった．一方，送り速
度が v=42 mm/s および 56 mm/s の場合では，融点まで昇温せず，成形後にプリ
プレグテープ同士がはく離している箇所も見られた．  
 
  
(a)  Top surface  (b)  Lower surface  
Fig.5.17  Change of surface temperature of  CF/PA6 prepreg tape at  various feed  
speed.  
 
プリプレグテープ上面および下面の送り速度と最高温度の関係を Fig.5.18
に示す．送り速度を変化させても，プリプレグテープ上下面での著しい温度差
は見られず，加圧ローラーを加熱して積層成形することの有用性が明らかとな
った．送り速度を v=14 mm/s 以下に減少させることで，さらに昇温させること
が可能であると考えられるが，PA6 樹脂の熱分解温度以上に加熱される恐れが
あるため，適正な送り速度は v=14～ 28 mm/s であると推察される．  
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Fig.5.18 Effects  of  feed speed on maximum temperature.  
 
5.4.5 引張せん断強さ  
近赤外線ヒータ出力を PH=0～ 100%まで種々変化させた場合の，送り速度と
引張せん断強度の関係を Fig.5.19 に示す．また，近赤外線ヒータ出力と送り速
度および引張せん断強度の関係図を Fig.5.20 に示す．加圧ローラーの温度は
TR 1=250ºC，TR 2=150ºC とした．全体的な傾向として，プリプレグテープの送り
速度が増加すると，プリプレグテープが十分に昇温されなかったため，引張せ
ん断強度は低下する傾向が見られた．PH=100%の場合では，プリプレグテープ
表面の温度分布が局所的に高い箇所や，高温でプリプレグ内部の樹脂の溶融粘
度が低下し，繊維の広がりや乱れなどが生じるため，接合強度が低下したと考
えられる．PH=70%の場合では，v=14 mm/s および 28 mm/s で τ a p=12.5 MPa 以上
の高い引張せん断強度を示しており，v=28 mm/s で最大値を示していることか
ら，送り速度が v=28 mm/s 程度が適正であると考えられる．  
一方で，近赤外線ヒータ加熱なし（ PH=0%）の場合では，近赤外線ヒータ加
熱ありの場合と比べて，引張せん断強度が著しく低下していることが分かる．
これはプリプレグテープが十分に昇温しなかったことに加え，プリプレグテー
プ内部の PA6 樹脂に含まれる水分が十分に蒸発せず，融着層にボイド等が生
じたためと推察される．  
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Fig.5.19 Effects  of  feed speed on single lap shear  st rength at  var ious near  infrared  
heater  power.  
 
 
Fig.5.20 Process  window of CF/PA6 prepreg  tapes  
 
近赤外線ヒータ出力を PH=70%として積層成形を行った試験片の引張せん断
試験後の破面 SEM 像を Fig.5.21 に示す．高い引張せん断強度を示した v=14 お
よび 28 mm/s の試験片では，炭素繊維が明瞭に確認された．また，樹脂の偏在
や樹脂リッチ層が多量に存在しないために，高い接合強度を示したと考えられ
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る．一方， v=42 および 56 mm/s で積層成形を行った試験片の場合では， v=42 
mm/s では局所的に炭素繊維が確認できるが，樹脂リッチ層が多く確認された．
v=56 mm/s では炭素繊維は確認できず，破面の全体に樹脂リッチ層が存在し，
未溶融域も見られた．そのため，送り速度が v=42 mm/s 以上では，PA6 樹脂が
接合面で溶けきれず，繊維間に均一に含浸しないために，接合強度が低下した
と推察される．  
 
Feed speed,  v  [mm/s]  
14  28  42  56  
    
Fig.5.21  SEM images of  fracture face (PH=70%).  
 
 
5.4.6 プリプレグテープの重量減少率  
近赤外線ヒータ加熱によるプリプレグテープ内部の PA6 樹脂の水分の除去
量を明らかにするため，近赤外線ヒータ出力を種々変化させた際の送り速度と
プリプレグの重量減少率の関係を調査した結果を Fig.5.22 に示す．ΔW=1.6 wt%
の破線は，CF/PA6 プリプレグテープを 150ºC に設定した電気炉内で t=10 min.
間加熱した場合で，プリプレグテープ中の水分を十分に除去した場合の重量減
少率を示している．全体的な傾向として，送り速度が増加する程，プリプレグ
テープの重量減少率は指数関数的に減少することが分かった．また，近赤外線
ヒータ出力を増加させる程，重量減少率は増大し，PH=100%で送り速度が v=14 
mm/s の場合では ΔW=1.8 wt%以上に達しており，完全乾燥状態の ΔW=1.6 wt%
を超えていることから，プリプレグテープ中の PA6 樹脂が熱分解してガス化
していると推察される．  
PA6 樹脂中に吸湿されている水分が成形時に除去されていない場合は，成形
品内部にボイド等の欠陥が生じ，品質や接合強度の低下につながると考えられ
る．この実験的事実から，近赤外線ヒータを用いて予備加熱することにより，
マトリックスの PA6 樹脂中の水分が除去されていることが明らかとなり，近
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赤外線ヒータを予備加熱源に用いることの有用性が示唆された．  
 
           
Fig.5.22 Effects  of  feed speed on weight  decrease rat io of prepreg tape at  various  
near infrared heater.  
 
 
5.4.7 積層成形メカニズム  
Fig.5.23 に示す位置から採取したプリプレグテープ表面の SEM 観察像から
推察した近赤外線ヒータによる予備加熱なしの場合の積層成形メカニズムを
Fig.5.24 に示す．近赤外線ヒータなしの場合では，① ,  ②加圧ローラーを通過
するまでは加熱されないため，樹脂溶融は生じない．③加圧ローラーを通過す
ることで，プリプレグテープが積層され，加圧ローラーからの熱伝導により，
プリプレグテープ表面が加熱される．このとき，プリプレグ表面の PA6 樹脂
が溶融し，PA6 樹脂に含まれる水分がわずかにガス化すると考えられるが，十
分に蒸発せず，プリプレグテープの表面や接合面にボイドとして残留する．④
PA6 樹脂が冷却・固化し，積層成形が完了するが，表面や接合面に多数のボイ
ドが残留するため，接合強度は低下する．  
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Fig.5.23 Viewing posit ion  of prepreg tapes.  
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Fig.5.24 Mechanism diagram of  continuous laminating process  (no near  infrared  
heater) .  
 
プリプレグテープ表面の SEM 観察像から推察した近赤外線ヒータによる予
備加熱ありの場合の積層成形メカニズムを Fig.5.25 に示す．近赤外線ヒータに
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よる予備加熱ありの場合では，①装置に供給される直前の CF/PA6 プリプレグ
テープ表面は炭素繊維が PA6 樹脂で覆われており，局所的に樹脂リッチな箇
所も確認される．②近赤外線ヒータで加熱されることにより，プリプレグテー
プに含まれる水分が蒸発し，除去される．また PA6 樹脂が溶融することによ
り，炭素繊維に PA6 樹脂が含浸する．③加圧ローラーを通過することにより，
上下のプリプレグテープが積層および融着される．④積層されたプリプレグテ
ープは冷却・固化され，積層成形が完了する．  
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Fig.5.25 Mechanism diagram of  cont inuous laminating process  using near  infrared   
heater.  
 
 
5.5 結言  
本章では，近赤外線ヒータおよび高周波誘導加熱された加圧ローラーの複数
の加熱源を用いて，熱可塑性 CFRP プリプレグテープを連続的に積層成形可能
な成形手法を新たに提案した．また，提案した連続積層成形手法を用いて，ヒ
ータ距離や送り速度などの種々の成形条件を変化させ，一方向 CF/PA6 プリプ
レグテープの加熱挙動や接合強度を明らかにした．  
近赤外線加熱のみで，ヒータ距離 xH を変化させて積層成形を行った結果，
xH が小さくなるほど加熱温度が高くなる傾向が見られた．また，上側のプリプ
レグテープは下側のプリプレグテープと比較して，加圧ローラーとの接触面積
が大きく，加圧ローラーに放熱されるため温度が低下し，上下のプリプレグテ
ープ間で温度差が大きくなることが分かった．加えて，生産性を高めるために
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送り速度を増加させると，融着面の樹脂が十分に溶融していないことが明らか
となり，上下のプリプレグテープの温度差を軽減し，生産性を高めるためには
加圧ローラーを加熱する必要があることが示唆された．  
そのため，近赤外線加熱および高周波誘導加熱された加圧ローラーの複数の
加熱源を用いて積層成形を行った結果，上下のプリプレグテープの温度差を軽
減可能なことを確認し，さらに送り速度を増加させても積層成形可能となり，
複数の加熱源を用いることの有用性を確かめた．  
積層成形した CF/PA6 プリプレグテープの引張せん断強度試験を行った結果，
PA6 樹脂は吸湿性の高い樹脂であるため，近赤外線加熱による水分除去量が引
張せん断強度に大きく影響を与えることを確認した．近赤外線加熱を用いてプ
リプレグテープを予備加熱することで，PA6 樹脂中の水分を除去することが可
能となり，近赤外線による予備加熱の有用性を確かめた．吸湿性の高い熱可塑
性樹脂は PA6 樹脂の他にも多く存在し，本手法は幅広い材料に応用展開可能
であると考える．  
 本章で得られた積層成形メカニズムや適正な積層成形条件をさらに応用展
開するために，加圧ローラーユニットおよび加熱源を増設し，2 枚以上の一方
向 CF/PA6 プリプレグテープを連続的に積層成形可能な成形手法を第 6 章で新
たに提案する．  
 
 
119 
 
第 6 章 熱可塑性 CFRP の連続積層成形装置の開発と電気式融
着による熱可塑性 CFRP パイプ継手への展開  
 
 
6.1 緒言  
 第 2 章～第 4 章にかけて，熱可塑性 CFRP の電気式融着接合および高周波誘
導融着接合に関して個々の研究課題を解決し，第 5 章では熱可塑性 CFRP の連
続積層成形手法を提案した．これらの融着接合手法および成形手法は，熱可塑
性 CFRP の成形加工法として，今後の産業界への期待に貢献できると考える．
一方で，熱可塑性 CFRP の産業界への更なる普及や応用展開のためには，これ
らの手法を融合して高度化する必要があると考える．そのため，熱可塑性 CFRP
の融着接合や成形加工技術の高度化を実現可能な成形加工装置を提案し，開発
することができれば，産業界からの試作などの要望に応えることが可能となり，
熱可塑性 CFRP の応用展開の可能性を実証することができ，産業界への波及効
果を高めることが可能になると考える．  
本章では，第 5 章で提案した連続積層成形手法を高度化し，熱可塑性 CFRP
を連続的に多層成形可能な積層成形装置を提案する．さらに連続積層成形手法
をパイプ継手に応用展開し，熱可塑性 CFRP 製のパイプ継手を電気式融着接合
手法を用いて，融着接合する手法を提案する．具体的に，前者の連続積層成形
装置は第 5 章で提案した積層成形手法を多段化し，2 枚以上のプリプレグテー
プを連続的に積層成形可能な装置である．一方，後者は熱可塑性 CFRP 製の長
尺パイプの成形手法を提案し，得られたパイプを第 3 章で提案した炭素繊維製
の抵抗発熱体を用いた電気式融着接合手法により，融着接合する手法である． 
 
 
6.2 熱可塑性 CFRP の連続積層成形装置の開発  
 第 5 章で提案した近赤外線加熱および高周波誘導ロール加熱による熱可塑
性 CFRP テープの連続積層成形装置に用いた加圧ローラーはユニット式で設計
されており，この加圧ローラーユニットを一定の間隔で並べることで，加熱お
よび加圧工程を多段化することが可能となる．また，第 5 章では上下から 2 本
のプリプレグテープを加圧ローラーに挿入したが，多段化した加圧ローラーユ
ニット間でプリプレグテープを挿入していくことで，更なる多層積層が実現で
きる可能性がある．  
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本研究で提案する熱可塑性 CFRP の連続積層成形装置の提案図を Fig.6.1 に
示す．本装置は， 5 組の加圧ローラーユニット， 8 本の近赤外線ヒータおよび
9 個のテープ供給リールで構成されており，高周波誘導加熱装置により，末端
以外の加圧ローラーを任意の温度に加熱することが可能である．末端部の加圧
ローラーは成形品の送りを補助する働きと，成形品を加圧・冷却するためのも
のである．本装置により，板厚が 1 mm 程度の積層板を連続的に得られる可能
性がある．  
 
 
Fig.6.1 Conception picture of  continuous multi -layer  laminating machine.  
 
将来的には金属のロール成形のように，加圧ローラーの形状を変化させるこ
とで平板形状のみならず，長尺の立体成形品を得ることが可能であると考える．
また，本プロセスで得られる成形品は連続繊維で強化されており，これまでの
プラスチックの押出し成形や引抜き成形では得ることのできない諸特性を得
ることが可能になると考える．本装置の末端部に成形品の切断装置を設け，そ
の後に加熱プレス成形工程等を設けることで，中間基材であるプリプレグテー
プから最終的な成形品を連続的に製造可能な熱可塑性 CFRP のハイブリッド成
形装置も実現可能であると考える．  
 一方で，多層積層の際には加圧ローラーの間隔や加圧力および加熱温度が成
形時の挙動や成形品の品質に大きく影響を与えると考えられるため，詳細な調
査が必要である．  
 
Near infrared heater Induction coil
Prepreg tape reel
Pressure roller unit
Feed direction
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6.3 熱可塑性 CFRP パイプ成形手法の提案  
熱可塑性 CFRP 製のパイプを成形するために，内圧成形法およびテープ積層
成形法の 2 種類を提案する．内圧成形法では Fig.6.3 に示すように，プリプレ
グシートまたはテープを耐熱ウレタンゴム製のマンドレルなどに任意方向に
巻きつけて金型に配置し，加熱および空気を送り込むことでマンドレルを熱膨
張させ，内圧を付与することによりパイプ形状を得る手法である．本手法は成
形時に内圧を付与することが可能なため，寸法安定性に優れた熱可塑性 CFRP
パイプを得られる可能性があるが，金型を用いるため生産性に乏しく，長尺物
の成形は困難である．また，径の小さいパイプではプリプレグシートのプリフ
ォームが困難で，成形可能な形状寸法に限界があると考えられる．  
 
 
Fig.6.3 Inner  pressure pipe molding method.  
 
 そこで，第 5 章で提案した積層成形手法を応用し， Fig.6.4 に示すような，
テープ積層成形手法を新たに提案する．本手法は，数十 mm 幅に切り揃えた熱
可塑性 CFRP プリプレグテープを回転する金属製のマンドレルに任意の繊維配
向角で加熱しながら積層成形し，パイプ形状を得る手法である．工程 1 と工程
2 を繰り返すことにより，任意の肉厚の熱可塑性 CFRP 製パイプを成形するこ
とが可能になると考える．マンドレルにプリプレグテープを巻き付けるために，
加圧ローラーや加熱源を“成形ヘッド”としてユニット化し，これを多関節ロ
ボットの先端部に取り付け，動作をプログラム化することで任意の繊維配向角
でパイプ形状を自動的に積層成形可能になると考える．  
 
Heating and pressing
Heatproof polyurethane rubber
Mold
CFRTP prepreg
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Fig.6.4 Continuous multi -layer  pipe laminating machine .  
 
提案するパイプ積層成形のための成形ヘッド部の考案図を Fig.6.5 に示す．
任意方向に動作可能な多関節ロボットの先端に Fig.6.5 のような機構を取り付
け，任意の回転数で回転するマンドレルに，加圧ローラーを用いてプリプレグ
テープを一定の加圧力で押しつけながら連続的にパイプの積層成形を行う．そ
の際，プリプレグテープの母材樹脂を加熱溶融させるための加熱源として第 5
章で用いた近赤外線ヒータを用いる．近赤外線ヒータをマンドレルの両側に設
けることで，成形時の放熱を低減できると考える．  
 
 
Fig.6.5 Conception picture of  pipe laminating head.  
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123 
 
 熱可塑性 CFRP パイプ成形ロボットの三次元モデルを Fig.6.6 に示す．Fig.6.5
で示したような機能と構造を有する成形ヘッドを多関節ロボットの先端に取
り付けたものである．成形ヘッド部と多関節ロボットの間にはロードセルを設
けることで，パイプ成形時の加圧力をモニタリングすることで，所望の加圧力
で成形可能な仕組みになっている．  
 
 
Fig.6.6 3D-CAD model  of CFRTP pipe molding robot .  
 
 
Fig.6.6 で示したようなパイプ成形ロボットを Fig.6.7 に示すようにアルミ製
の構造フレームに搭載して装置化することにより，熱可塑性 CFRP パイプ成形
をシステマチックに成形できる．2 台のパイプ成形ロボットは，一軸アクチュ
エータ上に搭載されており，マンドレルの長手方向に対して平行移動させるこ
とにより，任意の送り速度で連続的にプリプレグテープをマンドレルに巻き付
けることが可能であると考える．また，2 台のパイプ成形ロボットを用いるこ
とで，任意の繊維配向角で効率的にパイプ成形を行える可能性がある．マンド
レルを回転させるためのスピードコントロールモーターや，一軸アクチュエー
タおよび多関節ロボットの動作は全てプログラム化することで，自動的に熱可
塑性 CFRP パイプを製造可能になると考える．  
Multi jointed robot
Prepreg tape reel
Near infrared heater
Load cell
Head part
Pressure roller
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Fig.6.7 3D-CAD model  of CFRTP pipe molding machine.  
 
 
6.4 熱可塑性 CFRP パイプの電気式融着継手への展開  
 前節では熱可塑性 CFRP 製のパイプ成形手法を提案したが，パイプのような
長尺物を連結するためには継手部が必要となる．第 3 章で提案した炭素繊維の
抵抗発熱体を用いた電気式融着手法を応用することにより， Fig.6.8 に示すよ
うな熱可塑性 CFRP 製パイプの電気式融着接合継手への展開が可能であると考
える．この熱可塑性 CFRP 製の電気式融着接合継手は Fig.6.8 に示す 2 つの電
極部から電圧を印加し，パイプと継手部の接合面に存在する炭素繊維製の抵抗
発熱体のジュール発熱により，接合面の樹脂を溶融させて融着接合を行うもの
である．第 3 章で用いた炭素繊維束や開繊炭素繊維シートを抵抗発熱体として
用いることで，接合強度，耐食性およびリサイクル性を向上することができる
と考える．  
Mandrel motor
Mandrel
Uniaxial actuator
Mandrel bearing stand
Multi jointed robot
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Fig.6.8 CFRTP electro-fusion pipe joint .  
 
 炭素繊維を抵抗発熱体に用いた熱可塑性 CFRP 製の電気式融着接合継手の製
造プロセスを Fig.6.9 に示す．本継手はインサート射出成形により製造可能で
あると考える． (a)入れ子金型に炭素繊維束や開繊炭素繊維などの抵抗発熱体
を巻き付け，射出成形金型内にインサートする． (b)融着層となる熱可塑性樹
脂を抵抗発熱体の周囲に射出成形し， (c)射出金型内から離型することで，炭
素繊維の抵抗発熱体と融着層の樹脂が一体となった抵抗発熱体が成形される．
その後， (d)パイプの外形寸法に合わせた入れ子金型と抵抗発熱体を射出成形
金型内に再度インサートして，短繊維で強化された熱可塑性 CFRP を射出成形
することで， (e)熱可塑性 CFRP 製の電気式融着接合継手が得られる．  
 
 
Fig.6.9 Manufacturing process  of  CFRTP electro-fusion pipe joint  using carbon  
f iber heating element .  
Electrode
CFRTP pipe
Carbon fiber resistance heating element
CFRTP pipe joint
Bush
Carbon fiber
Electrode
Matrix polymer
Bush
Overmolding of CFRTP
(a) Insert
(b) Injection molding of 
matric polymer
(c) Demolding
(d) Overmolding of CFRTP
Heating element
(e) Demolding
CFRTP pipe joint
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電気式融着接合時に，炭素繊維製の抵抗発熱体からパイプや継手部に漏れ電
流が生じることが予想されるため，パイプと継手の界面には任意の厚さの樹脂
層を設ける必要がある．  
また，電気式融着接合の他にも，織物の炭素繊維を発熱体としてパイプ継手
部に挿入することで，高周波誘導加熱により，織物材を直接加熱して融着接合
することも可能であると考えられる．将来的には，継手部も積層成形により製
造することで，連続的な炭素繊維で強化可能となり，自転車のフレーム等の構
造部材への適用が可能になると考える．  
 
 
6.5 結言  
 本章では，前章までで提案した炭素繊維を抵抗発熱体に用いた電気式融着接
合や連続積層成形手法を高度化し，熱可塑性 CFRP を連続的に多層で積層成形
可能な成形装置の開発および電気式融着接合による熱可塑性 CFRP パイプ継手
の融着接合を具体的に提案した．  
省エネ・環境適合性の観点から，主に輸送機器の軽量化を目的に熱可塑性
CFRP が大きく注目されているが，課題は高い材料および製造コストに見合う
用途の探索であると考える．熱可塑性 CFRP は従来の熱硬化性 CFRP の製造法
とは全く異なり，プラスチック成形加工業や金属加工業が参入しやすい先進材
料であり，様々な技術シーズが提供可能であると考える．本章で提案した連続
積層成形装置やパイプ成形装置および熱可塑性 CFRP 製のパイプ継手の融着接
合技術を開発することで，熱可塑性 CFRP の高度な成形加工を実証することが
可能となり，熱可塑性 CFRP を産業界に更に普及させることに貢献できると考
える．  
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第 7 章 結 論   
 
 
 自動車や航空機等の輸送機器の省エネルギー化を目的に，構造材料の軽量化
が進んでおり，主要構造部品の材質を金属から FRP に置き換えることにより，
従来の車体の軽量化を実現し，燃費が大幅に向上される． FRP の中でも CFRP
は，比強度および比剛性に優れるため，輸送機器分野では特に注目されており，
近年では自動車などの量産車にも用いられ始めている．今後，CFRP は輸送機
器分野に限らず，産業機器や情報家電分野などにも適用が拡大すると推測され
るが，CFRP の母材に用いられる樹脂は熱硬化性樹脂であり，熱硬化性樹脂の
特性上，再加熱しても再溶融することができないため，リサイクルすることが
困難である．そのため，近年では熱可塑性樹脂を母材として用いた熱可塑性
CFRP への期待が高まっている．熱可塑性樹脂は成形後も再加熱することで再
溶融が可能であるため，リサイクル性に優れており，プレス成形や射出成形な
どの高速成形が可能であるため，生産性にも優れている．特に近年注目されて
いる一方向や織物などの連続した炭素繊維で強化された熱可塑性 CFRP は優れ
た諸特性を有しており，電気自動車などの車体フレームにも採用され始めてい
るが，連続した炭素繊維で強化されているため変形能が乏しく，樹脂の溶融粘
度が高いため，複雑形状の成形は困難である．そのため，複雑形状の部材や大
型構造物を製造するためには何らかの接合技術が必要であるが，機械的接合で
は重量増加や応力集中の問題があり，接着接合では熱可塑性樹脂は化学的結合
が困難なため，これらの接合手法は熱可塑性 CFRP の接合手法として適してい
ない．そのため，熱可塑性 CFRP の接合には融着接合技術が不可欠となる．熱
可塑性 CFRP の融着接合手法として，電気式融着接合や高周波誘導融着接合が
あるが，前者の電気式融着接合では，ステンレスメッシュなどの金属製の抵抗
発熱体を用いた研究事例が報告されているが，強度低下や耐食性およびリサイ
クル性に課題があった．また，種々の融着条件が融着挙動に与える影響は詳細
に明らかにされていない問題があった．後者の高周波誘導融着接合は，欧州の
一部の研究機関で行われているのみで，詳細なデータの開示がされておらず，
我が国では熱可塑性 CFRP を高周波誘導加熱した研究事例は皆無である．  
一方，熱可塑性 CFRP を成形する手法として射出成形や加熱プレス成形が挙
げられるが，射出成形は樹脂の流動成形であるため，短繊維や長繊維の不連続
な強化繊維に限られる．また，加熱プレス成形では生産性が低く，プレス機の
容量や金型の寸法形状に制限がある．そこで近年では，連続した炭素繊維で強
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化された熱可塑性 CFRP を積層成形する手法が着目されているが，加熱源とし
て用いられる半導体レーザーやホットガスは，導入コストおよびエネルギーコ
ストが高く，多くは航空宇宙機器製造業のみでの使用に限られる．また，積層
成形に及ぼす種々の成形条件などの影響因子も明らかにされていない問題が
あった．  
 
 既存研究における上述した課題を解決するため，本研究では下記を研究項目
とした．  
(1)  単一または複数本の Ni-Cr 線を抵抗発熱体に用いた電気式融着接合手法を
提案し，織物材のみでなく，一方向の炭素繊維で強化された熱可塑性 CFRP
の融着挙動を明らかにする．  
(2)  金属製の抵抗発熱体を用いた際の，強度低下や耐食性およびリサイクル性
の課題を解決するため，炭素繊維束および開繊炭素繊維を抵抗発熱体に用
い，炭素繊維の直接加熱による熱可塑性 CFRP の電気式融着接合の提案．  
(3)  融着面にサセプタと呼ばれる発熱体を挿入せずに，一方向や織物の炭素繊
維で強化された熱可塑性 CFRP を高周波誘導加熱により直接加熱して連続
的な融着接合を行い，加熱条件を検討．  
(4)  近赤外線加熱および高周波誘導ロール加熱を用いた熱可塑性 CFRP の連続
積層成形手法の提案と成形条件の検討．  
(5)  熱可塑性 CFRP の融着接合と連続積層成形を融合した新たな成形加工プロ
セスへの応用展開．  
 
本研究の成果を以下にまとめる．  
第 1 章では，緒論として自動車や航空機等の輸送機器の省エネルギー化を目
的に，構造材料の軽量化が進んでいるなかで，金属に代わる材料として期待さ
れている FRP の現状を記述した．さらに，熱硬化性 CFRP と熱可塑性 CFRP に
ついての特性と具体的な適用箇所などについて述べ，熱可塑性 CFRP の期待の
高まりについて記述した．また，熱可塑性 CFRP 部材を製造する上で不可欠な
技術となる融着接合技術と成形技術について，それぞれの手法と問題点につい
て記述した．さらに，既存研究にて提案されている電気式融着接合と高周波誘
導融着接合および積層成形の問題点を具体的に記述した．研究目的として，単
一または複数本の Ni-Cr 線を抵抗発熱体に用いた電気式融着接合手法の提案，
炭素繊維束および開繊炭素繊維を抵抗発熱体に用いた熱可塑性 CFRP の電気式
融着接合の提案，一方向や織物の炭素繊維で強化された熱可塑性 CFRP の高周
波誘導加熱時の加熱条件を検討，近赤外線加熱および高周波誘導ロール加熱を
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用いた熱可塑性 CFRP の連続積層成形手法の提案と成形条件の検討および熱可
塑性 CFRP の融着接合と連続積層成形を融合した新たな成形加工プロセスの提
案の 5 つの研究目的を設定した．これらの目的を達成することで，熱可塑性
CFRP の融着接合および成形技術の確立に貢献し，熱可塑性 CFRP の更なる普
及に繋げることを最終的な目標とすることを記述した．  
第 2 章では，熱可塑性 CFRP 積層板の電気式融着接合に着目し，単一の Ni-Cr
線または複数の Ni-Cr 線を抵抗発熱体として用いた熱可塑性 CFRP の電気式融
着接合手法を提案した．また，提案した手法を用いて，一方向や織物などの異
なる繊維強化形態を有する熱可塑性 CFRP 積層板を融着対象として用いて，印
加電圧や通電時間および Ni-Cr 線の間隔などの種々の融着条件が電気式融着挙
動に与える影響を実験的に評価した．熱可塑性 CFRP 積層板の炭素繊維の繊維
強化形態が融着挙動に与える影響は大きく，電気式融着接合に適する積層板の
繊維配向や繊維強化形態を明らかにした．さらに，融着面に樹脂フィルムを挿
入することで，過剰なジュール発熱を抑制可能であることを確認した．  
第 3 章では，金属製の抵抗発熱体を用いた場合の問題点を解決するために，
第 2 章で得られた知見を基にして，炭素繊維束および開繊炭素繊維を抵抗発熱
体に用いた熱可塑性 CFRP の電気式融着接合手法を新たに提案した．また，本
手法を用いて，印加電圧や通電時間などの種々の融着条件が融着挙動に与える
影響を評価して融着メカニズムを明らかにした．また，開繊炭素繊維を荷重方
向に配置した場合では，引張せん断強度の大幅な向上が確認され，炭素繊維を
抵抗発熱体として用いることの有用性を確かめた．一方で，今後は DCB 試験
のような融着部の層間靭性等の評価も必要であると考える．  
第 4 章では，熱可塑性 CFRP 積層板を高周波誘導融着接合することを目的に，
一方向および織物の炭素繊維で強化された熱可塑性 CFRP を高周波誘導加熱に
より直接加熱した際の加熱挙動を明らかにした．また，熱可塑性 CFRP の高周
波誘導融着接合を連続的に行い，生産性の高い融着接合手法の可能性を確かめ
た．一方で，高周波誘導加熱時には表皮効果が顕著に生じるため，融着接合時
には熱可塑性 CFRP 積層板の表面をエアー等で強制的に冷却し，融着接合部近
傍のみを加熱する必要があると考える．  
第 5 章では，近赤外線加熱および高周波誘導加熱された加圧ローラーの複数
の加熱源を用いて， CFRTP プリプレグテープを連続的に積層成形可能な成形
手法を提案した．また，提案した連続積層成形手法を用いて，ヒータ距離や送
り速度などの種々の成形条件を変化させ，一方向 CF/PA6 プリプレグテープの
加熱挙動や接合強度を評価し，積層成形時の成形メカニズムを明らかにした．
一方で，本研究では加圧ローラーの温度や加圧力は一定にして積層成形を行っ
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たが，多層積層時にはローラーの温度や加圧力が成形品の品質に大きく影響を
与えると考えられるため，さらに詳細な評価が必要であると考える．  
第 6 章では，第 5 章で提案した連続積層成形手法をさらに応用するために，
熱可塑性 CFRP の連続積層成形装置の開発とパイプ成形への展開について述べ
た．また，第 3 章で提案した炭素繊維を抵抗発熱体に用いた電気式融着手法を
熱可塑性 CFRP 製パイプ継手の電気式融着に応用する手法を新たに提案した．
今後はこれらの提案した手法を実現するための装置を実際に製作し，提案した
プロセスの実用性を確認する必要がある．  
本研究で提案した手法により，熱可塑性 CFRP の融着接合および成形技術の
確立に貢献し，熱可塑性 CFRP の産業界への更なる普及に繋げることが可能に
なると考える．  
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